
独立行政法人宇宙航空研究開発機構の平成２４年度に係る業務の実績に関する評価（案）

全体評価 ＜参考＞ 業務の質の向上：Ａ 業務運営の効率化：Ｂ 財務内容の改善：Ａ

②平成２４年度の評価結果を踏まえた、事業計画及び業務運営等に関して取るべき方策（改善のポイント）

（１）事業計画に関する事項

・金星探査機「あかつき」が予定した軌道投入に失敗したことに対し、技術・マネージメントの両面で再発防止策が必要。（項目別P13参照）

・宇宙ステーション補給機（HTV）について、費用対効果を高めることが今後の課題。（項目別P20参照）

・優れた技術の継承のためにも、新型基幹ロケットの検討が必要。（項目別P21参照）

・イプシロンロケットについては低コスト化が課題であり、競合ロケットの動向を先読みしたコスト目標を設定すべき。（項目別P23参照）

・新発足した「新事業促進室」について、目標を明確に定め、宇宙活動成果の利用拡大を推進すべき。（項目別P36参照）

・ＪＡＸＡの国際貢献を更に向上させ、また、活躍の場を広げるためには、対外的にしっかりとＰＲをしていくことが必要。（項目別P38参照）

（２）業務運営に関する事項

・情報セキュリティ問題に対し、徹底した未然防止策の実施と、被害を最小化する取組が急務。（項目別P51参照）

・過大請求不正に対しては、再発防止策の徹底が必要。（項目別P53参照）

・一社応札の低減のため、より積極的に汎用・一般部品の活用を開発者に働きかけることが必要。（項目別P63参照）

・高い信頼性を機構内で伝承するとともに、国際競争のための明確な公開基準を設定し、重要情報を管理することが必要。（項目別P80参照）

③特記事項
・平成24年11月に標的型攻撃による新たなウイルス感染事案、さらに平成25年4月にはJAXAサーバーへの外部からの不正アクセスが判明し
た。

①評価結果の総括

・第2期中期目標期間の最終年度である平成24年度は、年度計画に即して全般的に着実な取組を行った。地球観測衛星の利用による国内
外への貢献、国際宇宙ステーション日本実験棟「きぼう」での超小型衛星放出の技術実証や日本人宇宙飛行士の活躍、基幹ロケット３機の
打上げ成功（通算成功率96％）、航空分野の技術開発等により数多くの目覚ましい成果を上げ、我が国の科学的水準と技術力の高さを世
界に示した。

・上記の成果等を活用し、大学院教育や青少年への宇宙航空教育に尽力した。また、国際的な重要ポストにＪＡＸＡ幹部が就任し、我が国の
国際的なプレゼンスの向上に大きく貢献した。

・業務運営については、効率的な運営や経費・人件費の合理化・効率化は着実に進められている一方、ウイルス感染や外部からの不正アク
セスといった情報セキュリティ問題への抜本的な対応及び昨年度に発生した過大請求問題への再発防止策等が今後の課題となった。
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項目別評価総表

20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度

Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質
の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置

Ａ Ａ Ａ A A
Ⅱ．業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべ
き措置

Ａ Ａ Ａ A B

　１．衛星による宇宙利用 　１．柔軟かつ効率的な組織運営 Ａ Ａ Ａ A A

　　（１）地球観測プログラム Ａ Ｓ Ａ A A 　２．業務の合理化・効率化

　　（２）災害監視・通信プログラム Ｓ Ａ Ｓ A A 　　（１）経費の合理化・効率化 Ａ Ａ Ａ A A

　　（３） 衛星測位プログラム Ａ Ａ Ａ S S 　　（２）人件費の合理化・効率化 Ａ Ａ Ａ A A

　　（４） 衛星の利用促進 Ａ Ａ Ａ A A 　３．情報技術の活用 Ａ Ａ Ａ A B

　２．宇宙科学研究 　４．内部統制・ガバナンスの強化

　　（１）大学共同利用システムを基本とした学術研究 Ａ Ａ Ａ S A 　　（１）内部統制・ガバナンスの強化のための体制整備 Ａ Ａ Ａ B B

　　（２）宇宙科学研究プロジェクト Ａ Ａ Ａ A A 　　（２）内部評価及び外部評価の実施 Ａ Ａ Ａ A A

　３．宇宙探査 Ｓ Ｓ Ｓ A A 　　（３）プロジェクト管理 Ａ Ａ Ａ A A

　４．国際宇宙ステーション（ＩＳＳ） 　　（４）契約の適正化 Ａ Ａ Ａ B B

　　（１）日本実験棟（ＪＥＭ）の運用・利用 Ｓ Ｓ Ｓ A A Ⅲ．予算（人件費の見積もりを含む）、収支計画及び資金計画 Ａ Ａ Ａ Ａ A

 　 （２）宇宙ステーション補給機（ＨＴＶ）の開発・運用 Ａ Ｓ Ｓ A A 　１．予算

　５．宇宙輸送 　２．収支計画

　　（１）基幹ロケットの維持・発展 Ａ Ｓ Ｓ S A 　３．資金計画

　　（２）ＬＮＧ推進系 B Ｂ Ｂ A A Ⅳ．短期借入金の限度額 - - - - -

　　（３）固体ロケットシステムの維持・発展 Ａ Ａ Ａ A A Ⅴ．重要な資産を処分し、又は担保に供しようとするときは、その計画 - - - - -

　６．航空科学技術 Ａ Ａ Ａ A S Ⅵ．剰余金の使途 - - - - -

　７．宇宙航空技術基盤の強化 Ⅶ．その他主務省令で定める業務運営に関する事項 Ａ Ａ Ａ A A

　  （１）基盤的・先端的技術の強化及びマネジメント Ａ Ａ Ａ A A 　１．施設・設備に関する事項 Ａ Ａ Ａ A A

　　（２）基盤的な施設・設備の整備 Ａ Ａ Ａ S A 　２．人事に関する計画

　８．教育活動及び人材の交流 　　（１）方針

　　（１） 大学院教育等 Ａ Ａ Ａ A A 　　（２）人員に係る指標

　　（２）青少年への宇宙航空教育 Ａ Ａ Ｓ A A 　３．安全・信頼性に関する事項 Ａ Ａ Ａ A A

　９．産業界、関係機関及び大学との連携・協力 Ａ Ａ Ａ A A 　４．中期目標期間を超える債務負担 - - - - -

　１０．国際協力 Ａ Ａ Ａ S A 　５．積立金の使途 - - - - -

　１１．情報開示・広報・普及 Ａ Ａ Ｓ A A

独立行政法人宇宙航空研究開発機構の平成２４年度に係る業務の実績に関する評価

項目名

中期目標期間中の評価一覧 中期目標期間中の評価一覧

A A

項目名

Ａ Ａ Ａ

Ａ Ａ



【参考資料１】予算、収支計画及び資金計画に対する実績の経年比較（過去５年分を記載）
区分 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 区分 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

収入 支出
　運営費交付金 130,226 143,414 130,391 132,654 118,401 　一般管理費 7,221 6,954 6,760 6,731 6,612

　施設整備費補助金 6,299 8,178 5,752 8,883 9,539 　（公租公課を除く一般管理費） 6,503 6,150 5,818 5,883 5,707

　国際宇宙ステーション開発費補助金 34,875 35,670 40,357 26,786 37,813 　　うち、人件費（管理系） 4,116 3,977 4,165 4,029 3,818

　地球観測システム研究開発費補助金 16,535 15,032 17,062 10,125 20,269 　　うち、物件費 2,386 2,172 1,652 1,854 1,889

　受託収入 40,188 43,206 48,203 50,433 36,110 　　うち、公租公課 718 804 941 848 904

　その他の収入 829 721 917 794 1,253 　事業費 123,154 132,335 121,285 123,692 125,156

　　うち、人件費（事業系） 15,021 13,299 13,365 13,294 13,098

　　うち、物件費 108,132 119,035 107,920 110,397 112,058

　施設整備費補助金経費 6,294 8,167 5,748 8,790 9,410

　国際宇宙ステーション開発費補助金経費 34,867 35,654 40,344 26,753 37,714

　地球観測システム研究開発費補助金経費 16,524 15,017 16,914 10,115 19,822

　受託経費 38,978 42,842 46,817 24,801 54,325

　計 228,955 246,222 242,685 229,677 223,387 　計 227,040 240,972 237,871 200,884 253,042

備考（指標による分析結果や特異的なデータに対する説明等）

（単位：百万円）
区分 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 区分 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

費用 収益
　経常費用 　経常収益
　　業務費 　　運営費交付金収益 86,171 88,993 85,212 85,922 96,863

　　　人件費 18,821 17,120 17,191 17,605 17,357 　　受託収入
　　　業務委託費 38,037 38,775 16,672 19,215 16,042 　　　政府関係受託収入 28,420 35,489 17,122 50,169 39,665

　　　研究材料費及び消耗品費 14,071 66,706 24,915 12,650 13,328 　　　民間等受託収入 550 1,119 620 1,984 1,182

　　　国際宇宙ステーション分担等経費 12,312 22,684 26,517 18,439 21,710 　　財産賃貸等収入 206 242 331 268 216

　　　減価償却費 61,124 49,244 45,977 44,239 48,333 　　補助金等収益 35,425 31,063 34,020 29,383 36,743

　　　役務費 16,353 17,978 35,287 34,584 35,729 　　施設費収益 88 57 108 411 153

　　　保守及び修繕費 4,518 4,051 4,307 4,203 5,944 　　寄附金収益 20 19 9 7 18

　　　その他の業務費 10,677 10,223 10,232 10,237 11,052 　　資産見返負債戻入
　　受託費 　　　資産見返運営費交付金等戻入 47,121 49,716 29,271 32,291 30,514

　　　人件費 991 1,179 987 1,374 1,210 　　　資産見返補助金等戻入 25,064 19,560 19,751 15,404 20,267

　　　業務委託費 23,383 8,811 1,645 1,328 2,147 　　　資産見返寄附金戻入 5 245 549 286 309

　　　研究材料費及び消耗品費 2,016 23,111 3,805 36,434 18,926 　　　資産見返物品受贈額戻入 3,477 853 98 94 21

　　　減価償却費 555 273 114 303 442 　　財務収益
　　　役務費 1,399 1,172 10,653 11,647 6,316 　　　受取利息 44 8 9 7 22

　　　保守及び修繕費 213 149 148 52 37 　　　為替差益 - 11 5 - 26

　　　その他の受託費 454 761 478 953 568 　　雑益
　　一般管理費 　　　消費税等還付金 - - - - -

（単位：百万円）
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　　　人件費 4,604 4,476 4,454 4,391 4,217 　　　雑益 475 451 547 389 718

　　　業務委託費 60 133 2 1 - 　臨時利益
　　　減価償却費 41 72 81 74 194 　　固定資産売却益 5 - 0 15 2

　　　役務費 684 591 621 597 607 　　資産見返運営費交付金等戻入 202 142 73 48 31

　　　保守及び修繕費 52 204 40 34 44 　　資産見返補助金等戻入 58 42 14 6 1

　　　その他の一般管理費 1,075 694 717 942 659 　　資産見返寄附金戻入 2 2 7 1 2

　　財務費用 　　資産見返物品受贈額戻入 12 5 2 4 0

　　　支払利息 135 230 194 144 113 　　過年度資産見返運営費交付金等戻入 - - - - -

　　　為替差損 10 - - 10 - 　　過年度資産見返補助金等戻入 - - - - -

　　雑損 　　過年度資産寄附金戻入 - - - - -

　　　雑損 7 1 0 - 0 　　過年度資産見返物品受贈額戻入 - - - - -

　臨時損失 　　運営費交付金収益 - - - 1,430 80

　　固定資産売却損 - 0 - 2 0 　　補助金等収益 - - - 97 -

　　固定資産除却損 287 194 99 267 67 　　施設費収益 - - - 772 194

　　貯蔵品除却損 - - - - - 　　過年度受託事業精算益 - - - - 1,121

　　過年度減価償却費 - - - - - 　　受託事業損害賠償金収入 - - - - 12,618

　　災害損失 - - - 2,301 343 　　損害賠償金収入 - - - - 2,633

　　国庫納付金 - - - 2 -

　　過年度受託事業精算損 - - - - 1,129

　　受託事業納付金 - - - - 12,618

　　過大請求調査費 - - - - 206

　計 211,891 268,844 205,149 222,042 219,349 　計 227,554 228,026 187,758 218,996 243,411

税引前当期純利益（純損失） 15,662 -40,818 -17,391 -3,046 24,061

法人税、住民税及び事業税 21 23 24 26 26

当期純利益（純損失） 15,641 -40,842 -17,415 -3,072 24,035

前中期目標期間繰越積立金取崩額 3,045 13,531 - - -

当期総利益（総損失） 18,686 -27,311 -17,415 -3,072 24,035

備考（指標による分析結果や特異的なデータに対する説明等）
　　宇宙航空研究開発機構（以下、JAXA）の当期損益については、大きく変動する特徴がある。これは、会計処理方法のルールに起因するものであり、例えば、補助金を財源として
支出した貯蔵品や前払金などの流動資産について、支出した年度に収益のみ計上され、費用は業務の完了や使用した年度に計上されるといった収益・費用の計上の期ズレが発
生するためである。具体的には、国際宇宙ステーション補助金により開発されている宇宙ステーション補給機（HTV）の例があげられる。また、JAXAは一定程度まで繰越欠損金が
積み上がる傾向にあり、これは旧宇宙開発事業団（NASDA）において取得し承継した貯蔵品等の出資金を構成する流動資産について、業務の完了や使用によって費用計上する
場合、見合いの収益計上が存在しないために損失が生じることとなるためである。これは会計制度上の問題であることから、資金運用の不調や事業の失敗によるものではなく、解
消できない。
　国際宇宙ステーション計画では、国際宇宙ステーション協力に関する多国間協定等に基づき国際宇宙ステーションの運用に必要な共通システム運用経費の分担等のために、
JAXAが一定のサービスを提供することとされており、20年度から当該分担すべき経費を「国際宇宙ステーション分担等経費」として計上している。
　三菱電機（株）による過大請求に関する損害賠償金は、臨時損失及び臨時利益に計上しており、受託事業にかかるものは「受託事業納付金」及び「受託事業損害賠償金収入」と
して計上し、また、その他のものは「過大請求調査費」及び「損害賠償金収入」として計上している。
　さらに、過年度に計上した受託費及び受託収入に関する契約の精算により生じた損益を、臨時損失及び臨時利益に「過年度受託事業精算損」及び「過年度受託事業精算益」とし
て計上している。
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区分 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 区分 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度
資金支出 資金収入
　業務活動による支出 168,297 180,838 171,084 133,989 203,693 　業務活動による収入
　投資活動による支出 50,333 58,263 61,392 36,712 68,103 　　運営費交付金による収入 130,226 143,414 130,391 132,654 118,401

　財務活動による支出 2,013 3,011 2,929 3,042 2,771 　　受託収入 39,833 41,613 50,162 50,078 35,773

　資金に係る換算差額 7 - - - - 　　その他の収入 52,889 51,885 59,623 38,082 74,812

　翌年度への繰越金 25,537 28,525 39,799 95,774 59,748 　投資活動による収入
　　施設費による収入 6,299 8,178 6,498 8,883 9,539

　　その他の収入 8 2 2 20 6

　財務活動による収入 - - - - -

　資金に係る換算差額 - 6 1 1 7

　前年度よりの繰越金 16,930 25,537 28,525 39,799 95,774

　計 246,189 270,638 275,205 269,519 334,316 　計 246,189 270,638 275,205 269,519 334,316

備考（指標による分析結果や特異的なデータに対する説明等）

【参考資料２】貸借対照表の経年比較（過去５年分を記載）
区分 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 区分 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

資産 負債
　流動資産 　流動負債
　　現金及び預金 25,537 28,525 39,799 95,774 59,748 　　運営費交付金債務 6,706 11,058 16,795 23,879 -

　　未成受託業務支出金 40,018 46,509 75,353 47,887 60,433 　　預り施設費 5 10 749 92 221

　　貯蔵品 86,965 47,408 35,428 41,577 39,020 　　預り補助金等 19 30 1,074 48 559

　　前払金 26,887 21,516 22,129 37,779 36,273 　　預り寄附金 85 71 83 95 114

　　前払費用 219 375 377 376 363 　　未払金 24,306 23,940 27,620 57,836 52,766

　　未収収益 2 2 1 1 2 　　未払費用 93 117 - - -

　　未収消費税等 - - 56 - 8 　　未払法人税等 21 23 24 26 26

　　未収入金 1,809 2,553 684 623 968 　　未払消費税等 30 73 - 58 -

　固定資産 　　前受金 40,502 46,264 75,366 69,971 62,837

　　有形固定資産 　　預り金 1,427 954 1,712 3,866 2,002

　　　建物 54,067 51,985 49,727 49,748 47,966 　　前受収益 2 2 2 2 2

　　　構築物 7,334 7,029 6,613 6,428 6,328 　　短期リース債務 2,352 2,828 2,809 2,543 2,578

　　　機械装置 26,162 21,962 20,349 17,667 18,278 　　　資産除去債務 - - 5 - -

　　　航空機 138 88 40 2,127 1,847 　固定負債
　　　人工衛星 196,395 241,298 239,284 193,635 192,940 　　資産見返負債
　　　車両運搬具 150 120 72 55 65 　　　資産見返運営費交付金 74,102 53,949 88,970 77,359 73,589

　　　工具器具備品 20,610 22,024 19,297 16,490 15,329 　　　資産見返補助金等 52,173 86,215 69,713 56,105 73,348

　　　土地 73,515 72,501 73,799 75,067 78,376 　　　資産見返寄附金 1,328 1,230 1,524 1,358 1,197

　　　建設仮勘定 152,091 85,778 80,004 102,797 110,606 　　　資産見返物品受贈額 1,093 234 133 34 12

　　無形固定資産 　　　建設仮勘定見返運営費交付金 38,104 58,452 33,291 50,693 69,170

　　　工業所有権 218 232 229 212 195 　　　建設仮勘定見返施設費 1,043 3,088 2,248 2,046 3,996

　　　電話加入権 2 2 2 2 2 　　　建設仮勘定見返補助金等 52,218 18,201 38,283 43,926 27,130

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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　　　施設利用権 17 14 11 8 5 　　長期リース債務 6,247 6,962 5,102 3,101 2,252

　　　ソフトウェア 2,473 2,022 2,288 2,406 3,822 　　国際宇宙ステーション未履行債務 19,153 19,766 23,559 41,768 37,189

　　　工業所有権仮勘定 255 240 201 190 169 　　　資産除去債務 - - 21 22 102

　　　ソフトウェア仮勘定 2 116 253 340 497

　　投資その他の資産
　　　長期前払費用 845 1,375 1,028 1,198 861

　　　敷金 50 46 46 39 37 　負債合計 321,019 333,478 389,090 434,836 409,097

純資産
　資本金
　　政府出資金 544,401 544,401 544,401 544,352 544,352

　　民間出資金 6 6 6 6 6

　資本剰余金
　　資本剰余金 -9,454 -24,462 -18,869 -45,738 -40,671

　　損益外減価償却累計額 -172,308 -188,614 -219,035 -209,451 -231,104

　　損益外減損損失累計額 -109 -2,453 -2,470 -2,455 -2,449

　　損益外利息費用累計額 - - -2 -2 -2

　利益剰余金（繰越欠損金）
　　積立金 - 18,686 - - -

　　前中期目標期間繰越積立金 13,531 - - - -

　　当期未処分利益（未処理損失） 18,686 -27,311 -26,039 -29,111 -5,076

　純資産合計 394,753 320,252 277,990 257,599 265,053

　資産合計 715,772 653,730 667,081 692,435 674,150 負債純資産合計 715,772 653,730 667,081 692,435 674,150

備考（指標による分析結果や特異的なデータに対する説明等）
　平成24年度は、中期目標の期間の最終年度のため、期末に係る運営費交付金債務は、次期の中期目標の期間に繰越せず、精算のための収益化を行わなければならないため、
24年度末における運営費交付金債務の収益化をしている。
　また、国際宇宙ステーション計画では、国際宇宙ステーション協力に関する多国間協定等に基づき、米国宇宙局（以下、NASA）が日本実験棟「きぼう」をスペースシャトルで打ち上
げることとの引替え及び国際宇宙ステーションの運用に必要な共通システム運用経費の分担等のために、JAXAが一定のサービスを提供することとされており、JAXAとNASAの双
方が行う提供済みサービスの差異額を「国際宇宙ステーション未履行債務」として20年度から計上している。
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  （単位：百万円）
区分 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

Ⅰ　当期未処分利益（未処理損失）
　当期総利益（総損失） 18,686 -27,311 -17,415 -3,072 24,035

　前期繰越欠損金 - - -8,624 -26,039 -29,111

Ⅱ　利益処分額（損失処理額）
　積立金（積立金取崩額） 18,686 -18,686 - - -

Ⅲ　次期繰越欠損金 - -8,624 -26,039 -29,111 -5,076

備考（指標による分析結果や特異的なデータに対する説明等）

【参考資料４】人員の増減の経年比較（過去５年分を記載） （単位：人）
職種 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

定年制研究職員 1,333 1,304 1,281 1,276

任期制研究系職員 404 384 401 444

定年制事務職員 373 368 366 363

任期制事務職員 40 65 88 90

備考（指標による分析結果や特異的なデータに対する説明等）
　平成23年度における任期制研究系職員の増加は、主に他機関からの招聘研究者の増加によるものである。


【参考資料３】利益（又は損失）の処分についての経年比較（過去５年分を記載）

　　JAXAの当期損益については、大きく変動する特徴がある。これは、会計処理方法のルールに起因するものであり、例えば、補助金を財源として支出した貯蔵品や前払金などの
流動資産について、支出した年度に収益のみ計上され、費用は業務の完了や使用した年度に計上されるといった収益・費用の計上の期ズレが発生するためである。具体的には、
国際宇宙ステーション補助金により開発されている宇宙ステーション補給機（HTV）の例があげられる。
　また、JAXAは一定程度まで繰越欠損金が積み上がる傾向にあり、これは旧宇宙開発事業団（NASDA）において取得し承継した貯蔵品等の出資金を構成する流動資産につい
て、業務の完了や使用によって費用計上する場合、見合いの収益計上が存在しないために損失が生じることとなるためである。これは会計制度上の問題であることから、資金運用
の不調や事業の失敗によるものではなく、解消できない。
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項目別－1 

独立行政法人宇宙航空研究開発機構の平成２４年度に係る業務の実績に関する評価 

【（大項目）1】 
Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとる

べき措置 

【評定】              Ａ 

 

【（中項目）1－1】 1.衛星による宇宙利用 

【（小項目）1－1－1】 (1)地球環境観測プログラム 【評定】          Ａ 

 【法人の達成すべき目標（計画）の概要】 

「気候変動に関する国際連合枠組条約の京都議定書」、「気候変動に関する政府間パネル（IPCC）報告書」等を踏まえ、「第 3 期科

学技術基本計画」（平成 18年 3月 28日閣議決定）における国家基幹技術である「海洋地球観測探査システム」の構築を通じ、「全球

地球観測システム（GEOSS）10年実施計画」の実現に貢献する。 

研究開発及び運用が開始されている衛星により得られたデータを国内外に広く提供するとともに、地上系・海洋系観測のデータと

の統合等について国内外の環境機関等のユーザと連携し、地球環境のモニタリング、モデリング及び予測の精度向上に貢献する。 

また、国際社会への貢献を目的に、欧米・アジア各国の関係機関・国際機関等との協力を推進するとともに、国際的な枠組み

（GEO、CEOS）の下で主要な役割を果たす。 

H２０ H２１ H２２ H２３ 

A S A A 

実績報告書等 参照箇所 

A-1 

【インプット指標】  

（中期目標期間） H20 H21 H22 H23 H24 

決算額（百万円） 18,550 12,968 10,009 16,181 13,168 

従事人員数（人） 約 90 約 90 約 100 約 150 約 150 
 

 

評価基準 実績 分析・評価 

（評価の視点） 

○ 継続的なデータ取得により、気候変動・

水循環変動・生態系等の地球規模の環

境問題の解明に資することを目的に、 

（a）熱帯降雨観測衛星（TRMM/PR） 

（b）温室効果ガス観測技術衛星（GOSAT） 

（c）水循環変動観測衛星（GCOM-W） 

（d）雲エアロゾル放射ミッション／雲プロファ

イリングレーダ（EarthCARE/CPR） 

（e）全球降水観測計画／二周波降水レーダ

（GPM/DPR） 

（f）気候変動観測衛星（GCOM-C） 

（g）陸域観測技術衛星２号（ALOS-2） 

及び将来の衛星・観測センサに係る研究

開発・運用を行ったか。 

（ａ）地球環境観測衛星の研究開発  

○ 日米共同ミッションである全球降水観測計画（GPM）において機構が担当す

る二周波降水レーダ（DPR）について、計画どおり、平成 24 年 3 月に衛星を

担当する米国航空宇宙局(NASA)/ ゴダード宇宙飛行センター（GSFC）に引

き渡しを行い、平成 25年度の打上げに向けた作業を完遂させた。 

○ 水循環変動観測衛星（GCOM-W）の射場作業、打上げ及び初期機能確認を

完了した。 

○ 気候変動観測衛星（GCOM-C）について、衛星システム及び搭載機器である

多波長光学放射計（SGLI）の詳細設計、エンジニアリングモデル製作試験の

結果を得た後、プロトフライトモデル製作試験を開始した。また、地上システム

の基本設計を完了し、詳細設計を開始した。 

○ 日欧共同ミッションである雲エアロゾル放射ミッション（EarthCare）において、

機構が担当する雲プロファイリングレーダ（CPR）のエンジニアリングモデル

試験、システム試験、プロトフライトモデルの製作試験を実施し、所要の結果

を得た。また、地上システムの基本設計を完了し、詳細設計を開始した。 

 

○ 地球環境観測衛星の研究開発及び活用が計画

通り実施され、データ利用も拡大するなど、諸目標

への取組はおおむね順調と評価できる。また、地

球観測はＧＥＯＳＳ等の国際枠組みにおける我が

国の主要な貢献にもなっており、高く評価できる。 

○ GOSATによる継続的な観測が実施され、温室ガ

ス効果の観測点が約 200 倍に増加したことは高く

評価できる。 

○ 平成２４年５月に打ち上げられた GCOM-W が定

常運用を開始し、例えば北極海の海氷面積が衛星

観測史上最小になっていることなど、有用なデータ

を提供することで、地球環境変動の実態解明に貢

献している。 

 



項目別－2 

○ 水循環変動観測衛星（GCOM-W）につ

いては、本中期目標期間中に打上げを

行ったか。 

○ 上記研究開発及び運用が開始されてい

る衛星により得られたデータを国内外に

広く提供するとともに、地上系・海洋系観

測のデータとの統合等について国内外

の環境機関等のユーザと連携し、地球環

境のモニタリング、モデリング及び予測の

精度向上に貢献したか。 

○ 国際社会への貢献を目的に、欧米・アジ

ア各国の関係機関・国際機関等との協力

を推進するとともに、国際的な枠組み

（GEO、CEOS）の下で主要な役割を果

たしたか。 

 

 

 

 

○ 陸域観測技術衛星２号（ALOS-2）の維持設計、プロトフライトモデルの製作

試験、及び地上システムの開発を着実に実施した。（詳細は災害監視・通信

プログラムに記載） 

○ 広域高分解能観測技術衛星の研究を推進した。（詳細は災害監視・通信プロ

グラムに記載） 

○ 将来の地球環境観測ミッションに向けた観測センサ（11 件）の研究、国際宇

宙ステーション搭載に向けた観測センサの研究を実施し、外部評価委員を含

めた研究評価で S評価が 1件、A評価が 7件等、良好な成果を上げた。 

 

（b）衛星による地球環境観測の実施  

○ NASA との連携により、熱帯降雨観測衛星（TRMM）の後期運用を実施し、

降雨に関する観測データを取得。米国科学アカデミー、米国海洋大気庁、気

象庁、日本気象学会等の多くの利用者からの長期運用要請に応え、ミッショ

ン期間（5年間）を大きく上回る 15年間の運用を達成した。 

○ 温室効果ガス観測技術衛星（GOSAT）の定常運用を継続し、温室効果ガス

（二酸化炭素、メタン）に関する観測データを取得。二酸化炭素、メタンの全球

濃度データに加え、二酸化炭素吸収排出量（L4）データについても、国立環

境研究所と協力して、一般配布を開始した。なお、打上げ後 4 年でエクストラ

サクセスをほぼ達成した。 

○ GCOM-W1の打上げ、定常運用を行い、水蒸気量・海面水温・海氷分布等を

算出する元となる観測データの提供を開始した。 

○ 各衛星の観測データを国内外の利用者に提供するとともに、関係機関と連携

して、主に気候変動、温暖化及び水循環に係る衛星データの利用研究を実

施した。これらの活動を通じ地球環境のモニタリング、モデリング及び予測の

精度向上への貢献を行った。 

○ アジア太平洋各国の関係機関と連携して宇宙技術を用いた環境監視

（SAFE）の取組を推進するとともに、東京大学、海洋研究開発機構等との協

力によるデータ統合利用研究を継続して実施した。 

○ 開発段階の衛星（GCOM-C,GPM,EarthCAREについて、国内外の研究者に

対する公募研究の実施や、国内外の関係機関との協力を進めることで、利用

研究、利用促進に向けた取組を実施した。 

 

（ｃ） 全球地球観測システム（ＧＥＯＳＳ）への貢献 

○ ドイツ航空宇宙センター（DLR）と将来 L バンド合成開口レーダ協力ミッション

の可能性を検討する MOA を締結し協力を推進した。 

 



項目別－3 

○ 地球観測衛星委員会（CEOS）の実施計画に基づき、宇宙からの温室効果ガ

ス観測国際委員会及び森林炭素観測の活動を主導する等、GEOSS 10 年

実施計画における主要な役割を果たした。 

また、国連持続可能な開発会議（UNCSD：Rio+20）、気候変動枠組条約締

約国会議（UNFCCC/COP）、地球観測に関する政府間会合（GEO）閣僚級

会合等において ALOS、GOSAT、GCOM-W 等による我が国の地球観測の

成果を報告した。 

○ 宇宙からの観測シナリオをまとめた CEOS 炭素観測戦略文書を NASA と協

力して作成した。 

 



項目別－4 

 

【（中項目）1－1】 1.衛星による宇宙利用 

【（小項目）1－1－2】 (2)災害監視・通信プログラム 【評定】           Ａ 

 【法人の達成すべき目標（計画）の概要】 

「第 3 期科学技術基本計画」における国家基幹技術である「海洋地球観測探査システム」の構築等に向けて、災害発生時の被害

状況の把握、災害時の緊急通信手段の確保等を目的として、衛星による災害監視及び災害情報通信技術を実証し、衛星利用を一

層促進する。 

研究開発及び運用が開始されている衛星の活用により、国内外の防災機関等のユーザへのデータ又は通信手段の提供及び利用

技術の実証実験を行い、関係の行政機関・民間による現業利用を促進する。 

さらに、国際的な災害対応への貢献を目的に、国際災害チャータの活用を含め海外の衛星と連携してデータの提供を行うととも

に、アジア各国・国際機関と共同で、アジア・太平洋地域を中心とした災害関連情報を共有するためのプラットフォームを整備する。 

H２０ H２１ H２２ H２３ 

S A S A 

実績報告書等 参照箇所 

A-22 

【インプット指標】  

（中期目標期間） H20 H21 H22 H23 H24 

決算額（百万円） 8,105 6,990 7,602 9,656 6,262 

従事人員数（人） 約 70 約 70 約 60 約 60 約 50 
 

 

評価基準 実績 分析・評価 

（評価の視点） 

○ （ａ）データ中継技術衛星（DRTS）  

（ｂ）陸域観測技術衛星（ALOS） 

（ｃ）超高速インターネット衛星（WINDS）  

（ｄ）陸域観測技術衛星２号（ALOS-2）  

及び、合成開口レーダや光学センサによ

る災害時の情報把握等への継続的な貢

献を目指した陸域・海域観測衛星システ

ム等の研究開発・運用を行ったか。 

○ 上記の研究開発及び運用が開始されて

いる衛星の活用により、国内外の防災機

関等のユーザへのデータ又は通信手段

の提供及び利用技術の実証実験を行

い、関係の行政機関・民間による現業利

用を促進したたか。  

○ 国際的な災害対応への貢献を目的に、

国際災害チャータの活用を含め海外の

衛星と連携してデータの提供を行うととも

（ａ）陸域・海域観測衛星の研究開発  

○ 陸域観測技術衛星２号（ALOS-2）について、衛星バス及び合成開口レーダ

（SAR）プロトフライトモデル（PFM）の製作試験及び地上システムの開発を計

画どおり実施した。 

○ ALOS の性能を更に向上させた広域高分解能観測技術衛星の研究を行い、

直下視センサ軸外し大型鏡の設計を完了した。 

○ 防災等での利用に向け、超低高度軌道による新たな観測技術を獲得するた

めに進めている超低高度衛星技術試験機（SLATS）の研究を進め、主要なコ

ンポーネント等のフライトモデルを完成させた。また、目標精度（高度 250km

以下）を達成できる見込みを得た。 

○ 将来の災害監視・通信ミッションに向けたミッション機器等の研究及び小型実

証衛星 4 型（SDS-4）に搭載する、船舶自動識別装置（AIS）受信システム

（SPAISE）の軌道上技術実証を実施し、正常動作及び所要のデータ取得を

行った。 

（ｂ）陸域・海域観測衛星による災害状況把握の実施 

○ センチネルアジア、並びにイタリア宇宙機関（ASI）、ドイツ宇宙庁（DLR）との

機関間協力に基づき得られた衛星データをもとにマップ化プロダクトを作成

し、国土交通省及び農林水産省での活用に貢献した。 

 

○ ALOS-2 の防災分野における利用研究に向けた

準備を順調に進めるなど、諸目標への取組はおお

むね順調と評価できる。 

○ 機構の衛星は、地球上の災害多発地域やアジア

を広域的にカバーする衛星観測網の充実に貢献し

ている。また、機構は自らの衛星を活用して、セン

チネルアジアを主導しており、活発に国際活動を実

施している。 

○ 地方自治体や防災機関等と共同で行ってきた防

災実証実験において、今後の我が国における防災

に寄与することが期待される。特に、災害医療の実

証実験において、被災地医療に貢献できることな

どが検証できたことは評価できる。 

○ 超高速インターネット衛星（WINDS）の災害時を

想定した通信実験で、地上回線に比べ約 1/5 の伝

送時間短縮が可能であることを実証したことは評

価できる。 
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に、アジア各国・国際機関と共同で、アジ

ア・太平洋地域を中心とした災害関連情

報を共有するためのプラットフォームを整

備したか。 

○ 東日本大震災の被害状況把握等に貢献

した地球観測衛星や通信衛星について、

自治体等関係機関への本格的な貢献に

つながるよう、協力を行ったか。 

○ 防災利用を促進するために、関係機関及び地方自治体等のユーザと連携し

て、ALOS のアーカイブデータや航空機センサ等を使った防災利用実証実験

を実施し、水害の被害状況や土砂災害に関する情報を取得・評価し、

ALOS-2、広域高分解能観測技術衛星等の研究・開発中の衛星の利用研

究、利用促進に向けた取組を行った。 

○ 国際災害チャータの要請６件に対し、ALOS のアーカイブデータを提供し、海

外の災害対応で活用された。また、平成２４年度前期に幹事機関として国際

的な災害対応の推進を図った。 

○ アジア太平洋地域における衛星を活用した防災活動であるセンチネルアジア

を機構主導で推進し、アジア太平洋地域の災害情報の共有化をより一層進

めた。これまで７年間の活動の結果として、アジアの約半数の国・地域（25 ヶ

国・地域）が参加する国際的活動となった。（参加機関数は 88 機関（内 14国

際機関）） 

（ｃ） 通信衛星による災害通信実験等の実施 

○ センチネル・アジアの活動として、超高速インターネット衛星（WINDS）を用

い、大規模災害が発生した場合を想定した、災害状況に関する地球観測デ

ータを提供する通信実験を行い、地上回線では各国平均して 85 分以上の時

間を要するところ、WINDS では約 1/5 の 17 分での伝送が可能となり、被災

地状況の早期把握に貢献した。 

○ 国内では、地方自治体や防災機関等と共同で、実災害を想定した防災実証

実験を実施し、防災業務に WINDS 回線が適用可能であることを実証した。

特に、日本医師会、災害医療センターとの実証実験では、広域医療搬送等の

緊急災害医療や電子カルテ共有等で被災地医療に貢献できることを検証し、

徳島県総合防災訓練ではヘリコプターを使用して要員及びWINDS地球局機

材を輸送する等、実災害時の対応能力を向上させた。 

○ データ中継技術衛星（DRTS）について、後期利用段階においても安定した運

用を継続し、ミッション期間 7年を大きく上回る軌道上運用 10年を達成した。 

○ 地球観測衛星や通信衛星について、大規模災害時の国際協力に基づく緊

急観測、地方自治体等関係機関との防災利用実証を実施するとともに、東

日本大震災後の連携を発展させて地方自治体等との協定を締結し、連携・

支援体制の構築を行っている。また、ALOS のアーカイブデータや航空機セ

ンサを用い、ALOS-2 等の研究・開発中の衛星の防災分野等における利用

研究、利用促進に向けた準備を行っている。 
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【（中項目）1－1】 1.衛星による宇宙利用 

【（小項目）1－1－3】 (3)衛星測位プログラム 【評定】          Ｓ 

 【法人の達成すべき目標（計画）の概要】 

「地理空間情報活用推進基本法」（平成 19年法律第 63号）及び同法に基づいて策定される「地理空間情報活用推進基本計画」に

基づき、衛星測位システムの構築に不可欠な衛星測位技術の高度化を実現する。 

準天頂衛星システム計画の第一段階である、準天頂衛星初号機及び地上設備の開発については、総務省、経済産業省及び国土

交通省と共同で行い、同衛星の打上げを本中期目標期間中に行う。また、関係機関と連携し、全地球測位システム（GPS）の補完に

向けた技術実証及び次世代衛星測位システムの基盤技術の確立に向けた軌道上実験を行う。 

さらに、本プログラムの研究開発成果については、民間等による衛星測位技術の利用が推進されるよう、外部への公開及び民間

等に対する適切な情報の提供等を行う。 

H２０ H２１ H２２ H２３ 

Ａ Ａ Ａ S 

実績報告書等 参照箇所 

A-46 

【インプット指標】  

（中期目標期間） H20 H21 H22 H23 H24 

決算額（百万円） 7,124 8,839 7,837 1,288 1,243 

従事人員数（人） 約 20 約 20 約 60 約 10 約 10 
 

 

評価基準 実績 分析・評価 

（評価の視点） 

○ 準天頂衛星初号機「みちびき」等に係る

研究開発・運用を行ったか。 

○ 関係機関と連携し、全地球測位システム

（GPS）の補完に向けた技術実証及び次

世代衛星測位システムの基盤技術の確

立に向けた軌道上実験を行ったか。  

○ 本プログラムの研究開発成果について、

民間等による衛星測位技術の利用が推

進されるよう、外部への公開及び民間等

に対する適切な情報の提供等を行った

か。 

 

○ 準天頂衛星初号機「みちびき」が送信する測位信号の精度について、約 2 年

間継続的に GPS 全体の平均値を大きく上回り、近代化 GPS と同等の精度

（80cm（95%））を達成。 

○ 電子基準点に依存しない単独搬送波位相測位（PPP: Precise Point 

Positioning）について、目標精度を上回る精度を達成。 

○ PPP 等の精密測位を行う際に必要となる、測位衛星の軌道・クロックを高精

度に推定するツールとして、複数の衛星測位システム GNSS（「みちびき」の

ほか、米国GPS、欧州GALILEO、ロシアGLONASS等）に対応した軌道・ク

ロック推定ツール（MADOCA：Multi-GNSS Demonstration tool for Orbit 

and Clock offset Analysis）を開発。 

○ 精密測位の利用実験として、新たに 4件共同研究を実施。特に、農機自動制

御の実験では、機構が開発した単独搬送波位相測位（PPP）技術の活用によ

り、cm級の測位精度が求められるトラクターの自動制御を実現した。 

○ 新たな利用を開拓・推進するため、8件の共同実験（タイ、中国、韓国、マレー

シア、オーストラリア、台湾、日本）を実施するとともに、新たに 6 件の共同実

験を選定した。 

○ 「準天頂衛星システム」の性能、並びに「みちびき」の信号仕様を記載した「準

天頂衛星システムユーザインタフェース仕様書」(IS-QZSS)について、適宜改

○ 「みちびき」の運用を適切に行うなど、諸目標への

取組は順調と評価できる。特に、測位信号の精度

が GPS 全体の平均値を大きく上回り、近代化

GPS と同等の精度を達成したことは評価できる。 

○ 機構が開発した PPP技術が、目標を上回る精度

を達成し、自動車の安全支援システム、農機の自

動制御、津波検知など産業界での活用が期待され

る。 

〇 「みちびき」の運用状況をウェブサイトで公開し、

「みちびき」利用者へ情報を提供している。また、ユ

ーザインタフェース仕様書を公開することによって

民間企業による独自の受信機開発・市販につなが

っている。 

○ 要素技術としての開発は着実に進展しているが、

社会インフラ化するためには、コスト面が課題であ

る。 
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訂を加えて、公開した。 

○ 「みちびき」の運用状況、実験実施スケジュール、測位信号の精度、GPS 及

び「みちびき」の精密軌道暦等をウェブサイト（QZ-VISION）で公開し、「みち

びき」利用者へ情報を提供した。 

S評定の根拠（A評定との違い） 

【定量的根拠】 

中期目標である衛星測位の“衛星測位基盤技術の確立及び全球測位システム（GPS）の補完に係る技術実証”をエクストラサクセスも含め全て達成するとともに、当初計画にはなかっ

た高精度の単独搬送波位相測位（PPP）技術を開発し、目標を上回る成果を得た。 

【定量的根拠】 

• 打上げ後２年半で全ての技術実証の目標（エクストラサクセスを含む）を達成し、中期目標である“衛星測位基盤技術、GPS補完技術”を確立した。 

 GPSの精度を向上させる精密な補正信号である LEX信号を利用した、電子基準点に依存しない単独搬送波位相測位（PPP）について、目標精度（水平方向±30cm以

下、垂直方向±60cm 以下）を上回る精度（水平方向：20～25cm、垂直方向：30～40cm）を達成。海上や電子基準点のないアジア地域においても、これまでのメートル

級の精度に対して、１メートルを切る測位サービスを実現できる可能性を示した。これにより、農機の自動制御や自動車の安全運転支援での利用に向けた実験が可能と

なり、利用実験において、cm級の測位精度が求められるトラクターの自動制御を実現した。 

• エクストラサクセスを上回る成果として、PPP等の精密測位を行う際に必要となる、測位衛星の軌道・クロックを高精度に推定するツールとして、複数 GNSSに対応した軌道・クロ

ック推定ツール（MADOCA：Multi-GNSS Demonstration tool for Orbit and Clock offset Analysis）を開発した。 

 国際 GNSS事業（IGS：International GNSS Service）に参画する各機関の中で、欧州宇宙機関宇宙運用センターによる最も良い軌道・クロック推定精度（1.98cm）に対

して、今回機構の開発したツール（MADOCA）によって、欧州宇宙機関宇宙運用センターを超える最高の精度 1.81cm*を達成した。    *：GPS の後処理軌道推定精

度（RMS） 

 MADOCAで推定した軌道・クロックを用いた後処理 PPPの測位精度は、水平、垂直方向とも 10cm（RMS）以下を達成した。 

 MADOCAを利用した PPP技術を開発することで、海上や電子基準点のないアジア地域における利用可能性を実証した。 

 

【定性的根拠】 

• 機構が実施してきた「みちびき」技術実証の成果を活用して、内閣府により実用準天頂衛星システムの整備が開始されるともに、内閣府からの受託に基づき、仕様設定支援を行

い、準天頂衛星システムの整備に貢献した。 

• ユーザインタフェース仕様書を適切に維持管理し、公開したことで、民間企業が独自に開発を進め、タブレット等のコンシューマ向け「みちびき」対応受信機が一般に市販されるこ

ととなった。 
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【（中項目）1－1】 1.衛星による宇宙利用 

【（小項目）1－1－4】 (4)衛星の利用促進 【評定】          Ａ 

 【法人の達成すべき目標（計画）の概要】 

地球環境観測プログラム、災害監視・通信プログラム及び衛星測位プログラムの研究開発の成果を最大限活用し、より広く社会・

経済へ還元することを目的として、気象分野、農林水産分野、地理情報分野及び教育・医療分野等における国内外のユーザへのデ

ータの提供ないし通信手段の提供を行う。 また、関係機関等と連携した利用研究・実証を通じて、衛星及びデータの利用を一層促進

するとともに新たな利用の創出を目指す。 

H20 H21 H22 H23 

A A A A 

実績報告書等 参照箇所 

A-59 

【インプット指標】  

（中期目標期間） H20 H21 H22 H23 H24 

決算額（百万円） 3,518 3,692 3,415 3,410 3,753 

従事人員数（人） 約 50 約 60 約 20 約 20 約 30 
 

 

 

評価基準 実績 分析・評価 

（評価の視点） 

○ 地球環境観測プログラム、災害監視・通

信プログラム及び衛星測位プログラムの

研究開発の成果を最大限活用し、より広

く社会・経済へ還元することを目的とし

て、気象分野、農林水産分野、地理情報

分野及び教育・医療分野等における国内

外のユーザへのデータの提供ないし通

信手段の提供を行ったか。 

○ 関係機関等と連携した利用研究・実証を

通じて、衛星及びデータの利用を一層促

進するとともに新たな利用の創出を行っ

たか。 

 

 

○ 温室効果ガス観測技術衛星（GOSAT）、陸域観測技術衛星（ALOS）、地球

観測衛星（Aqua）／改良型高性能マイクロ波放射計（AMSR-E）、熱帯降雨

観測衛星（TRMM）／降雨レーダ（PR）、水循環変動観測衛星（GCOM-W）

等の地球観測データについて、気象分野、農林水産分野、地理情報分野、温

暖化分野等へのデータ提供を行うとともに、利用関係機関等と連携した利用

研究・実証を通じ、観測データの利用の拡大を行った。平成 24年度地球観測

データ提供実績は、6,516,237シーンとなり、昨年度より 195%増加した。 

○ 超高速インターネット衛星（WINDS）について、総務省がとりまとめる教育・医

療分野等の利用実験支援を９件実施した。また、民間等による実利用を目指

した実験の枠組み（社会化実験）を新たに構築し、32件の実験提案のうち６

件を採用し実験を開始した。離島等での通信利用実証、船舶からの通信実

験など、利用関係機関等と連携し衛星通信の利用の拡大を行った。 

○ 準天頂衛星システムを利用し、シームレス測位に関する実証実験として宇宙

オープンラボ共同研究を２件実施した。 

○ 技術試験衛星Ⅷ型（ETS-VIII）を後期利用に供し、情報通信研究機構、日立

造船株式会社、東京大学及び高知工業高等専門学校と津波計データ伝送の

共同実証実験や YRPユビキタス・ネットワーキング研究所と災害発生時のイ

ンフラ提供を実証した。 

○ 海洋と宇宙の連携の在り方について、海洋・宇宙連携委員会を開催し検討を

 

〇 各種地球観測衛星によるデータが広く提供され、

気象分野、農林水産分野、地理情報分野及び教

育・医療分野等での利用拡大につながるなど、諸

目標への取組はおおむね順調と評価できる。 

〇 また、実証実験などを通して、衛星利用の拡大を

促進している。例えば、ＡＬＯＳのデータを活用する

ことで、従来は困難であった、沿岸の藻場の面積

算出や分布の経年変化の把握が可能となったこと

などは高く評価できる。 

 

 



項目別－9 

行った。また次期海洋基本計画の策定に向けた検討に協力し、新たな海洋

基本計画に、海洋と宇宙の連携等の記述が盛り込まれた。 

○ 新たなミッションの検討を行い、外部有識者の意見を踏まえて、干渉型海面

高度計の技術検討を実施した。 
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【（中項目）1－2】 2.宇宙科学研究 

【（小項目）1－2－1】 (1)大学共同利用システムを基本とした学術研究 

【評定】          Ａ 【法人の達成すべき目標（計画）の概要】 

世界の宇宙科学研究の実施・振興の中核機関として、研究者の自主性の尊重、新たな重要学問分野の開拓等の学術研究の特性に

かんがみつつ、大学共同利用システムを基本として、人類の英知を深める世界的な研究成果を学術論文や学会発表等の場を通じて

提供していく。 

H２０ H２１ H２２ H２３ 

Ａ Ａ Ａ S 

B-1 

【インプット指標】  

（中期目標期間） H20 H21 H22 H23 H24 

決算額（百万円） 552 552 625 635 623 

従事人員数（人） 約 330 約 330 約 300 約 300 約 310 
 

 

評価基準 実績 分析・評価 

（評価の視点） 

以下の各分野に重点を置いて研究を推進し

たか 

○ 宇宙の大規模構造から惑星系に至る宇

宙の構造と成り立ちを解明するとともに、

暗黒物質・暗黒エネルギーを探求し、宇

宙の極限状態と非熱的エネルギー宇宙

を探る宇宙空間からの宇宙物理学及び

天文学 

○ 太陽系諸天体の構造、起源と進化、惑星

環境の変遷、これらを通じた宇宙の共通

な物理プロセス等を探るとともに、太陽系

惑星における生命発生、存続の可能性

及びその条件を解明する太陽系探査 

○ 生命科学分野における生命現象の普遍

的な原理の解明、物質科学及び凝縮系

科学分野における重力に起因する現象

の解明等を目指す宇宙環境利用 

○ 宇宙開発利用に新しい芽をもたらし、自

在な科学観測・探査活動を可能とするた

めの工学 

(a) 宇宙科学研究所の研究系を中心とした研究 

○ 宇宙物理学及び天文学について 以下の研究を推進し、成果を得た。 

(1) 宇宙物理学及び天文学 

  以下のとおり宇宙の極限状態を探る研究、宇宙の構造と進化に迫る研究

が進展した。 

 ①宇宙線陽子成分の起源に迫る論文が、国際的注目度の高い米科学誌

Scienceに掲載された（平成 25年 2月 15日）。 

 ②全天に広がる超軟 X線背景放射の一部が、太陽系内の惑星間空間起源

であることの直接的な証拠が、X線天文衛星「すざく」（ASTRO-EII）によ

る酸素輝線の長期時間変動の解析から得られた。この長期時間変動は、

太陽観測衛星「ひので」（SOLAR-B）が捉えた最近の太陽北半球の活動

の増加と相関している。 

 ③星の進化の研究として、赤外線天文衛星「あかり」（ASTRO-F）に加えて、

米国WISE衛星、米欧 IRAS衛星のデータにより、恒星進化末期の赤色

巨星から突発的質量放出現象（大量のガスや塵が短期間に宇宙空間に

放出される現象）が進行している様子を世界で初めてリアルタイムにとら

えた。 

 ④地上 VLBIの電波観測と Fermiガンマ線宇宙望遠鏡の高頻度観測によ

り、活動銀河核の巨大ブラックホールから噴き出る高エネルギー粒子の

生成場所がブラックホールごとに多様であることを、世界で初めて突き止

めた。 

 

○ 各分野の学術研究を適切に推進するなど、諸目標

への取組はおおむね順調と評価できる。特に、

Science や Nature への掲載論文数、高被引用論

文数などは高く評価できる。また、予算当たりの論文

数が NASA の２倍以上発表されており、効率性の高

さを表している。 

〇 宇宙物理学、天文学、太陽系科学については、未

解明の諸課題を学術的観点から探求し、新たな知見

をもたらすとともに、その成果がインパクトの高い学

術誌に数多く掲載されている。 

〇 生命科学、物質科学については、学術的観点から

の探求のみならず、重力に起因する現象の解明を通

した宇宙環境利用を拡大してきている。 

〇 個々の大学レベルでは実施が難しい研究課題に

対応できるような共同研究を可能とする大学共同利

用システムが機能しており、我が国全体としての宇

宙科学研究の推進に貢献している。 

○ 学術研究の魅力は次世代の人材涵養にもつなが

るため、引き続き、成果の積み上げを期待したい。特

に、「はやぶさ」が持ち帰った微粒子分析の成果をで
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(2) 太陽系探査 

 以下のとおり多様な成果を得て太陽系の起源等に関する新たな知見の扉を

開いた。 

 ①太陽系諸天体の構造や起源と進化等を探るという課題に関連して、小惑

星探査機「はやぶさ」が小惑星表面から持ち帰った微粒子の分析から、小

惑星表面における宇宙風化など物理化学過程の解明が進んだ。月周回

衛星「かぐや」の精密観測データはマグマオーシャンの組成を明らかにす

る等、月の初期進化状態を解明しつつあり、太陽系天体の初期進化の様

相を解明する大きな足掛かりとなっている。 

 ②惑星環境の変遷、宇宙に共通な物理プロセス等を探るという課題に関連

して、「ひので」による太陽極域のパッチ状の強磁場の高精度観測を継続

し、活動極大期に進行する極域磁場反転過程という太陽系宇宙環境を規

定する最も基本的な過程の様相を明らかにしつつある。一連の地球磁気

圏観測衛星での経験を活かした土星探査機「カッシーニ」のデータ解析か

ら、惑星周辺宇宙空間でのプラズマ・ガスのダイナミクスを示し、その結果

を用いて超新星残骸における宇宙線加速過程に関する仮説を提示した。 

(3) 宇宙環境利用 

①国際宇宙ステーション（ISS）による宇宙環境を利用した科学研究を通じ、

マランゴニ対流における振動流遷移条件の解明、ダストプラズマの粒子

温度を求める新手法の確立、細胞や初期胚、個体に及ぼす宇宙環境の

影響の確認などの研究を行った。 

②観測ロケット実験により、高品質半導体結晶成長に関する研究を行うな

ど、さまざまな実験機会を通じて物質科学、基礎科学や生命科学分野

等にて新たな知識を獲得した。 

③宇宙環境を極限環境の一類型としてとらえた宇宙生物学や、微小重力

環境をさまざまな重力環境のひとつのパラメタとしてとらえた物質科学な

ど、宇宙環境利用科学の周辺分野との融合による新たな学術分野の可

能性に取り組んだ。 

(4) 宇宙工学 

広範囲の宇宙開発利用の未来を拓くために、自在な科学観測や探査

活動の実現を目指し、宇宙飛翔体及び衛星探査機等に関する幅広い分

野において、自由な発想に基づいた独創性の高い研究を推進しており、

着実に成果を挙げている。ハイブリッドロケットや再使用高頻度ロケットに

よる新しい輸送システム、小型ソーラー電力セイル実証機「IKAROS」の

成果を生かしたソーラー電力セイル、火星飛行機や柔軟エアロシェル・自

きるだけ早く、国民に分かりやすい形で公表すること

が望まれる。 
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律ローバ・無人探査航空機を用いた新しい惑星探査ミッション、またそれ

を支える自律制御技術、耐放射線半導体デバイス技術、高速大容量通

信システム、宇宙発電技術などの研究開発で成果を挙げ、次世代のプロ

ジェクトの創出に大きく貢献している。 

○ 機構が新たに取り組む学術研究分野として有望又はそのために強化が必

要な分野である惑星科学、地球大気科学及び材料工学について、各専門家

の客員教員と日本が今後の惑星探査を有効に行うための条件とアプローチ

の検討、新たな地球大気観測手法の検討及び革新的軽量材料の実現を目

指した複合材料の検討を進めた。 

○ 国際協力・協働による海外研究機関との研究を進めるとともに、インターナ

ショナルトップヤングフェローシップの取組を着実に推進して研究活動及び研

究組織の一層の国際化を図った。具体的には以下のとおり。 

・諸外国の宇宙機関との間で 6件の協定等を締結。 

（イタリア宇宙機関１件、NASA２件、台湾成功大学１件、ロシア科学アカデミ

ー/ロシアアストロスペースセンター各１件） 

・インターナショナルトップヤングフェローシップ（ITYF）により着任したフェロ

ーは延べ 7名となり、英科学誌「Nature Physics」等を含む約 100編の論

文投稿を実施するとともに、海外の天文台や宇宙望遠鏡での観測提案が

採択されている。平成 24 年度は国際公募による応募者 55 名（27 か国）

の中から、選考の結果 1名の採用を決定した（平成 25年度着任予定）。 

○ 研究成果を国際的な学会、学術誌等に発表し、宇宙科学研究の実施・振興

に資する成果（以下）を挙げた。 

・査読付き学術誌掲載論文：欧文 294編、和文 24編（Science3編、Nature 

Geoscience2 編、Nature Physics1 編、Astrophysical Journal 46 編、

Astronomy & Astrophysics11編、他） 

・高被引用論文数が 2007年度と比べ約 2.7倍を達成。 

・国際会議での基調講演数 12件、招待講演数 55件 

・学術賞受賞：延べ13名（平成24年度科学技術分野の文部科学大臣表彰・

科学技術賞、日本燃焼学会論文賞、米国航空宇宙学会フェロー（AIAA 

Fellow）授与、他） 

(b)大学共同利用システムの運営 

○ 個々の大学等では実行困難な規模の研究事業を実施するため、全国の大

学その他の研究機関の研究者に研究資源やインフラ、共同研究などの研究

機会を提供する大学共同利用システムにより、宇宙科学研究を推進した。 
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【（中項目）1－2】 2.宇宙科学研究 

【（小項目）1－2－2】 (2)宇宙科学研究プロジェクト 

【評定】           Ａ 【法人の達成すべき目標（計画）の概要】 

宇宙空間からの宇宙物理学及び天文学、太陽系探査、宇宙環境利用並びに工学の各分野に重点を置きつつ、大学共同利用システ

ムによって選定されたプロジェクトを通じて、宇宙科学研究に必要な観測データを取得し、世界一級の研究成果の創出及びこれから

を担う新しい学問分野の開拓に貢献する。 

H２０ H２１ H２２ H２３ 

Ａ Ａ Ａ A 

実績報告書等 参照箇所 

B-10 

【インプット指標】  

（中期目標期間） H20 H21 H22 H23 H24 

決算額（百万円） 13,110 15,662 19,071 13237 17,507 

従事人員数（人） 約 330 約 330 約 300 約 300 約 310 
 

 

評価基準 実績 分析・評価 

（評価の視点） 

○ 学問的な展望に基づいて、 

（ａ）磁気圏観測衛星（EXOS-D） 

（ｂ）磁気圏尾部観測衛星（GEOTAIL）

（ｃ）Ｘ線天文衛星（ASTRO-EⅡ） 

（ｄ）小型高機能科学衛星（INDEX） 

（ｅ）赤外線天文衛星（ASTRO-F） 

（ｆ）太陽観測衛星（SOLAR-B） 

（ｇ）金星探査機（PLANET-C） 

（h）水星探査プロジェクト 

  （Bepi-Colombo） 

（i）次期Ｘ線天文衛星（ASTRO-H） 

（j）小型科学衛星（SPRINT）シリーズ 

及び将来の衛星・探査機・観測実験装置

に係る研究開発・運用を国際協力も活用

しつつ行ったか。 

○ 金星探査機（PLANET-C）については、

本中期目標期間中に打上げを行ったか。  

○ 多様なニーズに対応するため、国際宇宙

ステーション（ISS）搭載装置、観測ロケッ

 (a) 科学衛星の研究開発 

○ 科学衛星の運用に使用する地上局の後継局整備に向けた仕様検討を行

い、方針案を定めた。今後、この実現に向けて更なる検討を進める予定。 

○ 日欧共同の水星探査計画であるベピコロンボ（Bepi Colombo）計画の水星

磁気圏周回衛星（MMO）について計画どおりフライトモデルの総合試験を開

始。電機試験モデルを用いた ESA側モジュールとのインターフェース確認を

計画通り実施。 

○ 小型科学衛星（SPRINT）シリーズ１号機（惑星分光観測衛星（SPRINT-A））

の開発を進め、打上げ前の最終確認である「FM総合試験」を実施。２号機

（ジオスペース探査衛星（ERG））についてはプロジェクト立上げを行い開発を

開始した。 

○ 次期 X線天文衛星（ASTRO-H）について、熱ひずみ試験、ソーラー光後者

試験等を完了した。搭載機器のエンジニアリングモデルを使った試験ととも

に、搭載モデル（FM）の製造を開始した。 

○ 次期赤外線天文衛星（SPICA）について、ミッション成否に係る検討を進め、

試作・評価を含むフェーズへとリスク低減活動の段階を進めた。 

 

(b) 科学衛星による宇宙科学研究 

○ 磁気圏観測衛星（EXOS-D）について、放射線帯・プラズマ圏及び極域磁気

圏の粒子・磁場等の直接観測のデータを打上げ後 24年間連続的に取得し、

 

○ 多くの個別プロジェクトがほぼ計画どおり進んでお

り、また、運用中のプロジェクトは優れた科学的成果

を出すなど、諸目標への取組はおおむね順調と評価

できる。 

○ 宇宙物理学・天文学、太陽系科学、宇宙環境利用

科学、宇宙工学の学術研究分野で世界に誇り得る

成果を挙げている。 

〇 特に、磁気圏観測衛星（EXOS-D）及び磁気圏尾

部観測衛星（GEOTAIL）は想定以上の長期間にわ

たるデータ取得が続いたことは特筆に値する。また、

X 線天文衛星や太陽観測衛星の成果は高く評価で

きる。 

〇 金星探査機（PLANET-C）については、予定通りの

金星周回軌道投入には失敗したものの、次の投入

機会に向けた着実な運用が継続されており、また複

数の軌道制御計画案の検討も進んでいることから、

今後の展開に期待したい。一方で、技術・マネージメ

ントの両面で再発防止策が必要である。 

○ ASTRO-G 計画は中止となり、残念であるが、中止
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ト、大気球等の実験・観測手段を開発・運

用するとともに、より遠方の観測を可能と

する技術の確立等を目的として、太陽系

探査ミッション機会等を活用した宇宙飛

翔体の開発、飛行実証を行ったか。 

○ 取得データについては、宇宙科学データ

公開のための情報インフラ整備を引き続

き進め、人類共有の知的資産として広く

世界の研究者に無償で公開したか。 

 

 

 

 

 

地球放射線帯のプラズマ活動に関する長期変動の把握に貢献した。 

○磁気圏尾部観測衛星（GEOTAIL）について、地球周辺宇宙空間ガスの国際

共同観測網の中で観測を実施し、世界の研究者へ向けて観測データを公開

した。太陽活動周期（11 年）の一周期以上にわたる長期間観測により、磁気

圏尾部の状態が太陽活動度に応じてどのように変化するか等の研究に貢献

した。 

○ X線天文衛星（ASTRO-EII）について、米国のチャンドラ衛星、Fermi衛星と

の共同観測プロジェクトの実施により、ブラックホール、銀河団など宇宙の超

高温、極限状態の X線観測を行った。 

○ 赤外線天文衛星（ASTRO-F）について、遠赤外線天体カタログ初版（平成

21年度末に公開）にデータ処理ソフトウェアの改良等や処理結果の評価・検

証等を実施した。データ精度などプロダクト・クオリティを向上の上、平成 26年

度に一般公開予定。 

○ 小型高機能科学衛星（INDEX）「れいめい」について、多長波オーロラカメラ

による観測を実施した。さらに、衛星運用の人的な負担を軽減させる目的で

衛星運用の自動化システムを開発し、その実用化を達成した。 

○ 太陽観測衛星（SOLAR-B）について、世界の太陽科学コミュニティに開かれ

た天文台として、国内外の観測提案を受付け、世界第一級の成果を創出し

た。 

○ 金星探査機（PLANET-C）については、平成 22年 12月の金星周回軌道投

入失敗の原因調査、及び次の投入機会に向けた着実な運用を継続した。金

星周回軌道投入を行うための複数の軌道制御計画案の検討を進め、平成 27

年までに最終案をまとめる予定。 

 

(c)ISS搭載機器・小型飛翔体等の開発運用及び宇宙科学データの整備 

○ 国際宇宙ステーション（ISS）での宇宙環境を利用した科学研究活動として、 

１）流体科学テーマ、結晶成長科学テーマ、植物生理学等の多岐にわたる実験

用供試体の開発を実施し、及び各種宇宙環境利用実験を実施した 

２）日本実験棟（JEM）船外実験プラットフォーム搭載の全天 X 線監視装置

（MAXI）による科学観測の継続、MAXI 及び超伝導サブミリ波サウンダ

（SMILES）の観測データの処理・データ利用研究、選外実験プラットフォーム

搭載「地球超高層大気撮像観測（IMAP）」及び「スプライト及び雷放電の高速

測光撮像センサ（GLIMS）」の打上げ後の初期検証・科学観測を実施 

○ 国際研究協力によりロシア・ドイツの実験装置を利用した微笑重力実験を行

うなど、ISS他国モジュール利用による実験を実施した。 

判断したことは、プロジェクトマネージメントが働いた

と評価できる。 

〇 国際宇宙ステーション（ISS）関連では、各種宇宙

環境利用実験が実施されたほか、船外実験プラット

フォームを利用した科学観測が継続して実施されて

いる。 

〇 衛星テレメトリデータをデータベース化し、国内外

の研究者の利用に供している。 

○ 実利用もさることながら、国際的な評価を高めるの

は科学の分野での成果であり、長期的な発展の推

進力を生み出すのもこの分野であるため、引き続

き、研究振興と挑戦を期待したい。 
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○ ２機の観測ロケットの打上げを行い、実験・観測機会を提供するとともに、次

年度以降に打上げ予定の観測ロケットの設計・解析を実施した。平成２３年度

に新規開発した「統合型アビオニクス」についてインターフェイスの標準化及

び規格化の向上に向けた改修を実施し、新システムの健全性と有効性を実

証した。 

○ 再使用観測ロケットの早期実現に向けた技術課題の解決のため、技術実証

プロジェクトを進めた。 

○ 大学共同利用システムに基づき気球飛翔による理学観測実験１件、工学実

証実験１件を実施した。また、数十時間以上の長時間実験の実施検討を行

い、オーストラリアでの実施可能性の調査を開始した。 

○ 定常運用中の衛星テレメトリデータをデータベース化し、世界及び衛星関係

者に向けて公開し、科学衛星データを国内外の研究者の利用に供した。これ

らにより宇宙科学データの効率的な処理、並びに利用者へのデータ提供の利

便性が拡大した。 
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【（中項目）1－3】 3.宇宙探査 【評定】          Ａ 

 【法人の達成すべき目標（計画）の概要】 

人類の知的要求に応え、活動領域を拡大するとともに、国際的な影響力の維持・強化、我が国の宇宙開発技術のけん引、技術革

新の創出促進を目的として、国際協力を主軸とする月・惑星探査計画の策定及び国際協働による宇宙探査システムの検討を着実に

実施する。 

具体的には、（ａ）小惑星探査機（MUSES-C）、（ｂ）月周回衛星（SELENE）を運用し、月周回衛星（SELENE）後継機や小惑星探査

機（MUSES-C）後継機等の月、惑星、小惑星の探査機・観測実験装置に係る研究開発を行う。これらのうち、小惑星探査機

（MUSES-C）については、本中期目標期間中の地球への帰還に向け、所要の作業を行う。 

なお、取得データについては、宇宙科学研究等の発展に資するため、国内外に公開・配布するとともに、将来の月・惑星探査や宇

宙科学研究等の成果創出に有効に活用する。 

H２０ H２１ H２２ H２３ 

Ｓ Ｓ Ｓ A 

実績報告書等 参照箇所 

C-1 

【インプット指標】  

（中期目標期間） H20 H21 H22 H23 H24 

決算額（百万円） 1,593 1,688 2,345 3807 3536 

従事人員数（人） 約 80 約 60 約 30 約 40 約 40 
 

 

 

評価基準 実績 分析・評価 

（評価の視点） 

○ （ａ）小惑星探査機（MUSES-C） 

（ｂ）月周回衛星（SELENE） 

を運用し、月周回衛星（SELENE）後継

機や小惑星探査機（MUSES-C）後継機

等の月、惑星、小惑星の探査機・観測実

験装置に係る研究開発を行ったか。 

○ 取得データについて、宇宙科学研究等の

発展に資するため、国内外に公開・配布

するとともに、将来の月・惑星探査や宇

宙科学研究等の成果創出に有効に活用

したか。 

 

 

 

 

 

 

○ 小惑星探査機（MUSES-C（「はやぶさ」））のサンプル収納容器から約 170 個

の粒子を回収（累積個数約 430 個）。国際研究公募により平成 23 年度末まで

に提案された 31件の研究提案の中から、17件（日、英、仏、豪、米、独の 6か

国が主提案者）を選定し、試料（粒子 64個）を分配した。サンプル顕微鏡写真と

鉱物組成を推定するためのスペクトル情報等を記載したサンプルカタログを改

訂・公表し、世界中の研究者からのアクセスを可能とした（データベースの登録

数 260→430）。 

○ 月周回衛星「かぐや」（SELENE）の観測運用により得られたデータの解析を

実施し、世界最高水準の宇宙科学、探査技術等に関する研究成果を得た。 

○ 小型ソーラ電力セイル実証機（IKAROS）について、深宇宙での長期間にわた

るソーラーセイル宇宙航法技術を獲得した。 

○ 小惑星探査機後継（「はやぶさ２」）については、フライトモデルの製作試験フェ

ーズへ移行した。国際協力・分担として、ドイツ DLR の機器のはやぶさ２搭載

やNASA小惑星探査ミッションOSIRIS-Rexとの多角的協力の可能性検討の

ための取決めを締結した。 

○ 機構が国際宇宙探査協働グループ（ISECG）の座長務め、活動を主導し、「国

際宇宙探査ロードマップ第２版」の制定に向けて各国との議論の集約等を行

った。 

○ 宇宙探査による人類の知的資産形成への貢献

は、日本の国際的地位を高める上で極めて重要で

ある。国際的枠組みを活用しつつ、日本の独自性

を維持した宇宙探査の成果が順調に蓄積されるな

ど、諸目標への取組はおおむね順調と評価でき

る。 

〇 「はやぶさ」に関しては、サンプルを利用した研究

のフェーズに入り、国際研究公募を通した研究が

始まっている。その分析結果から宇宙形成の解明

につながる成果を期待する。 

〇 「はやぶさ２」では、フライトモデルの製作試験フェ

ーズに移っている。 

〇 「かぐや」、IKAROS については、それぞれ高い

水準の研究成果、ソーラーセイル宇宙航法技術の

獲得につながっている。 
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○ 月面着陸・探査ミッションに関しては、月周回衛星後継機について、機体や搭

載観測機器・実験機器の研究や検討を継続して実施した。 

○ 今後の月・惑星探査データの世界への普及を目的として、探査機の観測デー

タ、調査・検討・解析データ等のデータベース上のデータの更新、理学研究を

行った。具体的には、ユーザからのアクセス向上とデータ普及促進のために、

改善版データアーカイブシステム（開発は平成 23年度）の本格運用を開始。 
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【（中項目）1－4】 4.国際宇宙ステーション 

【（小項目）1－4－1】 (1)日本実験棟（ＪＥＭ）の運用・利用 【評定】           Ａ 

 【法人の達成すべき目標（計画）の概要】 

有人宇宙技術及び宇宙環境利用技術をはじめとする広範な技術の高度化の促進及び国際協力の推進を目的として、JEM の軌道

上実証と運用及び宇宙飛行士の搭乗を安全・確実に実施するとともに、将来有人宇宙活動を行う上で必要となる技術を実証し、その

蓄積を進める。 

また、ISS/JEM という新たな活動の場を活かし、幅広い利用による社会・経済への還元を目指して、ISS/JEM の利用環境を整備・

運用し、宇宙環境を利用するための技術の実証・蓄積を行うとともに、産学官等の多様なユーザと連携して、物理・化学や生命現象

における新たな発見、産業への応用、文化・芸術における利用の拡大、アジア等との国際協力の拡大につながる利用を促進する。 

H２０ H２１ H２２ H２３ 

Ｓ Ｓ Ｓ A 

実績報告書等 参照箇所 

D-1 

【インプット指標】  

（中期目標期間） H20 H21 H22 H23 H24 

決算額（百万円） 16,964 15,371 15,310 14,993 14,385 

従事人員数（人） 約 180 約 170 約 170 約 180 約 180 
 

 

評価基準 実績 分析・評価 

（評価の視点） 

○ 有人宇宙技術及び宇宙環境利用技術を

はじめとする広範な技術の高度化の促

進及び国際協力の推進を目的として、

JEM の軌道上実証と運用及び宇宙飛行

士の搭乗を安全・確実に実施するととも

に、将来有人宇宙活動を行う上で必要と

なる技術を実証し、その蓄積を進めた

か。 

○ ISS/JEM という新たな活動の場を活か

し、幅広い利用による社会・経済への還

元を目指して、ISS/JEMの利用環境を整

備・運用し、宇宙環境を利用するための

技術の実証・蓄積を行うとともに、産学官

等の多様なユーザと連携して、物理・化

学や生命現象における新たな発見、産業

への応用、文化・芸術における利用の拡

大、アジア等との国際協力の拡大につな

がる利用を促進したか。 

(a) JEMの運用 

○ 日本実験棟（JEM）の保全補給を含む軌道上運用継続による技術蓄積及び

ISS/JEM の利用環境の提供とともに、国際宇宙ステーション（ISS）から宇宙飛

行士の船外活動なしで簡易に超小型衛星を最大６個放出できる世界唯一のシ

ステムを開発実証するなど、新たな JEM 利用創出につながる技術の実証・蓄

積を実施した。 

○ 平成２４年７月から１１月まで星出宇宙飛行士が ISS に長期滞在し、任務を完

遂した。また、今後 ISS長期滞在が決まっている若田、油井両宇宙飛行士に対

する訓練及び健康管理を実施した。なお、日本人宇宙飛行士の ISS での船外

活動時間は計約 41時間となり、米露に次ぐ世界第 3位に上昇した。 

○ 日本人及び国際パートナーの ISS 宇宙飛行士 26 人（NASA、ロシア、欧州、

カナダ、機構）に対して、JEM 及び HTV システムの運用訓練及び実験装置運

用訓練を実施した。JEM 訓練インストラクタの技術の高さは国際的に評価され

ており、NASA/ESA の要請を受け、搭乗が決定していない宇宙飛行士３任へ

の追加訓練を実施した。 

○ 2016 年以降の ISS 運用継続を受け、JEM 運用計画への対応を行った。

（JEM/HTV運用体制の統合・合理化等） 

 

 

 

〇 ＩＳＳから簡易に超小型衛星を最大６個放出でき

るシステムを開発実証し、新たな JEM 利用創出に

つながる技術を実証した。また、船外活動時間の

世界第 3位の達成、全天X線監視装置による極超

新星爆発痕跡発見等、ＪＥＭを利用したミッションを

期待どおり達成するなど、諸目標への取組は順調

と評価できる。 

〇 多様なユーザと連携した幅広い分野での JEM利

用を促進し、科学研究分野、産業や社会課題への

応用分野、技術開発分野等で成果が出始めてい

る。また、JEM の安全性技術などは、他の産業に

も役立つ技術であるため、社会還元も視野に入れ

るべきである。さらに、実験装置や研究成果などの

情報を積極的に発信し、ＩＳＳ利用の理解の増進に

努めている。 

○ 骨粗鬆症治療薬の研究開発着手やタンパク質結

晶成長技術の高度化なども進んだが、世界が感嘆

するほどの目覚ましい成果のオンパレードとはなら
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○ 国際宇宙ステーション計画について、そ

の役割と科学的成果について、国民の理

解を得られるよう発信したか。 

 

 

 

(b) JEMの利用 

○ JEM の利用を通じた宇宙環境利用技術の実証・蓄積を実施した。（タンパク質

結晶生成技術、水棲生物長期飼育技術） 

○ ISSの不具合等に柔軟に対応しつつ JEM 利用実験の準備、軌道上実験を実

施した。 

○ JEM船内・船外搭載実験装置の開発及び初期検証を実施した。 

○ 重点的に実施すべき領域である生命科学分野、宇宙医学分野、物質物理化

学分野の研究テーマ３件を選定するなど、ISS運用継続を受けた中長期的な利

用シナリオに基づく実験内容・実施時期等を規程した利用計画の立案・設定を

実施した。 

○ 理化学研究所、東京大学など、55 にも及ぶ多様なユーザと連携し、幅広い分

野の利用の促進と成果を創出した。（科学研究分野、産業や社会課題への応

用分野、技術開発分野等） 

○ ISS 唯一のアジア参加国としての強みを活かし、JEM 利用送出を目指す国際

協力枠組みの設置、マレーシアとのタンパク質結晶生成実験の継続実施など、

アジア諸国との国際協力による利用促進を実施した。 

○ ISS計画における我が国の役割については、ISSに長期滞在した宇宙飛行士

の帰国報告などの集客の高い機会をとらえ、ISS 計画の意義について積極的

に発信している。また、ISS／「きぼう」の利用・研究で得られた科学的・技術的

成果については、「きぼう利用成果シンポジウム」や「宇宙医学生物学研究ワ

ークショップ」などとして一般の方が参加しやすいシンポジウムを継続的に開催

している。その他、実験のねらいや成果、実験装置の利用機会などを視覚的に

分かりやすく解説する CG 等を用いたプレス向け説明会や、利用成果を分かり

やすくまとめた成果レポートの発行などを進めている。また、ISS からの中継も

含めた TV特番や、シンポジウムのインターネット中継など、ソーシャルネットワ

ークと連携し、多様化する世代毎の生活パターンに応じた情報の発信を図って

いる。 

 

なかった。かかるコストも膨大であるため、費用対

効果を高めることが今後の課題である。 
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【（中項目）1－4】 4.国際宇宙ステーション 

【（小項目）1－4－2】 (2)宇宙ステーション補給機（HTV）の開発・運用 【評定】           Ａ 

 【法人の達成すべき目標（計画）の概要】 

「第 3 期科学技術基本計画」における国家基幹技術「宇宙輸送システム」の構成技術である宇宙ステーション補給機（HTV）につい

て、ISS 共通システム運用経費の我が国の分担義務に相応する物資及び JEM 運用・利用に必要な物資を輸送・補給するとともに、

将来の軌道間輸送や有人システムに関する基盤技術の修得を目的として、開発、実証及び運用を行う。 

H２０ H２１ H２２ H２３ 

Ａ Ｓ Ｓ A 

実績報告書等 参照箇所 

D-20 

【インプット指標】  

（中期目標期間） H20 H21 H22 H23 H24 

決算額（百万円） 21,548 24,829 25,127 19,834 24,434 

従事人員数（人） 約 40 約 40 約 60 約 60 約 50 
 

 

 

評価基準 実績 分析・評価 

（評価の視点） 

○ 宇宙ステーション補給機（HTV）につい

て、ISS共通システム運用経費の我が国の

分担義務に相応する物資及び JEM 運用・

利用に必要な物資を輸送・補給したか。 

○ 将来の軌道間輸送や有人システムに関

する基盤技術の修得を目的として、開発、

実証及び運用を行ったか。 

○ HTV3号機の打上げ及び運用を計画どおり実施した。 

○ ISS 計画で合意した打上げスケジュールに合わせて、HTV4 号機の製作を

完了し、射場作業に着手。HTV5号機以降の機体の製作及び打上げ用 H-IIB

ロケットの準備並びに物資の搭載に向けた調整を実施した。 

○ 将来の軌道間輸送や有人システムに関する基盤技術の修得を目的として、

運用コスト低減を目指した新形態回収機能付加型HTV-R及び従来の与圧部

置換型 HTV-R の低コスト化について概念検討を実施し、技術的な実現性の

目処を得た。 

 

○ ＨＴＶがＩＳＳへの物資輸送で不可欠の存在になると

ともに、将来の日本の軌道間輸送や有人システム開

発への可能性を明確に示す画期的な成果を挙げる

など、諸目標への取組は順調と評価できる。また、リ

エントリー時を活用して再突入のためのデータ取得

を行うなど、積極的な取組を行っていることは評価で

きる。 

○ 打上げの搭載量向上や、リードタイムの短縮、運用

体制要員の削減など、利便性の向上・経費の削減に

取り組んでいる。また、計画通りに順調に開発、打上

げ、運用ができており、技術として安定したものとな

っている。HTV3 号機の打上げ・運用が計画通り実

施されたほか、HTV４，５号機についても打上げに向

けた準備が順調に進んでいる。 

〇 工学的に優れたシステムであり、我が国のものづく

り分野をけん引するものとして高く評価する。 

○ 大型輸送が可能というメリットは事実であるが、ス

ペース X社など民間に打ち勝つコストとなっているか

定量的な検証が必要である。コストが膨大であるた

め費用対効果を高めることが今後の課題である。 



項目別－21 

 

【（中項目）1－5】 5.宇宙輸送 

【（小項目）1－5－1】 (1)基幹ロケットの維持・発展 【評定】           Ａ 

 【法人の達成すべき目標（計画）の概要】 

基幹ロケット（Ｈ－ⅡＡロケット及びＨ－ⅡＢロケット）については、「第３期科学技術基本計画」における国家基幹技術「宇宙輸送シ

ステム」を構成する技術であることを踏まえ、信頼性の向上を核としたシステムの改善・高度化を実施する。また、Ｈ－ⅡＢロケットに

ついては官民共同で開発を行い、宇宙ステーション補給機（HTV）の打上げ等に供する。さらに、国として自律性確保に必要な将来を

見据えたキー技術（液体ロケットエンジン、大型固体ロケット及び誘導制御システム）を維持・発展させる研究開発を行うとともに、自

律性確保に不可欠な機器・部品、打上げ関連施設・設備等の基盤の維持・向上を行う。以上により、我が国の基幹ロケットについて、

20 機以上の打上げ実績において打上げ成功率 90％以上を実現する。 

H２０ H２１ H２２ H２３ 

Ａ Ｓ Ｓ S 

実績報告書等 参照箇所 

E-1 

【インプット指標】  

（中期目標期間） H20 H21 H22 H23 H24 

決算額（百万円） 25,995 25,765 19,001 21,764 18,905 

従事人員数（人） 約 250 約 250 約 240 約 240 約 230 
 

 

評価基準 実績 分析・評価 

（評価の視点） 

○ Ｈ－ⅡＢロケットについて、開発を行い、

宇宙ステーション補給機（HTV）の打上げ

等に供したか。 

○ 国として自律性確保に必要な将来を見据

えたキー技術（液体ロケットエンジン、大

型固体ロケット及び誘導制御システム）を

維持・発展させる研究開発を行うととも

に、自律性確保に不可欠な機器・部品、

打上げ関連施設・設備等の基盤の維持・

向上を行ったか。 

○ 我が国の基幹ロケットについて、20 機以

上の打上げ実績において打上げ成功率

90％以上を実現したか。 

○ 基幹ロケットについて、コスト低減等、国

際競争力向上のための取組を進めた

か。（昨年度の指摘）  

（１）基幹ロケットの維持・発展 

○ 基幹ロケット（H-IIAロケット及びH-IIBロケット）について、部品枯渇に伴うアビ

オ二クス機器等の再開発を完了し、H-IIBロケット 3号機にて飛行実証を実施し

た。H-IIA ロケットについては、国内初の商業衛星（韓国衛星 Kompsat-3）の打

上げを含む２機の打上げを成功。H-IIB ロケットについては 3 号機をオンタイム

での打上げを成功させ、4号機からの打上げの民間移管（打上げ輸送サービス

への移行）を達成した。H-IIA及びH-IIBロケットの通算打上げ成功率は96％に

達した。 

○ 基幹ロケットの自律性の確保とともに、国際競争力を強化し、かつ惑星探査ミ

ッション等の打上げに、より柔軟に対応することを目的とし基幹ロケットの高度

化プロジェクトの試作試験及び詳細設計を実施。 

○ 今後 20年を想定した衛星需要及び有人化などに柔軟に対応する次期基幹ロ

ケットの構想を検討・立案し、文部科学省の推進方策として取りまとめられた。

さらに、要素技術やサブシステム等の研究開発、さらに将来輸送系に向けた再

使用輸送システムに必須となる宇宙輸送システムの共通基盤技術、要素技術

等の研究開発を行った。 

○ 打上げ関連施設・設備については、効率的な維持・老朽化更新及び運用性改

善を行い、維持費の削減も達成した。 

 

○ 平成 24 年度中に行われた H-IIA ロケット２機、

H-IIB ロケット１機の全３機の打上げをオンタイムで

成功させ、高い完成度を実証するなど、諸目標へ

の取組は順調と評価できる。また、H-IIB ロケットに

ついては、4 号機からの打上げの民間移管（打上

げ輸送サービスへの移行）を達成した。 

○ 優れた技術の継承のためにも、新型基幹ロケット

の検討が必要である。 

 



項目別－22 

 

【（中項目）1－5】 5.宇宙輸送 

【（小項目）1－5－2】 (2)ＬＮＧ推進系 【評定】          Ａ 

 【法人の達成すべき目標（計画）の概要】 

「GX ロケット及び LNG 推進系に係る対応について（平成 21 年 12 月 16 日内閣官房長官、宇宙開発担当大臣、文部科学大臣、

経済産業大臣）」に基づき、これまでの研究開発の成果を活用しつつ、液化天然ガス（LNG）推進系に係る技術の完成に向け、高性

能化・高信頼性化などの基礎的・基盤的な研究開発を推進する。 

H２０ H２１ H２２ H２３ 

Ｂ Ｂ Ｂ A 

実績報告書等 参照箇所 

E-11 

【インプット指標】 

（中期目標期間） H20 H21 H22 H23 H24 

決算額（百万円） 5,600 10,700 2,950 500 430 

従事人員数（人） 約 10 約 10 約 10 約 10 約 10 
 

 

 

評価基準 実績 分析・評価 

（評価の視点） 

○ 平成 21 年 12 月 16 日の「GX ロケット及

び LNG 推進系に係る対応について」に基

づき、液化天然ガス推進系に係る技術の

完成に向けた基礎的・基盤的な研究開発

を推進したか。 

 

 

 

○ 液化天然ガス（LNG）推進系について、これまでに得られた技術開発成果をも

とに固体ロケットとの組み合わせ形態や軌道間輸送機への適用に関して技術

的実現性等の検討を実施した。 

○ 設計技術の向上のため、小型高圧エンジンを設計し、安定して高い燃焼性能

を有するエンジン噴射機が設計できることを実証し、今後取り組むべき技術テ

ーマを識別した。 

○ サブスケールエンジン燃焼試験等により、燃焼特性や伝熱特性等に関する現

象・メカニズムの解明、解析技術・予測精度の向上及び基礎データの拡充を実

施した。 

○ 平成２４年７月の宇宙開発委員会に、平成２２年度以降の研究開発成果ととも

に今後の研究開発の方向性について報告した。 

 

〇 液化天然ガス推進系に係る技術の完成に向けた

基礎的・基盤的な研究開発の一環として、固体ロ

ケットとの組み合わせ形態や軌道間輸送機への適

用に関して技術的実現性等の検討を実施したほ

か、燃焼特性や伝熱特性等に関する基礎データを

拡充するなど、諸目標への取組はおおむね順調と

評価できる。。 

○ 平成 22 年度に中期計画・目標を変更し、高性能

化・高信頼性化など基盤的な研究開発に取り組ん

できた。これまで投入したリソースを有効利用する

ため、成果と課題を明確に整理し活用すべきであ

る。 

○ 新エンジンの研究開発技術の継承という点でもＬ

ＮＧエンジンの開発の意義はあろうが、今後の適用

が課題である。成果をどのような形で使うかを明確

な形で示さないと国民の理解と支持が得難いた

め、更なる広報が必要である。 

 

 



項目別－23 

 

【（中項目）1－5】 5.宇宙輸送 

【（小項目）1－5－3】 (3)固体ロケットシステム技術の維持・発展 【評定】           Ａ 

 【法人の達成すべき目標（計画）の概要】 

我が国が独自に培ってきた固体ロケットシステム技術及び基幹ロケットの開発・運用を通じて得た知見を継承・発展させるととも

に、新たな技術の適用や基幹ロケットとの技術基盤の共通化等により、小型衛星の打上げに柔軟かつ効率的に対応できる、低コスト

かつ革新的な運用性を有する次期固体ロケットの研究開発を行う。 

H２０ H２１ H２２ H２３ 

Ａ Ａ Ａ A 

実績報告書等 参照箇所 

E-14 

【インプット指標】  

（中期目標期間） H20 H21 H22 H23 H24 

決算額（百万円） 214 214 2,000 3,790 5,610 

従事人員数（人） 約 10 約 10 約 10 約 10 約 10 
 

 

評価基準 実績 分析・評価 

（評価の視点） 

○ 我が国が独自に培ってきた固体ロケット

システム技術及び基幹ロケットの開発・運

用を通じて得た知見を継承・発展させるとと

もに、新たな技術の適用や基幹ロケットと

の技術基盤の共通化等により、小型衛星

の打上げに柔軟かつ効率的に対応でき

る、低コストかつ革新的な運用性を有する

次期固体ロケットの研究開発を行ったか。 

 

 

○ 低コストかつ革新的な運用を可能とするイプシロンロケットについて、詳細設

計を完了し、維持設計へと移行した。 

○ 試験機の製作及び打上関連設備の整備が着実に進め、平成２５年度打上げ

に向けて計画どおり開発を進めた。 

 

ノズル伸展試験 ３段ノズル及び２段ノズルの伸展試験を実施し、その結

果をノズル設計に反映した。 

モータケース試

作試験 

３段モータケース及び２段モータケースの試作試験を実

施し、その結果を構造設計に反映した。 

構造体試作試験 衛星分離部振動試験、第３段機器搭載構造音響・振動

試験、ＰＢＳ分離アダプタ試験、フェアリング強度試験を

実施した。その結果を各構造体の設計に反映した。 

アビオニクス試作

試験 

基幹ロケットと基盤技術を共通化した搭載計算機と計測

通信機器及びイプシロンで新規開発の即応型支援装置

と発射管制システム単体試験とそれらを組み合わせた

試験（電気系噛み合わせ試験、モーションテーブル試験

等）を実施し、その結果をアビオニクス機器及びシステム

の設計に反映した。 

○ イプシロンロケット試験機の製作及び打上げ関連

設備の整備を行い、平成 25 年度打上げに向けて

計画通り進捗するなど、諸目標への取組はおおむ

ね順調と評価できる。 

○ 低コストで革新的な運用性を備えた次期固体・イ

プシロンロケットの研究開発は、平成 24 年度にお

いても順調に進んだと推量される。今夏の発打上

げ成功を期待したい。 

○ Ｈ２５年度の打上げ成功が必須であるが、低コス

ト化が今後の課題である。競合ロケットの動向を先

読みしつつ、コスト目標を設定すべきである。 
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姿勢制御系試作

試験 

推力方向制御装置（ＴＶＣ）のシステム試験を実施し、そ

の結果をＴＶＣの設計に反映した。 

試験機の製作 平成２５年度打上げに向けて、着実に製作を実施した。 

打上げ関連施設

設備現地工事 

要求及びそれを満たす設計に基づき、施設設備の現地

工事に着手した。 
 

 



項目別－25 

 

【（中項目）1－6】 6.航空科学技術 【評定】           Ｓ 

 【法人の達成すべき目標（計画）の概要】 

今後の航空需要の増大及びニーズの多様化に向けた航空機の安全性及び環境適合性の向上等、社会からの要請を踏まえた政

策的課題の解決を目指して、「第 3 期科学技術基本計画」における戦略重点科学技術を中心とした先端的・基盤的な航空科学技術

の研究開発を進める。 

具体的には、航空機／航空エンジンの高度化に資する研究開発として、国産旅客機高性能化／クリーンエンジンに係る高付加価

値・差別化技術の研究開発、ソニックブーム低減技術等の飛行実証を目的とした静粛超音速研究機の研究開発を重点的に推進す

る。 

また、航空輸送の安全及び航空利用の拡大を支える研究開発として、次世代運航システム技術、ヒューマンエラー防止技術及び

乱気流検知技術より成る全天候・高密度運航技術の研究開発を重点的に推進するとともに、ヘリコプタの騒音低減技術、無人機を用

いた災害情報収集システム等の研究開発を行う。 

これらの研究開発によって得られた成果について、産業界等における利用の促進を図り、民間に対し技術移転を行うことが可能な

レベルに達した研究開発課題については順次廃止する。さらに、公正中立な立場から航空分野における技術の標準化、基準の高度

化、不安全事象の解明等に貢献するため、上記の研究開発活動の一環として、関係機関との連携の下、国際技術基準の提案、型式

証明の技術基準策定及び認証に係る支援、航空事故調査等に係る支援等の役割を積極的に果たす。 

H２０ H２１ H２２ H２３ 

Ａ Ａ Ａ A 

実績報告書等 参照箇所 

F-1 

【インプット指標】  

（中期目標期間） H20 H21 H22 H23 H24 

決算額（百万円） 2,509 2,688 2,626 2,758 3,248 

従事人員数（人） 約 120 約 110 約 80 約 80 約 90 
 

 

 

評価基準 実績 分析・評価 

（評価の視点） 

○ 航空機／航空エンジンの高度化に資す

る研究開発として、国産旅客機高性能化

／クリーンエンジンに係る高付加価値・

差別化技術の研究開発、ソニックブーム

低減技術等の飛行実証を目的とした静

粛超音速研究機の研究開発を重点的に

推進したか。 

○ 今後の航空需要の増大及びニーズの多

様化に向けた航空機の安全性及び環境

適合性の向上等、社会からの要請を踏

まえた政策的課題の解決を目指して、

「第 3 期科学技術基本計画」における戦

（１）航空機及び航空エンジンの高度化に資する研究開発 

○ 国産旅客機高性能化に係る高付加価値・差別化技術の研究として、民間企業

との共同研究により、空力高性能化・低騒音化技術、構造安全技術、操縦シス

テム評価技術及び飛行試験技術の研究開発及び実証を進め、地上試験、飛行

試験等を実施し成果を得た。また、ジェット飛行実験機等を用い、飛行試験技術

の研究開発や各種飛行実証試験の実施等の技術的支援を実施。さらに、１０

年後の実現を目指した機体概念の検討を行い技術別に性能向上目標値を設

定した。 

○ 環境適応エンジン技術の研究として、低 NOx 燃焼器技術、騒音低減化技術、

低 CO2 化技術及び計算流体力学（CFD）によるエンジン評価の研究開発を計

画通り行った。また、低 CO2 化技術として、改良ファンの運転試験を行い技術

実証を行った。 

○ 静粛超音速機技術として、小型超音速旅客機への適用に向けてソニックブー

 

〇 航空機及び航空エンジンの高度化に資する研究

開発では、国産旅客機高性能化に係る高付加価

値・差別化技術に関する民間企業との共同研究に

より、目標を超える実績を得ている。その他の技術

開発も計画通り実施されるなど、諸目標への取組

は順調と評価できる。 

〇 航空輸送の安全及び航空利用の拡大を支える研

究開発では、次世代運航システム（DREAMS）の

研究開発で計画より２年早く目標達成を実現した

ほか、その他の研究開発も計画どおり実施されて

いる。 

○ 環境適応エンジン技術の研究である低NOx燃焼
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略重点科学技術を中心とした先端的・基

盤的な航空科学技術の研究開発を進め

たか。 

○ 航空輸送の安全及び航空利用の拡大を

支える研究開発として、次世代運航シス

テム技術、ヒューマンエラー防止技術及

び乱気流検知技術より成る全天候・高密

度運航技術の研究開発を重点的に推進

するとともに、ヘリコプタの騒音低減技

術、無人機を用いた災害情報収集システ

ム等の研究開発を行ったか。 

○ 研究開発によって得られた成果につい

て、産業界等における利用の促進を図

り、民間に対し技術移転を行うことが可

能なレベルに達した研究開発課題につい

ては順次廃止したか。 

○ 公正中立な立場から航空分野における

技術の標準化、基準の高度化、不安全

事象の解明等に貢献するため、上記の

研究開発活動の一環として、関係機関と

の連携の下、国際技術基準の提案、型

式証明の技術基準策定及び認証に係る

支援、航空事故調査等に係る支援等の

役割を積極的に果たしたか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ム低減技術、抵抗低減技術、軽量化技術の研究を行った。また、国際民間航空

機関（ICAO）の航空環境保全委員会からの要請に基づき、ソニックブーム国際

基準策定の検討に引き続き参画するとともに、NASA との共同研究成果を

ICAOのタスクグループに報告し、ソニックブーム環境基準策的に向けた検討に

貢献した 

○ 低ソニックブーム設計概念実証（D-SEND）計画の第 2 段（D-SEND#2）に向

けた準備活動を計画通り実施した。 

 

（２）航空輸送の安全及び航空利用の拡大を支える研究開発 

○ 次世代運航システム（DREAMS）の研究開発について、国土交通省航空局の

長期ビジョンCARATSロードマップ等と連携を取りつつ、気象、低騒音、衛星航

法、飛行軌道制御、防災・小型機の各分野における研究開発を実施。特に、全

天候・高密度運航技術の開発については重点的に実施し、計画よりも２年早く

フルサクセスを達成した。 

○ ヒューマンエラー防止技術の研究開発において、運航事業者等のニーズに基

づき既存ツールを改良し提供した。運航事業者との協力により、運航手順解析

ツールの検証データを作成し、当該ツールによるパイロット行動の再構築が可

能であることを確認した。 

○ 乱気流検知技術の研究開発について、全天候下での安全運行に貢献する成

果を得た。また、航空機製造メーカとの共同研究により実証システムの仕様を

確定した。 

○ ヘリコプタ騒音低減技術の研究開発について、CFD解析及び構成要素を使っ

た風洞試験により目標の騒音低減を確認した。 

○ 無人機を用いた災害情報収集システムについて、その有用性の確認のため

の実証実験を実施し、成果の最終取りまとめを実施した。また、小型無人飛行

船システムについては、技術移転可能なレベルに達したため既に 23 年度に事

業を廃止しており、24年度より民間技術研究組合に技術移転を開始した。 

○ 公的な機関の要請に基づく航空事故等の調査に関連する協力、ICAOが実施

中の国際技術基準、特に航空環境基準策定作業への参加及び提案、国土交

通省航空局が実施中の型式証明についての技術基準策定等に対する技術支

援を積極的に行った。 

器技術、低 CO2 化技術や乱気流検知技術におい

て世界トップレベルの成果を達成したことは、高く

評価できる。研究成果にとどまらず、民間への活用

を期待する。 

〇 限られた予算で様々な取組を実施していることは

評価できるが、テーマを絞ることで予算を集中さ

せ、競争力の更なる向上を図ることも必要ではな

いか。 

S評定の根拠（A評定との違い） 
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航空機及び航空エンジンの高度化に資する研究開発、航空輸送の安全及び航空利用の拡大を支える研究開発を進め、年度計画の項目を全て達成しただけでなく、複数の研究課題で

目標を上回る顕著な成果を上げた。 

 

【定量的根拠】 

• 環境適応エンジン技術の研究では、燃料ノズルの新しい微粒化方式と排気制御の組み合わせにより独自の低 NOx 燃焼器技術を開発し、中期計画における目標を上回る

ICAO-CAEP/4 NOx基準の 82.2%減を達成。80%を越える削減は世界最高水準であり、計画中の国際共同開発エンジンの燃焼器候補の一つとして国内メーカが提案しており、

既に評価が進められている。 

• 同研究において、低 CO2 化技術の目安となる巡航 SFC(燃料消費率)が「ベースエンジン比-17.1%」となることを確認し、当初目標値の-15%を 2%上回った。これは世界水準に

対しリードタイム約 2年の更なる上積み(1年に約 1%減が世界の技術トレンド)。 

• 次世代運航システムの研究開発において、低層風擾乱の影響を定量化して運航障害の発生を予測し、着陸可否のパイロット判断をサポートする運航支援システムを世界で初め

て開発。運航障害事例を多数観測できたことにより手法の完成度を高めることができ、フルサクセス目標の一つ(運航会社による評価を実施し有効性を確認すること)を 2 年前倒

しで達成。成田空港における実運用データを用いた解析を開始するなど、気象庁と実用化に向けた共同研究を実施中。 

• 災害救援航空機情報共有ネットワーク(D-NET)について、地上との情報伝達内容を高度化することにより、災害発見から任務情報伝達までの時間を従来の運航管理と比較して

70%短縮できる効果を総合防災訓練及び近畿ブロック合同訓練で実証。任務に対する無駄時間削減目標 50%(東日本大震災での運航実績データに対して)を大きく上回る 65%

削減を実現し、任務達成効率の 83%向上をシミュレーションにより確認。これにより防災関連機関の高い評価を得て(総務省消防庁と神戸市消防局によるプレスリリースあり)、シ

ステムの一部である飛行中に災害情報をデータ化して送信する機能について、当初予定より早く民間へ技術移転し、平成 24 年度内に実用化。本機能についてはエクストラサク

セス目標である実利用開始を達成。 

• 乱気流検知技術の研究開発では、開発したライダーの性能が「観測レンジ 9km以上」という目標を上回ることを確認。本技術により、乱気流を突入の約 40秒前に予測でき、乱気

流由来の事故の 70%削減を目標とする「乱気流事故防止システム」の実用化に向けたプロジェクト提案が可能となった。ボーイング機への搭載も視野に入れ、実用化に向けた共

同研究をボーイングと実施中。 

 

【定性的根拠】 

• 環境適応エンジン技術の研究では、上記 NOｘ性能達成に貢献した燃料ノズルの微粒化方式について、米国特許取得済・日本国特許申請中。 

• 着陸可否のパイロット判断をサポートする運航支援システムは、全日本空輸(株)による冬期運航時評価において高い評価を得たことで、実用化に向けた気象庁との共同研究に

つながった。 

• D-NETについては、平成 26年度までのシステム全体の実用化に向けて、神戸市及び岐阜県で試験的な運用を行っている。既に複数の防災関連機関が導入を検討中。 

• 機構独自技術(全光ファイバ型構成)により、ライダーの小型化・高性能化に成功し、世界最高性能となる航空機搭載型ライダーを開発。ライダーによる飛行中の観測情報を用い

ることにより、世界で初めて晴天時の乱気流検知を実現。ボーイングから「飛行安全に貢献する技術であり、旅客機搭載に向けた共同研究を進めたい」と高い評価を得て、実用

化に向けたライダー仕様策定などの共同研究につながった。 
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【（中項目）1－7】 7.宇宙航空技術基盤の強化 

【（小項目）1－7－1】 (1)基盤的・先端的技術の強化及びマネジメント 【評定】          Ａ 

 【法人の達成すべき目標（計画）の概要】 

我が国の宇宙航空活動の自律性の確保、技術基盤の強化による開発の確実化・効率化、開発利用の継続的な発展及び我が国

の宇宙産業基盤の強化を目的として、宇宙開発利用、航空、並びにこれらの事業横断分野の先行･先端的技術及び基盤的技術の研

究を推進する。この際、機構が担うべき役割を明確にした上で、現在及び将来の機構内外のニーズや市場の動向を見据え、機構を

横断した競争的な環境の下で行う。 

また、衛星の性能向上や信頼性向上、重要な機器・部品の確保、スペースデブリへの対応等を継続的に行う。 

さらに、機構の果たすべき将来の新たな役割の創造に発展し得る技術や知見の創出を目的として、宇宙航空科学技術の研究動向

を見据えた萌芽的な研究を行う。 

この他、機構内外の技術情報の収集・整理、成果の適切な権利化・規格化・データベース化等を行う体制を構築し、機構内におけ

る効果的・効率的な技術マネジメントを行う。 

H２０ H２１ H２２ H２３ 

Ａ Ａ Ａ A 

実績報告書等 参照箇所 

G-1 

【インプット指標】  

（中期目標期間） H20 H21 H22 H23 H24 

決算額（百万円） 9,253 9,182 9,559 7,936 7,866 

従事人員数（人） 約 310 約 310 約 310 約 320 約 310 
 

 

評価基準 実績 分析・評価 

（評価の視点） 

○ 我が国の宇宙航空活動の自律性の確保、

技術基盤の強化による開発の確実化・効

率化、開発利用の継続的な発展及び我が

国の宇宙産業基盤の強化を目的として、

宇宙開発利用、航空、並びにこれらの事

業横断分野の先行･先端的技術及び基盤

的技術の研究を推進したか。 

○ 上記の実施にあたって、機構が担うべき役

割を明確にした上で、現在及び将来の機

構内外のニーズや市場の動向を見据え、

機構を横断した競争的な環境の下で行っ

たか。 

○ 衛星の性能向上や信頼性向上、重要な機

器・部品の確保、スペースデブリへの対応

等を継続的に行ったか。 

(a) 先端的技術に係わる研究 

○ 産業界・大学からの意見（計１５２件）に基づき機構内外のニーズや市場動向

を調査し、将来ミッションの達成に向けた機構内外のニーズや市場の動向等を

見据えた研究開発の戦略（総合技術ロードマップ）を拡充した。また分野ごとの

技術戦略、優先度付け方針を定めた。 

○ 総合技術ロードマップを踏まえた研究を「重点研究」「先行研究」「先端研究」

の３つに整理し実施し、基盤技術の研究も実施した。 

○ 宇宙太陽光発電に関し、マイクロ波送電方向制御技術、レーザー発振・伝送

技術、大型構造物組立技術などの研究を進めた。 

 

(b) 軌道上技術実証の推進 

○ 小型実証衛星４号機（SDS-4）について定常運用までを完了させ、エキストラ

サクセスを達成するなど、衛星の性能向上、信頼性向上を目的とした宇宙機

器・部品等の軌道上技術実証を推進した。 

 

(c) 重要な機器・部品の確保 

 

〇 基盤的・先端的技術の強化及びマネジメントが計

画通り着実に進められるなど、諸目標への取組は

おおむね順調と評価できる。ニーズや市場の動向

等を見据えた研究開発の戦略（総合技術ロードマ

ップ）を拡充し、これを踏まえた研究を「重点研究」

「選考研究」「先端研究」の３つに整理して実施する

などの特徴ある取組が見られる。 

○ 研究開発を推進する上で、「モノ」で確認するプロ

セスは有効である。例えば、ＳＤＳプログラムによっ

て、開発の完成度向上とスピードアップが図られる

ことを期待する。 

〇 機構が有する大規模システムの開発方法論や

マネジメント方法論などの研究は広く他業種への展

開も期待できる。 
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○ 機構の果たすべき将来の新たな役割の創

造に発展し得る技術や知見の創出を目的

として、宇宙航空科学技術の研究動向を

見据えた萌芽的な研究を行ったか 

○ 機構内外の技術情報の収集・整理、成果

の適切な権利化・規格化・データベース化

等を行う体制を構築し、機構内における効

果的・効率的な技術マネジメントを行った

か。 

 

 

 

 

 

 

○ 我が国の宇宙活動の自律性を確保するため、宇宙機用機器・部品に関して、

戦略コンポーネントの開発の推進、戦略部品の国産化、セカンドソースの確保

等の施策を推進し、自在な宇宙活動を可能にする成果や今後国際競争力のあ

る活動を進めるための基礎成果を得はじめた。 

 

(d) スペースデブリへの対策 

○ デブリの分布状況把握、デブリ衝突被害の防止、デブリ除去措置等に関する

研究を実施し成果を得た。 

○ デブリの観測、大型デブリの落下時期予測、衝突回避解析を適時に実施し、

関係部署、海外機関等と必要な情報共有を図った。 

○ 再突入溶融解析ツールの改善を実施し、利便性を高めた。 

○ デブリ問題対策に向けた標準書の整備・維持を進め、国連宇宙空間平和利用

委員会（COPUOS）の検討 WG 報告書のドラフトを提出するとともに、１０名が

委員として参加し、国際的な活動に貢献した。 

 

(e) 萌芽的研究 

○ 機構の果たすべき将来の新たな役割の創造に発展し得る世界最先端の宇宙

航空科学技術の研究開発の端緒を開くための萌芽的研究を競争的に選抜し、

実施した。 

 

(f) 技術マネジメント 

○ 効果的・効率的な研究の推進と、客観的かつ可視性の高い研究マネジメント

（研究ガバナンスの向上）を目的として、研究推進委員会の場を活用して、「研

究出口の明確化と研究出口のカテゴリ分けに対応した評価指標の整備」「ミッ

ション創出に向けた研究活動を活性化させる技術実証の促進」「新規研究の創

出に向けた組織横断的な連携活動の仕組みの整備」を行った。 

○ 専門技術グループ間の連携の促進と、専門技術グループとプロジェクト間の

協力を３０３件実施し効果的・効率的な技術マネジメントを遂行した。 

○ 基盤技術開発の一環として、機構の衛星設計標準活動として基準書を制定・

改訂し、衛星部品のデータベースを拡充させた。また、ISO 規格制定プロジェク

トに貢献した。 
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【（中項目）1－7】 7.宇宙航空技術基盤の強化 

【（小項目）1－7－2】 (2)基盤的な施設・設備の整備 【評定】          Ａ 

 【法人の達成すべき目標（計画）の概要】 

衛星及びロケットの追跡・管制のための施設・設備、環境試験・航空機の飛行試験等の試験施設・設備等、宇宙航空研究開発にお

ける基盤的な施設・設備の整備について、我が国の宇宙航空活動に支障を来さないよう、機構における必要性を明らかにした上で、

現在及び将来の社会ニーズを見据えて必要な規模で行う。 

 

H２０ H２１ H２２ H２３ 

A A A S 

実績報告書等 参照箇所 

G-23 

【インプット指標】  

（中期目標期間） H20 H21 H22 H23 H24 

決算額（百万円） 5,479 10,591 10,342 9,916 9,393 

従事人員数（人） 約 70 約 60 約 70 約 60 約 60 
 

 

評価基準 実績 分析・評価 

（評価の視点） 

○ 衛星及びロケットの追跡・管制のための

施設・設備、環境試験・航空機の飛行試験

等の試験施設・設備等、宇宙航空研究開

発における基盤的な施設・設備の整備に

ついて、我が国の宇宙航空活動に支障を

来さないよう、機構における必要性を明ら

かにした上で、現在及び将来の社会ニー

ズを見据えて必要な規模で行ったか。 

 

 

 

○ 衛星の追跡管制に必要な設備の維持・更新・整備等を実施し、追跡局を一元

的に運用する体制を維持するとともに効率的な運用を行い、効率的かつ安定

的な運用を提供した。また、将来に向けた運用研究及びデブリ問題、デブリの

軌道把握・衝突可能性評価や国の宇宙状況監視への支援検討を実施した。 

○ 宇宙機等の開発に必要な環境試験設備の維持及び更新を行うとともに、「宇

宙機一般試験基準」の改訂など環境試験に係る技術開発を実施した。 

○ 航空機の技術開発に不可欠な風洞設備の整備、複合材実大部分構造試験

設備の整備大型試験施設の整備着手を実施するとともに、大老朽化等に関す

る検討・整備・高度運用を行った。 

 

〇 衛星及びロケットの追跡・管制等の施設の整備を

順調に進めるなど、我が国の宇宙航空活動に支障

を来たさないよう、基盤的な施設・設備の整備等が

適切に行われており、諸目標への取組はおおむね

順調と評価できる。 

○ 今後想定される地震動に対して、耐震対策改修

を完了させた点も評価できる。 
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【（中項目）1－8】 8.教育活動及び人材の交流 

【（小項目）1－8－1】 (1)大学院教育等 【評定】          Ａ 

 【法人の達成すべき目標（計画）の概要】 

宇宙航空分野の人材の裾野を拡大し、能力向上を図るため、大学院教育への協力等を通じて外部の人材を育成するとともに、外

部との人材交流を促進する。 

・ 総合研究大学院大学、東京大学大学院、東京工業大学等との協力について、既に協定を締結し、その推進を図っていると

ころであるが、今後とも広く全国の大学との協力体制の構築を進め、大学共同利用システム等に基づく特別共同利用研究

員制度、連携大学院制度等を活用して、各大学の要請に応じた宇宙航空分野における大学院教育への協力を行い、将来

の研究者・技術者を育成する。 

・ 客員研究員、任期付職員（民間企業からの出向を含む）の任用、研修生の受け入れ等の枠組みを活用し、国内外で活躍

する研究者を招聘する等して、大学共同利用システムとして行うものを除き、年 500 人以上の規模で人材交流を行い、内

外の大学、関係機関、産業界等との交流を促進する。 

H２０ H２１ H２２ H２３ 

A A A A 

実績報告書等 参照箇所 

H-1 

【インプット指標】  

（中期目標期間） H20 H21 H22 H23 H24 

決算額（百万円） 当該中項目単位では区分経理していない 

従事人員数（人） 約 10 約 10 約 10 約 10 約 10 
 

 

評価基準 実績 分析・評価 

（評価の視点） 

○ 宇宙航空分野の人材の裾野を拡大し、

能力向上を図るため、大学院教育への

協力等を通じて外部の人材を育成する

とともに、外部との人材交流を促進した

か。 

○ 広く全国の大学との協力体制の構築を

進め、大学共同利用システム等に基づく

特別共同利用研究員制度、連携大学院

制度等を活用して、各大学の要請に応

じた宇宙航空分野における大学院教育

への協力を行い、将来の研究者・技術

者を育成したか。 

○ 客員研究員、任期付職員（民間企業か

らの出向を含む）の任用、研修生の受け

入れ等の枠組みを活用し、国内外で活

○ 宇宙航空分野の人材の裾野を拡大し、能力向上を図るため、以下の協力活

動等を通じて外部の人材を育成するとともに、外部との人材交流を促進し、

高度かつ効果的な大学院教育支援を実施した。平成２４年度は、総数２５８

人の学生を受け入れ、大学院教育への協力を行った。受入れ学生の学会で

の論文発表数は３７４件、査読付き論文数は５５件、特許出願は１件の成果

を挙げた。 

・ 総合研究大学院大学との緊密な連携・協力による大学院教育として宇宙科

学専攻を置き、博士課程教育（５年一貫制）を実施。 

・ 東京大学大学院理学系・工学系研究科との協力による大学院教育を実

施。 

・ 特別共同利用研究員、連携大学院、その他大学の要請に応じた宇宙・航

空分野における大学院教育への協力を実施。 

○ 大学、関係機関、産業界等との人材交流を促進し、機構から外部機関への

派遣（36 名）を行ったほか、外部人材を受入れ（804 名）を行うなど多様な人

材の活用に努めた。外部から受け入れた人材の専門的知見の活用により、

HTV３号機やGCOM-Wなどのプロジェクト成功や若手研究者育成等に大き

〇 大学共同利用機関のシステムを活用しつつ、総

合研究大学院大学、その他の大学との連携・協力

により、総数２５８人の学生を受け入れ、大学院教

育を通した人材育成を行っている。その結果、就職

者のうち約４割が航空宇宙分野に就職、博士課程

修了者の約５割が大学・機構等の航空宇宙分野の

研究機関、約５割がその他の分野の研究開発機

関等において研究開発に従事するという実績とな

っており、教育の成果が反映されていると評価でき

る。 

○ 大学院教育への協力を中心に年間 800人を超え

る人材交流を行う等、諸目標への取組はおおむね

順調と評価できる。 
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躍する研究者を招聘する等して、大学共

同利用システムとして行うものを除き、

年 500 人以上の規模で人材交流を行

い、内外の大学、関係機関、産業界等と

の交流を促進したか。 

○ 関連業界、受講者等のニーズの変化を

踏まえた取組を行っているか。 

○ 関連業界への就職率、資格取得割合、

修了後の活動状況等、業務の成果・効

果が出ているか。 

○ 業務の効率化について、教材作成作業

等の効率化、研修施設の有効活用、施

設管理業務の民間委託等の取組を行っ

ているか。 

○ 受益者負担の妥当性・合理性がある

か。 

 

く貢献した。 

 

 

【関連業界、受講者等のニーズの変化を踏まえた取組の状況】 

大学共同利用機関のシステムを活用し、大学院や学生のニーズに応える宇宙

航空分野の大学院教育を実施した。 

具体的には、「総合研究大学院大学との連携による宇宙科学専攻の設置」、

「東京大学大学院理学系・工学系研究科との協力による学際講座の設置」、

「連携大学院」、「特別共同利用研究員」といった受入れ制度を整備している。 

 

【業務の成果・効果】 

平成２４年度における大学院教育後の進路については、修士課程修了者のう

ち約２割が博士課程へ進学し、残りが就職している。就職者のうち約４割が航

空宇宙分野に就職しており、また、博士課程修了者については、高度な専門

性を活かし、約５割が大学・機構等の航空宇宙分野の研究機関、約５割がそ

の他の分野の研究開発機関等において研究開発に従事している。 

 

【業務の効率化についての取組状況】 

大学協同利用システムを活用し、学術研究に不可欠な研究設備及び研究体

制整備を提供するとともに、世界最先端の大規模プロジェクト型研究を身近に

研究をすすめることにより、宇宙科学の学識のみならず、プロジェクトの企画・

立案能力も習得できる環境を整備している。 

 

【受益者負担の妥当性・合理性】 

機構では、大学の要請に応じ、大学院における教育その他その大学におけ

る教育に協力を行っており、東京大学大学院（学際理工学）及び総合研究大

学院大学（総研大）については、学生指導経費を受領している。 
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【（中項目）1－8】 8.教育活動及び人材の交流 

【（小項目）1－8－2】 (2)青少年への宇宙航空教育 【評定】          Ａ 

 【法人の達成すべき目標（計画）の概要】 

青少年が宇宙航空に興味・関心を抱く機会を提供するとともに、広く青少年の人材育成・人格形成に貢献するため、以下をはじめ

とする教育活動を実施するとともに、それぞれの手段を効果的に組み合わせ、年代に応じた体系的なカリキュラムを構築する。 

・ 全国 9 ブロック（北海道、東北、関東、北陸・信越、東海、近畿、中国、四国、九州・沖縄）に連携モデル校を中期目標期間中に

小・中・高校のいずれか 1校以上設置する。 

・ 連携モデル校から教材・教育方法等を展開することにより、宇宙航空を授業に取り入れる連携校を中期目標期間中に 50 校以

上とする。 

・ 毎年度 500人以上に対して教員研修・教員養成を実施する。 

・ 実践教育の連携地域拠点を中期目標期間中に各ブロックに 1か所以上設置する。 

・ 全国で実践教育を実施する宇宙教育指導者を中期目標期間中に 1000名以上育成する。 

・ コズミックカレッジを毎年度 40回以上（全国 9ブロックで 2回以上）開催する。 

H２０ H２１ H２２ H２３ 

A A S A 

実績報告書等 参照箇所 

H-7 

【インプット指標】  

（中期目標期間） H20 H21 H22 H23 H24 

決算額（百万円） 当該中項目単位では区分経理していない 

従事人員数（人） 約 20 約 20 約 20 約 20 約 20 
 

 

 

評価基準 実績 分析・評価 

（評価の視点） 

○ 全国 9 ブロック（北海道、東北、関東、北

陸・信越、東海、近畿、中国、四国、九州・

沖縄）に連携モデル校を中期目標期間中

に小・中・高校のいずれか 1 校以上設置し

たか。 

○ 連携モデル校から教材・教育方法等を展

開することにより、宇宙航空を授業に取り

入れる連携校を中期目標期間中に 50 校

以上としたか。 

○ 毎年度 500 人以上に対して教員研修・教

員養成を実施したか。 

○ 実践教育の連携地域拠点を中期目標期

間中に各ブロックに 1 か所以上設置した

か。 

○全国 9 ブロック（北海道、東北、関東、北陸・信越、東海、近畿、中国、四国、九

州・沖縄）に各１か所以上の連携モデル校を設置し、更に名古屋市科学館、四

日市市、神戸市との連携協定を締結し、年度目標の 3 か所以上の拠点設置を

達成した。 

○ 連携拠点が校長会、教務主任会、理科部会等の色々な機会で宇宙航空教育

を紹介することにより、機構と連携して授業を実施する波及連携校について

は、目標の50校を越える64校へ機構職員を授業講師として派遣し授業支援を

行った。 

○ 教育委員会等が主催する教員研修等において機構が宇宙航空教育について

３２回説明を行い、1,178 人の先生方の参加を得た。長崎大学が行う教員養成

講座での機構講義に参加した学生は 204人。年度目標の 500人を超える合計

1,382人を達成。 

○ 全国で宇宙教育指導者セミナーを 40 回開催し、1,005 名を新たに育成した。

（平成 23年度までに中期計画を達成済み。これまでの全累計 4,520名） 

○ 全国 9ブロックで各 4 回以上、合計 246回のコズミックカレッジを開催した。コ

〇 全国に展開した連携拠点、自治体等との連携協

定などを通して多彩な宇宙航空教育を実施するな

ど、諸目標への取組はおおむね順調と評価でき

る。 

〇 教員研修、宇宙教育指導者セミナー、宇宙科学

の最先端を担う科学者による講演、海外宇宙機関

との連携による宇宙教育活動なども精力的に行わ

れている。また、宇宙航空を授業に取り入れる連携

校の数や教員研修・教員養成など目標を上回る実

績を達成し、継続的な宇宙航空教育活動が着実に

進められている。 

○ 青少年に対する宇宙関連の教育は、数理科学の

学習において具体的な目標を持たせることになる

ため有用であり、とりわけ理数科離れが問題になっ

ている現状において効果が大きいと期待される。 
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○ 全国で実践教育を実施する宇宙教育指導

者を中期目標期間中に 1,000名以上育成

したか。 

○ コズミックカレッジを毎年度 40 回以上（全

国 9ブロックで 2回以上）開催したか。 

○ 関連業界、受講者等のニーズの変化を

踏まえた取組を行っているか。 

○ 関連業界への就職率、資格取得割合、

修了後の活動状況等、業務の成果・効

果が出ているか。 

○ 業務の効率化について、教材作成作業

等の効率化、研修施設の有効活用、施

設管理業務の民間委託等の取組を行っ

ているか。 

○ 受益者負担の妥当性・合理性がある

か。 

 

ズミックカレッジの発展形として、機構施設等を活用した合宿型ホンモノ体験プ

ログラムを 7 回、家庭学習と複数回のスクーリングを組み合せた宇宙の学校を

42会場で実施した。 

○ 12種類の教材の開発・製作を行い、10種類の教材の英訳を実施した。 

 月刊科学雑誌「Newton」に機構の宇宙航空教育教材をベースにした記事の

連載が 2013年 1月より始まり、教育現場への波及効果が期待される。 

○ 宇宙科学の最先端を担う科学者による講演（宇宙学校）を行った。（千葉県東

金市、 長野県佐久市、 福島県三春町、 佐賀県武雄市、 愛知県豊山町、東

京都目黒区 岐阜県瑞浪市、 石川県野々市市、 福井県福井市で実施)） 

○ 海外宇宙機関との連携による宇宙教育活動を進め、（アジア太平洋宇宙機関

会議、国際宇宙教育会議、国際宇宙大学、JICA 宇宙教育研修等の枠組みに

よる国際協力事業を推進した。 

 

【関連業界、受講者等のニーズの変化を踏まえた取組の状況】 

○ アンケートを実施し、イベントの開催・運営に反映をしている。 

○ 実施報告書を挙げてもらい、改善要望等について対応している。 

 

【業務の成果・効果】 

○ 上記の活動により、宇宙航空教育を全国へ広めた。 

○ 宇宙教育指導者セミナー受講者がコズミックカレッジ開催もしくは開催の補

助を行えるよう手助けをする仕組みを検討中。 

 

【業務の効率化についての取組状況】 

○ 主に機構の施設を使い、効率的な活動を行っている。 

○ 実際の活動現場に即した教材とするため、主に機構職員による教材開発を

行っている。 

 

【受益者負担の妥当性・合理性】 

○ 受益者からの依頼に伴う活動であり、材料費・消耗品・交通費等実費を受益

者に負担してもらっている。 

〇 教育の成果は、中長期の視点で見ることが重要

であり、効果を測定し今後の取組に反映していくこ

とが期待される。 
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【（中項目）1－9】 9.産業界、関係機関及び大学との連携・協力 【評定】           Ａ 

 【法人の達成すべき目標（計画）の概要】 

機構の有する知的財産・人材等の資産を社会に還元するとともに、我が国の宇宙航空分野の産業基盤及び国際競争力の強化に

資するため、また、外部に存在する知的財産・人材等の資産の機構での積極的な活用を図るため、産学官連携を強化する。さらに、

利用料に係る適正な受益者負担や、利用の容易さ等を考慮しつつ、技術移転、施設供用等の促進に努める。 

・ オープンラボ制度等を活用し、中小・ベンチャー企業等の宇宙航空分野への参入を促進するとともに、宇宙航空発のイノベーシ

ョンを推進する。また、研究開発リソースの拡充や研究開発の質･効率の向上を図るため、東北大学等と締結している連携協力

協定等を中期目標期間中に15件以上締結する。これらにより、企業・大学等との共同研究を中期目標期間の期末までに年500

件以上とする。 

・ 企業・大学等による中小型衛星開発・利用促進を支援するとともに、ロケット相乗り等により容易かつ迅速な宇宙実証機会を提

供する。 

・ 外部専門家や成果活用促進制度の活用等を通じ、技術移転（ライセンス供与）件数を中期目標期間の期末までに年 50 件以上

とする。 

・ 大型試験施設等の供用に関しては、利用者への一層の情報提供・利便性向上に努め、施設・設備供用件数を毎年 50件以上と

する。 

H２０ H２１ H２２ H２３ 

A A A A 

実績報告書等 参照箇所 

H-14 

【インプット指標】  

（中期目標期間） H20 H21 H22 H23 H24 

決算額（百万円） 924 1,111 1,106 1,106 1,182 

従事人員数（人） 約 20 約 20 約 20 約 20 約 20 
 

 

評価基準 実績 分析・評価 

（評価の視点） 

○ 機構の有する知的財産・人材等の資産

を社会に還元するとともに、我が国の宇

宙航空分野の産業基盤及び国際競争

力の強化に資するため、また、外部に存

在する知的財産・人材等の資産の機構

での積極的な活用を図るため、産学官

連携を強化したか。 

○ 利用料に係る適正な受益者負担や、利

用の容易さ等を考慮しつつ、技術移転、

施設供用等の促進に努めたか。 

○ オープンラボ制度等を活用し、中小・ベ

ンチャー企業等の宇宙航空分野への参

産業界、関係機関及び大学との連携・協力 

○ 民間企業や関係機関等との連携・ネットワークの確立・情報共有を目的に主

要宇宙企業との定期意見交換及び関係機関等との意見交換を実施した。ま

た、新たな業務である「民間事業者の求めに応じた援助・助言」を確実・効率的

に実施するための体制を整備した。 

○ 民間と連携し、産業振興基盤の強化に係る研究開発を６件実施し、官民一体

となった宇宙システムの海外展開に貢献した。 

○ 大学等との連携協力協定等の締結について、２４年度に新たに２件（ドイツア

ーヘン工科大学、北海道情報大学）の連携協力協定等を締結。※既に中期計

画上の目標を達成。包括連携協定締結先の大学との間では、連絡協議会を開

催し、全般的な意見交換を行い、地球観測分野について連携協力協定締結先

の大学が一同に会するマルチな意見交換会(H24.9.14)を実施し、情報・課題

等の共有を図るほか、機構総合技術ロードマップ第７版に向けた改訂作業に

 

○ 民間企業や関係機関等との連携・ネットワークを

通して共同研究を実施しているほか、企業に対し

て具体的な事業化に向けた支援等を実施するな

ど、諸目標への取組はおおむね順調と評価でき

る。 

○ 知的財産のライセンス契約件数は目標の２．７倍

以上となる１３８件を達成している。JAXA ライセン

ス商品の売上、宇宙ブランド付与製品の売上の増

加は、機構の成果を反映している。また、施設・設

備供用件数では、目標の２倍を超える１０７件を達

成していることも評価できる。 

○ 東京電力からの問い合わせに対し、機構のＸ線
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入を促進するとともに、宇宙航空発のイ

ノベーションを推進したか。 

○ 研究開発リソースの拡充や研究開発の

質･効率の向上を図るため、大学等と締

結している連携協力協定等を中期目標

期間中に 15 件以上締結したか。これら

により、企業・大学等との共同研究を中

期目標期間の期末までに年 500 件以

上とできたか。 

○ 企業・大学等による中小型衛星開発・利

用促進を支援するとともに、ロケット相乗

り等により容易かつ迅速な宇宙実証機

会を提供したか。 

○ 外部専門家や成果活用促進制度の活

用等を通じ、技術移転（ライセンス供与）

件数を中期目標期間の期末までに年 50 

件以上とできたか。 

○ 大型試験施設等の供用に関しては、利

用者への一層の情報提供・利便性向上

に努め、施設・設備供用件数を毎年 50 

件以上とできたか。 

 

おいて意見募集を行った。 

○ オープンラボ制度を活用した企業等との共同研究を積極的に実施し、４２件の

新規応募に対して１６件の共同研究を実施した。また、企業等からの相談・問

合せ１３２件に対応し、具体的な事業化に向けた支援を実施した。 

○ 大学・企業等との共同研究を平成２４年度に合計 601 件実施し、年度目標の

500件を達成した。 

○ GCOM-W 相乗り衛星１機、JEM 放出衛星３機の打上げ及び放出を行い、全

てのミッションを達成した。平成２５年度に打上げを計画している相乗り衛星１１

機について、インターフェース調整を計画どおり実施した。 

○ 機構の保有特許に関し、地方自治体等１６箇所と連携し中小企業とのマッチン

グ機会を設けた。 

○ 機構の知的財産のライセンス契約について、年度内のライセンス契約件数は

年度目標（５０件以上）の２．７倍以上となる１３８件を達成した。当年度に集計

された知財ライセンスによる収入は約１．９億円となり、独立行政法人としてトッ

プクラスを維持した。 

○ 施設・設備供用件数について、年度目標（５０件以上）の２倍を超える１０７件

を達成するとともに、インターネット上の施設設備供用専用ホームページ運営

により利用者への一層の情報提供・利便性向上を図った。なお、当年度の施

設設備供用による収入は約３億円。 

○ 機構の関西窓口である関西サテライトオフィスについては、技術相談４１件、

オフィス見学会１１件、講演４件を実施し、宇宙産業連携活動を支援した。ま

た、小型衛星試験設備の供用による信州大学等の衛星開発の支援や、地元

企業の宇宙ビジネス参入の支援を行った。 

 

天文衛星の研究チームが対応することで実現した

放射線可視化カメラの製品化も産業界との連携に

よる成果である。被災地域の除染に貢献する技術

が生まれた背景に、外部との協力を進める姿勢が

あったことは評価できる。 

○ 新発足した「新事業促進室」は、目標を明確に定

め、宇宙活動成果の利用拡大を推進すべきであ

る。 
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【（中項目）1－10】 10.国際協力 【評定】           Ａ 

 【法人の達成すべき目標（計画）の概要】 

地球規模での諸問題の解決や我が国の国際的な地位の向上及び相乗効果の創出を目的として、我が国の宇宙航空分野の自律

性を保持しつつ、諸外国の関係機関・国際機関等との相互的かつ協調性のある関係を構築するとともに、特にアジア太平洋地域に

おいて我が国のプレゼンスを向上させるため、以下をはじめとする施策を実施し、機構の事業における国際協力を推進する。 

・ 人類共通の課題に挑む多国間の協力枠組みにおいて、会議の運営又は議長を務める等、宇宙航空分野の先進国としての立場

に相応しい主導的な役割を果たす。 

・ アジア太平洋地域宇宙機関会議（APRSAF）の枠組みなどを活用して、アジア太平洋地域における宇宙開発利用の促進及び人

材育成の支援等、各国が参加する互恵的な協力を実現することにより、同地域の課題の解決に貢献する。特に APRSAF にお

いて推進している、「センチネル・アジア」プロジェクトによる災害対応への貢献等を実施する。 

また、機構の業務運営に当たっては、我が国が締結した宇宙の開発及び利用に係る条約その他の国際約束並びに輸出入等国際

関係に係る法令等を遵守する。 

H２０ H２１ H２２ H２３ 

Ａ Ａ Ａ S 

実績報告書等 参照箇所 

H-25 

【インプット指標】  

（中期目標期間） H20 H21 H22 H23 H24 

決算額（百万円） 当該中項目単位では区分経理していない 

従事人員数（人） 約 20 約 20 約 30 約 20 約 20 
 

 

 

評価基準 実績 分析・評価 

（評価の視点） 

○ 人類共通の課題に挑む多国間の協力枠

組みにおいて、会議の運営又は議長を

務める等、宇宙航空分野の先進国として

の立場に相応しい主導的な役割を果たし

たか。 

○ ア ジ ア太平洋地域宇宙機関会議

（APRSAF）の枠組みなどを活用して、ア

ジア太平洋地域における宇宙開発利用

の促進及び人材育成の支援等、各国が

参加する互恵的な協力を実現することに

より、同地域の課題の解決に貢献したか 

○ APRSAF において推進している、「セン

チネルアジア」プロジェクトによる災害対

応への貢献等を実施したか。 

○ 我が国が締結した宇宙の開発及び利用

以下をはじめとする取組を通じ、人類共通の課題に挑む多国間の枠組みにおい

て主導的役割を果たすとともに、アジア太平洋地域における課題の解決に向け貢

献を行った。 

○ アマゾン森林監視、災害監視、気候と水循環等の、地球規模での諸問題の解

決のために、ALOS（だいち）、GOSAT（いぶき）、GCOM-W（しずく）等の地球

観測データ及び研究成果を、世界各国の政府、政府関係機関、大学等の研究

者・災害現場等に提供することで、GEOSS10 年実施計画への貢献等を通じた

国際協力を実施した。また、これらの成果について、国連持続可能な開発会議

（Rio+20、６月、リオデジャネイロ）、第 9回地球観測政府間会合（GEO）本会合

（11月、ブラジルイグアス）にて報告。 

○ 国際宇宙ステーション計画において、各国要素中最大の複合有人実験施設で

ある日本実験棟「きぼう」を安定的に運用し（不具合件数最少）、シャトル引退後

の物資補給不可欠な輸送手段である「こうのとり」3号機の安定的な打上げ、星

出宇宙飛行士の 3 回の船外活動を含む日本人宇宙飛行士の確実な軌道上作

業など、国際宇宙ステーション運用に必須の貢献を行った。 

○ 今後の月・惑星探査協力を協議する国際宇宙探査協働グループ(ISECG)の

〇  地球観測データ及び研究成果の提供による

GEOSS10年実施計画への貢献、国際宇宙ステー

ション運用に必須の多彩な貢献、主要国際機関の

指導的役割を果たす委員会議長などの輩出など、

宇宙航空分野の先進国としての立場に相応しい主

導的な役割を果たしている。また、センチネルアジ

ア及び SAFE の取組を通して、アジア太平洋地域

の災害対応や環境監視などの課題解決に貢献す

るなど、諸目標への取組はおおむね順調と評価で

きる。 

○ 「国際宇宙航行連盟（IAF)」会長、及び「宇宙空間

平和利用委員会（COPUOS）」本委員会議長に機

構の幹部が就任したことは、我が国の国際的プレ

ゼンス向上に大きく寄与した。これは。「センチネル

アジア」プロジェクトなどの貢献やＩＳＳにおける任

務の成果が認識されたものと評価できる。リーダー
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に係る条約その他の国際約束並びに輸

出入等国際関係に係る法令等を遵守し

て業務運営を行ったか。 

 

 

 

 

議長機関を務め、国際宇宙探査ロードマップ（GER)第 2版の策定に貢献した。 

○ 平成２４年６月に機構の堀川技術参与が宇宙空間平和利用委員会

（COPUOS）本委員会議長に就任し、１０月に機構樋口副理事長が、「国際宇

宙航行連盟（IAF）」（NASAや ESAを始めとする世界中の主要な宇宙機関、宇

宙企業、学会、研究機関等が加盟している宇宙開発にかかわる世界最大の国

際的連合体）の会長に就任するなど、国際的な場を通じた我が国の宇宙活動

のプレゼンス向上に貢献した。 

○ 第 19 回アジア・太平洋地域宇宙機関会議（APRSAF）をクアラルンプールで

開催し、３３カ国、１４の国際機関から３８２名の参加者を得た。また、本年度よ

り外務省、経済産業省の参加を得て、オールジャパン体制での開催を実現し

た。 

○ 災害監視に関し、センチネルアジアにおいて、16 件のアジア太平洋地域にお

ける各種災害に対する緊急観測を実施し、SAFE ワークショップによりインドネ

シアのマングローブ林管理を新たなプロトタイピングとして承認するなど、センチ

ネルアジア及び SAFEの取組を通じたアジア太平洋地域の災害対応や環境監

視などの課題解決に向けた貢献を行った。また、きぼうを利用した宇宙開発利

用の促進に関し、Kibo-ABC(Asian Beneficial Collaboration through Kibo 

Utilization)のワークショップを立ち上げ、11 カ国の参加を得るとともに、アジア

学生向けに教育目的の JEM利用簡易実験を実施した。 

○ ISS利用実験、衛星データ利用促進、宇宙教育等に関わる 9件の協力協定等

を締結。 

○ 官民合同パッケージインフラ輸出に関し、ベトナム及びトルコに対して、キャパ

シティビルディング等の協力を実施した。 

○国際交流・宇宙外交の一環として、世界の科学担当大臣等表敬訪問・視察 

1,042名、技術者 56名を受け入れた。 

○ 業務の実施にあたっては、職員向けの各種研修を実施するなど、各種国際約

束、輸出入等国際関係に係る法令等を確実に遵守した。 

シップを発揮し、実績を残すことが期待される。ま

た、今後も国際的な重要ポストを担える人材を育

成し、積極的にポストを狙っていくことが必要であ

る。 

〇 宇宙分野における国際貢献により、日本のプレ

ゼンスを向上させること今後一層重要になるが、中

国・インドなどの台頭もあるため、戦略的な取組が

求められる。アジア太平洋地域の政府関係機関や

研究者等と多国間、二国間の意見交換の場を定

期的に持ち、オールジャパンの体制にて、研究内

容から衛星開発等まで、広範な意見交換を行うこ

とが重要である。 

○ アマゾンの森林監視や、アジアでの災害監視に

機構の衛星が貢献しているが、こうした貢献は

COP 等の国際協議の場で対外的に大々的にアナ

ウンスすることが必要である。 

〇 機構の国際貢献を更に向上させ、また、活躍の

場を広げるためには、対外的にしっかりとＰＲをして

いくことが重要である。 
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【（中項目）1－11】 11.情報開示・広報・普及 【評定】          Ａ 

 【法人の達成すべき目標（計画）の概要】 

宇宙航空研究開発には多額の公的資金が投入されていることから、分かりやすい形で情報を開示することで説明責任を十分に果

たすことを目的に、以下をはじめとして、Web サイト、E メール、パンフレット、施設公開及びシンポジウム等の多様な手段を用いた広

報活動を展開する。また、社会・経済の発展や人類の知的資産の拡大・深化等に資する宇宙航空研究開発の成果については、その

国外へのアピールが我が国の国際的なプレゼンスの向上をもたらすことから、広報活動の展開に当たっては、海外への情報発信も

積極的に行う。 

・ 査読付論文等を毎年 350件以上発表する。 

・ Web サイトの質を向上させるため、国民の声も反映してコンテンツの充実を図る。Web サイトへのアクセス数は、中期目標期間

の期末までに、年間を通じて 800万件／月以上を達成する。このうち、英語版サイトへのアクセスは、平成 19年度の実績と比べ

て中期目標期間中に倍増を目指す。 

・ 事業の透明性を確保するため、定例記者会見を実施する。 

・ プロジェクト毎に広報計画を策定し、プロジェクトの進捗状況について適時適切に公開する。 

・ 対話型・交流型の広報活動として、中期目標期間中にタウンミーティングを 50回以上開催する。 

・ 博物館、科学館や学校等と連携し、毎年度 400回以上の講演を実施する。 

・ 各事業所の展示内容を計画的に更新し、一般公開、見学者の受け入れを実施する。特に筑波宇宙センターに関しては、首都圏

における機構の中核的な展示施設と位置づけ、抜本的充実強化を図る。 

・ 幅広く国民の声を施策・計画に生かすため、モニター制度による意識調査等を実施する。 

・ 海外駐在員事務所の活用、主要なプレス発表の英文化及び情報発信先の海外メディアの拡大等、海外への情報発信を積極的

に行う。 

H２０ H２１ H２２ H２３ 

A A S A 

実績報告書等 参照箇所 

H-35 

【インプット指標】  

（中期目標期間） H20 H21 H22 H23 H24 

決算額（百万円） 当該中項目単位では区分経理していない 

従事人員数（人） 約 30 約 30 約 20 約 20 約 20 
 

 

 

評価基準 実績 分析・評価 

（評価の視点） 

○ 宇宙航空研究開発には多額の公的資金

が投入されていることを踏まえ、分かりや

すい形で情報を開示することで説明責任

を十分に果たすことを目的に、Web サイ

ト、E メール、パンフレット、施設公開及び

シンポジウム等の多様な手段を用いた広

報活動を展開したか。 

○ 機構の認知度について、平成 20 年度の倍近い 70%代という高水準を維持。

また、機構の活動が各種メディアで取り上げられ、報道以外でも映画等様々な

コンテンツが制作され、大きな社会的反響が得られた。更に、対話、交流型イベ

ントや意識調査等によるフィードバックを通じ、事業の改善や質の向上につなげ

た。 

○ 本年度内の査読付き論文発表件数は、年度目標（３５０件）を超える３８９件を

達成した。 

○ 公式ウェブサイトについては、質向上のために、タウンミーティングやモニター

〇 プロジェクト毎の広報、タウンミーティング、703回

にも及ぶ講演活動、展示施設での定期的内容更

新、科学館・文化施設との連携など、多彩な広報・

普及活動を行い、また国際的にも、国際展示への

出展、英語版サイトへのコンテンツ掲載、英語版機

関誌の発行、ソーシャルメディアの活用などを通し

た情報発信を精力的に行っており、機構の国内外

における非常に高い評価につながっている。 



項目別－40 

○ 社会・経済の発展や人類の知的資産の拡

大・深化等に資する宇宙航空研究開発の

成果について、国外へのアピールが我が

国の国際的なプレゼンスの向上をもたらす

ことから、海外への情報発信を積極的に

行ったか。 

○ 査読付論文等を毎年 350 件以上発表した

か。 

○ Webサイトの質を向上させるため、国民の

声も反映してコンテンツの充実を図った

か。 

○ Web サイトへのアクセス数は、中期目標

期間の期末までに、年間を通じて 800 万

件／月以上を達成したか。このうち、英語

版サイトへのアクセスは、平成 19 年度の

実績と比べて中期目標期間中に倍増でき

たか。 

○ 事業の透明性を確保するため、定例記者

会見を実施したか。 

○ プロジェクト毎に広報計画を策定し、プロジ

ェクトの進捗状況について適時適切に公

開したか。 

○ 対話型・交流型の広報活動として、中期目

標期間中にタウンミーティングを 50回以上

開催したか。 

○ 博物館、科学館や学校等と連携し、毎年

度 400回以上の講演を実施したか。 

○ 各事業所の展示内容を計画的に更新し、

一般公開、見学者の受け入れを実施す

る。特に筑波宇宙センターに関しては、首

都圏における機構の 中核的な展示施設

と位置づけ、抜本的充実強化を図ったか。 

○ 幅広く国民の声を施策・計画に生かすた

め、モニター制度による意識調査等を実施

したか。 

制度を通して利用者のニーズを収集、分析し、リニューアル作業に反映した。ま

た、アクセス数(ページビュー)は、年間月平均 836 万アクセスをマーク（最高は

7月の約 1000万）し、目標（月平均 800万以上）を達成した。 

○ 海外への発信に関しては、日本語サイトのインタビュー、トピック、及びプレス

リリースの英訳等、英語版サイトへタイムリーに掲載した。また、英語版ホーム

ページのアクセス数は、公式ウェブサイトのみに関しては、19年度実績の57万

件に対して24年度は46万件であったが、中期計画を踏まえた多様な手段を用

いた広報活動の一環として、公式サイト以外にYouTubeやTwitter、Facebook

などのソーシャルメディアを通じた英語での情報発信を開始し、これらに対する

アクセス数を加えると 19年度実績の 2倍を上回る約 120万件を達成した。 

○ 事業の透明性を確保するため、11 回の定例記者会見を実施した。また、機構

の活動・成果を定期的に開示するほか、説明責任の観点から、記者会見/説明

会を１０回、プレス公開を７回、プレスリリースを６４回、報道関係者向けお知ら

せ発出を１９３回実施した。 

○ プロジェクト毎の広報計画を適時適切に公開し、その意義や成果を広く発信

し、国民の理解増進を目指すため、ホームページや機関誌等により積極的に情

報公開を行った。（星出宇宙飛行士の国際宇宙ステーション（ISS）長期滞在、

衛星等（しずく／SDS-4、こうのとり 3号機）の打上げイベント） 

○ 対話型・交流型の広報活動であるタウンミーティングについて、１６回実施し、

目標（年１０回以上）を達成し、直接的なコミュニケーンにより９割近くの参加者

から満足の回答を得た。 

○ 多くの国民に宇宙航空研究開発に親しみを持ってもらうため、地方公共団体

や学校等の外部機関とも連携し、703 回の講演活動を実施し、目標（４００回）

を大幅に上回った。アンケートの実施により、「わかりやすい」「宇宙が身近に感

じられるようになった」との意見を多数得た。 

○ 宇宙航空研究開発に対する理解増進のため、筑波宇宙センターのプラネット

キューブの展示内容更新を定期的に実施するとともに、各事業所での使用を目

的にタペストリーなどのコンテンツ整備を実施した。こうした取組を通じ、全展示

館、展示施設合計で 610，314人の来訪があり、前年度比 2割以上の増加を達

成した。さらに、筑波宇宙センターについては、来訪者の約８割から満足の声を

得た。 

○ 科学館・文化施設との連携、コンテンツ提供について、24年度中に 13館増加

し、計80館の科学館・文化施設と連携し、宇宙航空の話題や最新情報をタイム

リーに配信した。また、JAMSTEC との連携協定のもと、宇宙航空と海洋を絡め

た情報配信を開始し、また配信先として JAMSTEC と関係の深い水族館・博物

○ 「はやぶさ」等の貢献により、機構の認知度が大

幅向上していると評価できる。 

○ 公式ウェブサイトは、タウンミーティングやモニタ

ー制度を通して利用者のニーズを広く収集、分析し

ており、年間月平均アクセス数は目標（月平均 800

万以上）を上回る 836 万を達成している。ただし、

Web サイトへのアクセスも重要であるが、筑波宇

宙センター展示館などを活用した現地・現物での広

報強化も必要である。 

○ 諸目標への取組はおおむね順調と評価できる

が、広報普及活動は回数などの数値目標だけでは

計れない部分もあるため、量とともに質の更なる向

上が求められる。 
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○ 海外駐在員事務所の活用、主要なプレ

ス発表の英文化及び情報発信先の海外メ

ディアの拡大等、海外への情報発信を積

極的に行ったか。 

○ 世の中に明るいニュースを提供して夢を

与えるとともに、先端研究開発で得た知見

を他の技術に波及させ社会へ還元するな

ど、本分野の特殊性を生かした社会への

貢献をより一層進めたか。 

 

館などにも配信し、新たな支持層の獲得に向け取組を実施した。 

○ 学部動画配信サイトについては、ニコニコ動画に生放送番組「機構宇宙航空

最前線」を定期的に８回配信し、タイムリーかつわかりやすい紹介を実施した。

（アクセス数は１回当たり約 20,000件。） 

○ 世論の意識調査について、国民の意識調査（年１回）、モニター調査（年３回）

を実施し、より効率的、効果的な広報活動や室の向上につなげた。 

○ 国際展示への出展、英語版サイトへのコンテンツ掲載、英語版機関誌の発

行、ソーシャルメディアの活用により、引き続き、海外への情報発信を積極的に

行った。 

○ 機構宇宙飛行士を主人公とした漫画「宇宙兄弟」の実写の映画について、機

構がロケやインタビュー、監修等に全面協力を行った。（公開 9日間で100万人

以上を動員、国内映画部門で 2位を獲得） 
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独立行政法人宇宙航空研究開発機構の平成２４年度に係る業務の実績に関する評価 

 

【（大項目）2】 Ⅱ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

【評定】 

Ｂ 

 

【（中項目）2－1】 1.柔軟かつ効率的な組織運営 【評定】           Ａ 

 【法人の達成すべき目標（計画）の概要】 

宇宙航空研究開発の中核機関としての役割を果たすため、理事長のリーダーシップの下、研究能力、技術能力の向上、及び事業

企画能力を含む経営・管理能力の強化に取り組む。 

また、柔軟かつ機動的な業務執行を行うため、業務の統括責任者が責任と裁量権を有する組織を構築するとともに、業務運営の

効率を高くするため、プロジェクトマネージャ等、業務に応じた統括者を置き、組織横断的に事業を実施する。 

H20 H21 H22 H23 

A A A A 

実績報告書等 参照箇所 

H-49 

評価基準 実績 分析・評価 

（評価の視点） 

○宇宙航空研究開発の中核機関としての役

割を果たすため、理事長のリーダーシップ

の下、研究能力、技術能力の向上、及び

事業企画能力を含む経営・管理能力の強

化に取り組んだか。 

○柔軟かつ機動的な業務執行を行うため、業

務の統括責任者が責任と裁量権を有する

組織を構築するとともに、業務運営の効率

を高くするため、プロジェクトマネージャ

等、業務に応じた統括者を置き、組織横断

的に事業を実施したか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 機構のミッションを有効かつ効率的に果たしていくため、「世界トップクラス

の学術研究拠点の実現」、「共通技術基盤を構築する戦略的な研究活動の

強化・重点化」、「基幹ロケットの技術基盤と打上げ関連施設設備等の計画

的な維持・発展」、「研究開発機関として JAXA の役割に相応しい能力の強

化」などの方針（平成 24 年度事業実施方針）を念頭に置きつつ、理事長の

リーダーシップの下、研究能力、技術能力の向上及び事業企画能力を含む

経営管理能力の強化を図った。 

 

（１）研究能力、技術能力の向上 

・これまで複数部署で実施していた有人宇宙技術の「開発」業務を有人宇

宙環境利用ミッション本部有人宇宙技術センターに集約（平成 24年 4月）

し、効率的な技術継承と活用のための体制が整い、研究能力・技術能力

を向上。 

・「研究開発本部」の航空関連部門と「航空プログラムグループ」を統合して

「航空本部」に再編し、航空分野の研究能力及び技術能力を向上。（平成

25年 4月施行） 

 

（２）事業企画能力を含む経営・管理能力の強化 

・産業連携センター内の組織統合を行うとともに、キャパシティービルディン

グの技術支援等に係る対応能力強化のため事業共通部門に再編し、宇

○ 理事長のリーダーシップにより、機構の経営管理

体制が整備されるなど、諸目標への取組はおおむね

順調と評価できる。事業実施体制が適切に整理され

ており、責任体制が明確になっている。また、時限

的、組織横断的な特定課題にも適切に対応できる体

制となっている。 

〇 複数部署で実施していた業務を集約あるいは組織

の統合・再編を進めたことは、研究・技術の能力向

上、経営・管理能力向上の観点から適切である。他

国の宇宙開発動向と戦略を調査・分析することは、

日本の国益にとって極めて重要であり、その意味に

おいて機構の国際部を調査国際部に改組し、同部内

に国内外の宇宙動向に係る調査分析を行う調査分

析課を新設したことは評価できる。また、今後の成果

を期待する。 

○ ASTRO-G プロジェクトや、LNG プロジェクトなどい

くつものチームの廃止を実行したことは、評価でき

る。 
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宙航空分野の国際競争力強化への一層の寄与及び産業連携・成果活用

及び知財管理の一体的推進を可能とした。（平成 24年 4月） 

・三菱電機株式会社による過大請求事案調査報告書の再発防止策を踏ま

え、契約部内に契約調査課を設置し（平成 25 年 3 月）、企業監査体制を

強化。 

・法改正による主務大臣及び業務内容の追加等を受け、「新事業促進室」

を設置し（平成 25 年 3 月）、新事業に係る政府機関や民間事業者からの

協力・支援要請等に適切かつ迅速への対応体制を整備。 

・機構の調査分析機能を強化するため、国際部を調査国際部に改組すると

ともに、国内外の宇宙動向の調査分析を強化するため、調査分析課を新

設（平成 25年 4月）。 

 

○ 職員数が減少するなか、以下の体制の下で確実に機構事業を実施した。 

・ 本部、研究所、プログラムグループに、責任と裁量権を有する本部長、

所長、統括リーダを配置。 

・ 事業共通部門の業務実施責任者として、統括チーフエンジニア、情報

化統括、信頼性統括等を配置。 

・ 特定のミッションについては、時限的に活動を行うプロジェクトチーム体

制を整備し、当該プロジェクトに全権を持つプロジェクトマネージャを配

置。 

・ 時限的・組織横断的な特定課題への対応については、臨時組織の設

置、改廃を実施。 
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【（中項目）2－2】 2.業務の合理化・効率化 

【（小項目）2－2－1】 (1)経費の合理化・効率化 【評定】          Ａ 

 【法人の達成すべき目標（計画）の概要】 

機構の行う業務について既存事業の徹底した見直し、効率化を進め、一般管理費（人件費を含む。なお、公租公課を除く。）につい

て、平成 19 年度に比べ中期目標期間中にその 15％以上を削減する。また、その他の事業費については、平成 19 年度に比べ中期

目標期間中にその５％以上を削減する。ただし、新規に追加される業務、拡充業務等はその対象としない。 

 

H２０ H２１ H２２ H２３ 

Ａ Ａ Ａ A 

実績報告書等 参照箇所 

H-53 

評価基準 実績 分析・評価 

（評価の観点） 

○機構の行う業務について既存事業の徹底

した見直し、効率化を進め、一般管理費

（人件費を含む。なお、公租公課を除く。）

について、平成 19年度に比べ中期目標期

間中にその 15％以上を削減したか。 

○その他の事業費については、平成 19 年度

に比べ中期目標期間中にその５％以上を

削減したか。ただし、新規に追加される業

務、拡充業務等はその対象としない。 

○事業所等については、東京事務所及び大

手町分室について、管理の徹底及び経費

の効率化の観点から、関係府省等との調

整部門等の現在地に置く必要がある部門

以外のものを本部（調布市）等に統合した

か。 

○組織の見直し、事業の進捗等に合わせて

事業所等の見直しを行い、経費の合理化

のための努力を継続しているか。東京事務

所については、平成２４年度末までに大手

町分室の機能との統合を図った上で移転

したか。 

○国の資産債務改革の趣旨を踏まえ、独立

行政法人通則法の不要財産国庫納付規

定に基づき、野木レーダーステーションに

 

○ 一般管理費については、一般管理業務の運営に支障を及ぼさないよう留意

しつつ、東京事務所等の借上げ費用の削減など物件費の節約等を行い、

平成２４年度は総額約 57 億円とし、平成１９年度の実績（67.16 億円）に対

し 15％の削減を実現し中期計画を達成した。 

○ その他の事業費については、プロジェクト等の実施に影響を与えないように

留意しながら設備維持費や事業運営費等を削減し、平成 24年度は 849億

円とし、平成１９年度の当該予算 901 億円に対し約 5.7％の削減を実現し、

中期計画を達成した。 

○ 東京事務所については、大手町分室の機能と統合を図った上で、御茶ノ水

への移転を実施した。（平成 25年 3月末） 

○ 野木レーダーステーションについては、財務省（九州財務局鹿児島財務事

務所）との調整を進め、国庫納付に向けた措置事項（図面作成・建物調査

等）を完了し、第３期中期目標期間に国庫納付することを明記した。 

○ 鳩山宿舎については、財務省等と国庫納付の調整を行っていたが、鳩山町

からの要請を受け、東日本大震災の被災者住居として鳩山町へ無償貸与し

ている。 

 

【一般管理費の削減状況】 

（単位：千円） 

 物件費 人件費（管

理系） 

合計 削減率 

平成 19年度 2,469,578 4,246,120 6,715,698 － 

平成 20年度 2,386,983 4,116,388 6,503,370 3.2% 

平成 21年度 1,796,559 3,977,508 5,774,067 14.0% 

 

○ 事業所等の廃止・縮小・統合等を行い、中期計画

期間中、一般管理費を１５％以上、事業費を５％以

上削減し、目標を達成するなど、諸目標への取組は

おおむね順調と評価できる。合理化、効率化への取

組が評価できる。今後も、固定費化されつつある経

費にメスを入れ、聖域の無い効率化の推進を期待す

る。 

○ 東京事務所と大手町分室を御茶ノ水へに移転する

など、合理化、効率化への取組は評価できる。ただ

し、こうした移転をはじめとする努力は、国民に十分

伝わっていないとの懸念もある。東京事務所は機構

の顔の一つでとなっていたはずであり、その移転は

もっと周知されるべきであった。 
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ついて国庫納付に向けた調整を進めるな

ど、遊休資産の処分等を進めたか。 

 

平成 22年度 1,652,978 4,165,822 5,818,800 13.4% 

平成 23年度 1,854,117 4,029,166 5,883,283 12.4% 

平成 24年度 1,889,523 3,818,399 5,707,922 15.0% 

 

【事業費の削減状況】 

（単位：千円） 

 物件費 人件費 合計 削減率 

平成 19年度 71,135,908 18,957,816 90,093,724 － 

平成 20年度 69,166,209 19,090,302 88,256,511 2.0% 

平成 21年度 69,868,332 18,158,015 88,026,347 2.3% 

平成 22年度 69,334,445 17,973,164 87,307,609 3.1% 

平成 23年度 69,019,033 17,441,334 86,460,367 4.0% 

平成 24年度 67,654,188 17,273,487 84,927,675 5.7% 

 

 

【実物資産】 

（保有資産全般の見直し） 

○ 実物資産について、保有の必要性、資産

規模の適切性、有効活用の可能性等の

観点からの法人における見直し状況及

び結果は適切か。 

○ 見直しの結果、処分等又は有効活用を

行うものとなった場合は、その法人の取

組状況や進捗状況等は適切か。 

○ 「勧告の方向性」や「独立行政法人の事

務・事業の見直しの基本方針」、「独立行

政法人の職員宿舎の見直し計画」、「独

立行政法人の職員宿舎の見直しに関す

る実施計画」等の政府方針を踏まえて、

宿舎戸数、使用料の見直し、廃止等とさ

れた実物資産について、法人の見直しが

適時適切に実施されているか（取組状況

や進捗状況等は適切か）。 

 

（資産の運用・管理） 

【実物資産の保有状況】 

○ 処分又は有効活用等の取組状況／進捗状況 

政府方針等により個別に指摘を受けたものについての進捗状況は以下のとお

り。 

・東京事務所と大手町分室については、平成 24 年度末にそれらの機能の統合

を図った上で御茶ノ水への移転を完了した。（既述） 

・パリの駐在員事務所については、科学技術振興機構及び日本原子力研究開

発構のパリ事務所と、次期賃貸借契約更新時（平成 26 年５月）までに共用化

することとし、具体的な協議を継続中。 

・ワシントン駐在員事務所については、日本原子力研究開発機構のワシントン

事務所と、次期賃貸借契約更新時（平成 27 年３月）までに共用化することと

し、具体的な協議を継続中。 

 

○ 政府方針等により、処分等することとされた実物資産についての処分等の

取組状況／進捗状況 

・野木レーダステーションについては、国庫納付に必要な財務省からの措置依

頼事項への対応を完了し、国庫納付に向けて手続きを実施した。（敷地の一

部は、重要財産として売却の調整を行うこととした。）（既述） 

・鳩山宿舎については、23 年度に引き続き東日本大震災の被災者及び原発事

故に伴う避難者を受け入れる応急仮設住居として有効活用することとし、国
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○ 実物資産について、利用状況が把握さ

れ、必要性等が検証されているか。 

○ 実物資産の管理の効率化及び自己収入

の向上に係る法人の取組は適切か。 

 

 

庫納付に向けた調整を一時中断し、平成 26年 3月 31日まで埼玉県鳩山町

に無償貸与している。（既述） 

・小笠原宿舎については、国庫納付に向けた調整を開始した。 

 

○ 基本方針において既に個別に講ずべきとされた施設等以外の建物、土地

等の資産の利用実態の把握状況や利用実態を踏まえた保有の必要性等

の検証状況 

減損の兆候確認作業の一環として、取得時よりも稼働率が低下している（５

０％以上）資産の有無等について資産使用責任者に確認を行っており、減損

が確認された資産については財務諸表に注記している。また、施設・設備連絡

会議において、施設・設備の整備、老朽化更新、休廃止に係る計画の見直し

作業を継続的に行っており、実態を踏まえた保有の必要性等の検証を行って

いる。 

 

○ 見直し実施計画で廃止等の方針が明らかにされている宿舎以外の宿舎及

び職員の福利厚生を目的とした施設について、法人の自主的な保有の見

直し及び有効活用の取組状況 

宿舎見直しの政府方針を踏まえ、小笠原宿舎の廃止に向けて所要の手続き

を行った。また、宿舎貸与要件の見直しに着手した。 

 

○ 実物資産の管理の効率化及び自己収入の向上に係る法人の取組 

機構の資産管理業務については、その一部を、専門的知識と実務経験を有す

る民間業者に委託しており、業務の合理化・効率化を図っている。 

 主たる自己収入として、施設設備供用によるものが約３億円となっているほ

か、知的財産収入が約１．９億円であり独立行政法人としてトップクラスのもの

となっている。 

 

【金融資産の保有状況】 

該当なし。 

【知的財産等】 

（保有資産全般の見直し） 

○ 特許権等の知的財産について、法人に

おける保有の必要性の検討状況は適切

か。 

○ 検討の結果、知的財産の整理等を行う

【知的財産の保有の有無及びその保有の必要性の検討状況】 

○特許権７１５件、商標権６１件を保有している。 

○保有の必要性については、取得から７年を迎える前に権利維持の要否確

認を行い、実施許諾の可能性を踏まえ必要性を検討している。 

 

【知的財産の整理等を行うことになった場合には、その法人の取組状況／進捗
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ことになった場合には、その法人の取組

状況や進捗状況等は適切か。 

（資産の運用・管理） 

○ 特許権等の知的財産について、特許出

願や知的財産活用に関する方針の策定

状況や体制の整備状況は適切か。 

○ 実施許諾に至っていない知的財産の活

用を推進するための取組は適切か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

状況】 

○権利維持の要否確認を行った結果、平成 24年度において特許 92件を放

棄した。 

 

【出願に関する方針の有無】 

○研究開発成果の社会還元及び産業発展への寄与のため、知財活用の拡

大を目指し、事業化評価を行ったうえで事業化の見込みのあるものについ

て特許出願する方針である。 

 

【出願の是非を審査する体制整備状況】 

○平成 20 年度以降、特許出願あたって、事業化評価を導入しており、特許

コーディネーターが、市場の存在、事業化に要する時間等の観点から、出

願の是非を評価している。 

 

【活用に関する方針・目標の有無】 

○知的財産を、企業や大学等に利用許諾することにより、宇宙航空分野の

裾野を拡大し、産業基盤及び国際競争力の強化に資する。具体的には、

中期計画に沿ってライセンス供与件数 50 件/年以上を目標としてマッチン

グ活動を実施している。 

 

【知的財産の活用・管理のための組織体制の整備状況】 

○特許コーディネーターの活用ことにより、企業や自治体へ積極的に技術紹

介を行うとともに、技術移転マッチングフェアを活用し、特許等や成功事例

の紹介を実施した。 

 

【実施許諾に至っていない知的財産について】 

①原因・理由 

機構は、中長期的な宇宙航空ミッションを達成するために必要な研究開発を

実施するため、そのまま企業が利用できる汎用技術が限られる。 

②実施許諾の可能性 

企業は自社技術の売り込みに積極的な一方、他社技術の導入には消極

的であり、とりわけ大企業では他社ライセンス技術を使用することが事業展

開の支障となる可能性が高いため、基本的には自前主義をとるところが多い

状況である。 

上記の状況ではあるが、引き続き事業化の見込みがあるものに絞り込ん
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【会費】 

○ 法人の目的・事業に照らし、会費を支出し

なければならない必要性が真にあるか（特

に、長期間にわたって継続してきたもの、

多額のもの）。 

○ 会費の支出に見合った便宜が与えられて

いるか、また、金額・口座・種別等が必要最

低限のものとなっているか（複数の事業所

から同一の公益法人等に対して支出され

ている会費については集約できないか）。 

○ 監事は、会費の支出について、本見直し

方針の趣旨を踏まえ十分な精査を行って

いるか。 

○ 公益法人等に対し会費（年 10 万円未満

のものを除く。）を支出した場合には、四半

期ごとに支出先、名目・趣旨、支出金額等

の事項を公表しているか。 

 

だ特許出願やマッチング活動、追加研究等を通じて知的財産活用の拡大を

図る。 

③維持経費等を踏まえた保有の必要性 

取得から７年を迎える前に、当該発明の担当本部と産業連携センターにて

権利維持の要否に係る評価・確認を行い、ライセンスの可能性がない等の場

合には、権利維持を停止することを基本としている。 

④保有の見直しの検討・取組状況 

③のとおり。 

⑤活用を推進するための取組 

活用については、ライセンス供与 50 件/年を目標に、マッチング活動、追加

研究等を実施している。マッチングにあたっては、特許コーディネーターを活

用することにより、積極的に企業や自治体へ技術紹介を行うと共に、技術移

転マッチングフェアを活用し、特許等や成功事例の紹介を行っている。また、

宇宙ブランドの付与による企業イメージアップも行っている。 

 

【会費の見直し状況】 

会費の取扱に関する規定を定め、 

・機構の業務と密接不可欠な関係にあること 

・その支出によって機構全体の業務の効率化、質の向上に資すること 

・支出する額がそれにより得られる便益に見合っていること 

の該否について総点検を行い、原則一団体に対して一口として見直しを行っ

た。 

また、公益法人等への支出については総務部長が機構全体の支出計画を

策定し、その範囲内で支出することとした。 

 

月次決算の報告の中で、学会等負担金及び会費の明細について報告を受け、

内容を十分精査している。 

 

「文部科学省独立行政法人からの公益法人等に対すある会費支出の基準につ

いて」に則り、四半期毎に公益法人等の名称、口数、支出金額、名目・趣旨等を

公表し、二口以上の場合にはその理由も公表している。 
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【（小項目）2－2－2】 (2)人件費の合理化・効率化 【評定】          Ａ 

 【法人の達成すべき目標（計画）の概要】 

「行政改革の重要方針」（平成 17年 12月 24日閣議決定）及び「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する

法律」（平成 18年法律第 47号）において削減対象とされた人件費については、平成 22年度までに平成 17年度の人件費と比較し、

５％以上削減するとともに、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針 2006」（平成 18年 7月 7日閣議決定）に基づき、人件費改

革の取組を平成 23年度まで継続する。 

H２０ H２１ H２２ H２３ 

Ａ Ａ Ａ A 

実績報告書等 参照箇所 

H-57 

評価基準 実績 分析・評価 

（評価の視点） 

○役職員の給与・退職金等については、引き

続き「独立行政法人整理合理化計画」（平

成 19年 12月 24日閣議決定）を踏まえ、

その業績及び勤務成績等を一層反映させ

ているか。 

○理事長の報酬については、各府省事務次

官の給与の範囲内としているか。役員の

報酬については、個人情報の保護に留意

しつつ、個別の額を公表しているか。 

○職員の給与水準については、機構の業務

を遂行する上で必要となる事務・技術職員

の資質、人員配置、年齢構成等を十分に

考慮した上で、国家公務員における組織

区分別、人員構成、役職区分、在職地

域、学歴等を検証するとともに、類似の業

務を行っている民間企業との比較等を行

った上で、国民の理解を得られるか検討

を行い、これを維持する合理的な理由が

ない場合には必要な措置を講じている

か。 

○職員の給与については、速やかに給与水

準の適正化に取り組み、平成22年度にお

いて事務・技術職員のラスパイレス指数が

120 以下となることを目標とするとともに、

検証や取組の状況について公表している

 

○ 人事考課のうちの実績考課（業績）を期末手当（６月、１２月）に、総合考課

（勤務成績）を昇給（１０月）に反映した。また、独法評価結果についても基準

に従い、期末手当・退職金への反映を行った。なお理事長による内部評価

の結果を所属長の人事考課に反映した。 

○ 理事長の報酬は、各府省事務次官の給与の範囲内とした。平成２４年６月

に公開ホームページにおいて役員の報酬を公表した。 

 

【ラスパイレス指数（平成２４年度実績）】 

○ 専門業務手当を主任手当に改変し、段階的に引下げを実施するとともに、

職責手当の引下げを継続して実施し、引き続きラスパイレス指数を下げるよ

う努めた。また、「国家公務員給与の改定及び臨時特例に関する法律」に対

応し、給与の減額見直しを実施した。（法人の自律的・自主的な労使関係の

中で年度途中に見直しを行ったため、ラスパイレス指数は１２６．４となった

が、４月から減額を行った場合のラスパイレス指数は１１８．２に相当） 

○ 機構の業務は、最先端技術を取り扱う企業等との契約交渉、契約締結業

務に加え、プロジェクト全体の企画・立案・調整等、先端的な宇宙航空分野

の技術マネジメントに係る業務が組織の重要な要素をなしている。このよう

な特殊な業務を遂行するため、高度な専門性（高学歴者割合の増加要因）

と豊富な経験を持ったプロジェクトリーダーやマネジメント活動を行う人材を

多く投入する必要があり、相当数の技術系管理職（管理職割合の増加要

因）を擁さざるを得ない。一方、機構は産学官と多岐にわたり密接に連携し

て業務を行う必要があることから、都市部に在勤する比率が高くなってい

る。（１級地、２級地、３級地の在勤割合、機構：７９．２％、国：４４．０％）ま

た、ロケットや人工衛星の打上げを担う事業所が鹿児島県の種子島にあり、

その業務に携わる職員が常駐している。種子島は特地勤務手当支給地に

 

○ 人件費の削減を達成するための取組が、機構の業

務遂行を妨げることなく適切に行われており、平成 23

年度までに６％以上という人件費削減目標を達成する

など、諸目標への取組はおおむね順調と評価できる。 

○ 給与水準の民間との比較も重要であるが、各種諸手

当すべてを民間と比較し、適正化することも必要であ

る。一方で、研究職については、国際水準との比較が

必要であり、報酬、インセンティブ、最先端の研究環

境、表彰など総合的な施策により、優秀な人材の海外

流出防止や新たな人材の確保に取り組むことも重要

である。 
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か。 

○「行政改革の重要方針」（平成 17 年 12 月

24 日閣議決定）及び「簡素で効率的な政

府を実現するための行政改革の推進に関

する法律」（平成 18 年法律第 47 号）にお

いて削減対象とされた人件費について

は、平成 22年度までに平成 17年度の人

件費と比較し、５％以上削減するとともに、

「経済財政運営と構造改革に関する基本

方針 2006」（平成 18 年 7 月 7 日閣議決

定）に基づき、人件費改革の取組を平成

23 年度まで継続したか。ただし、今後の

人事院勧告を踏まえた給与改定分、及

び、所定の任期付職員の人件費について

は、削減対象から除く。 

 

【給与水準】 

○給与水準の高い理由及び講ずる措置（法

人の設定する目標水準を含む）が、国民に

対して納得の得られるものとなっている

か。 

○法人の給与水準自体が社会的な理解の

得られる水準となっているか。 

○国の財政支出割合の大きい法人及び累積

欠損金のある法人について、国の財政支

出規模や累積欠損の状況を踏まえた給与

水準の適切性に関して検証されているか。 

 

【諸手当・法定外福利費】 

○ 法人の福利厚生費について、法人の事

務・事業の公共性、業務運営の効率性及

び国民の信頼確保の観点から、必要な見

直しが行われているか。 

 

該当するため、国と支給基準は同じであるものの、当該手当の支給対象者

の割合が、国家公務員の０．７３％に対し、当機構は４．５７％と高くなってい

る。 

○ 対国家公務員の指数が 126.4 となっているが、これは国家公務員の臨時

特例措置に準じた給与の引き下げについて、国家公務員と同等に行ったも

のの、その実施時期の違いにより一時的に増加したものであり、この影響を

除いた場合の比較指標は 118.2であり、前年度と比較して 0.6ポイント減少

した。 

○ 人件費削減については今年度は対象ではないが引き続き人件費改革を進

めていく。 

○ 給与水準については、適正な給与水準の確保に向けて、引き続き取り組む

こととしている。（なお、中期計画に基づき、航空宇宙関係の民間事業者に

対する給与水準を平成２３年度において調査した。民間との比較に当たって

は、当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い、当法人の給与を航空宇宙

関連企業の給与水準に置き換えた場合の給与水準を１００として、当法人が

現に支給している給与費から算出される指数は、９８．４であった）。 

○ 累積欠損金が平成２４年度末で５１億円生じているが、これは過年度に補

助金を財源として資金投入された流動資産（貯蔵品等）が事業の用に供され

費用化した結果生じる、費用と収益の計上時期のズレ等によるものである。

これは、独立行政法人会計基準に従った結果であり、給与水準が高いことと

は無関係である。 

 

【福利厚生費の見直し状況】 

○ 目的や必要性等を勘案して、共済会への事業主負担分の廃止、一部の事

業所で配布していた食堂施設利用補助券の廃止等必要な見直しを行った。 

 

【諸手当】 

○ 専門業務手当（月額５２，０００円）を廃止して、新たに主任手当として月額２

６，０００円を設けた。経過措置として暫定専門業務手当を設け、平成２４年

３月から平成２５年３月までは月額２６，０００円を支給し、平成２５年４月か

ら平成２６年３月までは月額１３，０００円を支給することとし、段階的な引下

げを実施した。 

【リクリエーション費】 

○ なし 
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【（中項目）2－3】 3.情報技術の活用 【評定】          Ｂ 

 

【法人の達成すべき目標（計画）の概要】 

情報技術及び情報システムを用いて研究開発プロセスを革新し、セキュリティを確保しつつプロジェクト業務の効率化や信頼性向

上を実現する。あわせて、政府の情報セキュリティ対策における方針を踏まえ、適切な情報セキュリティ対策を推進する。 

また、平成 19年度に策定・公表した「財務会計業務及び管理業務の業務・システム最適化計画」を実施し、業務の効率化を実現す

ると共に、スーパーコンピュータを含む情報インフラを整備する。 

H２０ H２１ H２２ H２３ 

Ａ Ａ Ａ A 

実績報告書等 参照箇所 

H-61 

評価基準 実績 分析・評価 

（評価の視点） 

○情報技術及び情報システムを用いて研究

開発プロセスを革新し、セキュリティを確保

しつつプロジェクト業務の効率化や信頼性

向上を実現しているか。 

○平成 19 年度に策定・公表した「財務会計

業務及び管理業務の業務・システム最適

化計画」（平成 23 年度に改訂）を実施し、

業務の効率化を実現すると共に、スーパ

ーコンピュータを含む情報インフラを整備し

たか。 

○政府の情報セキュリティ対策における方針

を踏まえ、適切な情報セキュリティ対策を

推進しているか。 

○ 情報漏洩事案については、事案の分析を

踏まえより確実な情報セキュリティ対策を

実施し、再発を防止する対策がとられてい

るか。 

 

１）プロジェクト支援の情報化 

○ 宇宙輸送系などのプロジェクトにおける研究開発プロセスの情報化を推進す

るとともに、数値シミュレーション技術の活用による課題解決を 25 件実施し、

プロジェクト業務の効率化や信頼性向上に貢献した。（代表例：基幹ロケット

高度化プロジェクトにおける推進剤の流れ解析、リアルタイムOSのフライト実

証及び利用） 

 

２）業務運営支援の情報化 

○ 平成 23年度に改訂した「財務会計業務及び管理業務の業務・システム最適

化計画」に基づき、業務運営のさらなる効率化と合理化を推進した。特に 24

年度は、管理系システムの仮想化サーバへの集約化を図った。 

 

３）情報インフラの整備・運用 

○ セキュリティを確保したコミュニケーション環境の維持・運用の一環として、

「JAXA 共通電話サービス」が未整備の小事業所（大樹町、あきる野）への展

開を行い、24年度をもって本システムの整備作業をすべて完了した。 

○ 機構のプロジェクトにおける大規模計算を支えるスーパーコンピュータの運

用において、国内トップレベルの CPU 利用率（約 93%）を実現した。また、次

期中期計画において必要となるスーパーコンピュータの要求仕様を確定し、

次期調達に向けた手続きに着手した。 

 

４）情報の蓄積と活用 

○ 機構が有する技術情報などの共有環境について、情報の蓄積と活用の一

層の高度化を図るための技術情報管理支援システムの維持・運用を行った。

24 年度は、22 年度にサービスを開始した一括検索システムの機能を改善

し、資料の検索時間を従来に比べて半分にした。 

 

○ H23年度及び 24年度にウイルス感染事案が発生

し、さらに、25 年 4 月、外部ユーザ対応用のサーバ

ーへの不正アクセスが判明した。最先端科学技術を

担う国の最高レベルの機関がサイバー攻撃による被

害を受けたことは、極めて残念である。情報セキュリ

ティ対策には不十分な面がまだ見受けられ、国を代

表する国際的な研究開発機関として未熟な面があ

る。 

○ 情報セキュリティの強化は極めて重要であり、安全

保障面からも事態を深刻に受け止め、一段と確実な

対策が望まれる。世界からのハッキングの対象とな

っているという危機意識を全職員が持ち続けなけれ

ば、防御は難しい。徹底した未然防止策の実施と、

早期発見等の被害を最小化する取組が急務であ

る。また、内部からの流出もあり得るという前提で、

職員の不正行為の防止策を策定すべきである。 

〇 数値シミュレーション技術の活用により、プロジェク

ト業務の効率化や信頼性向上を実現するなど、その

他の諸目標への取組はおおむね順調と評価できる。 

〇 数値シミュレーション技術は、研究開発そのもので

あり、本項目への分類が妥当かどうか、検討の必要

がある。 

 

 



項目別－52 

 

５） 情報セキュリティ対策 

○ 全役職員を対象としたセキュリティ web講習、情報システム部署責任者等を

対象にした集合講習を実施するとともに、機構が保有する 27の情報システム

に対して情報システム基準に基づく確認を行い、改善計画を作成した。 

○ 平成 23 年度のウイルス感染事案を受け、各種対策を策定し順次実施した

結果、従来のウイルス対策ソフトでは発見できなかった未知のウイルスを 22

件検知するなど、ウィルス感染リスクの低減が図れた。 

○ 平成 24 年 11 月に標的型攻撃による新たなウイルス感染事案、さらに平成

25 年 4 月、機構の外部ユーザー対応用のサーバーへの不正アクセスを許し

たことが判明した。事案発生後速やかに情報セキュリティ強化対策チームを

立ち上げ、原因究明及び全社的なセキュリティ強化に取り組んだ。また、平成

25年 7月より体制を強化し、より一層の情報セキュリティ強化に着手した。 
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【（中項目）2－4】 4.内部統制・ガバナンスの強化 

【（小項目）2－4－1】 (1)内部統制・ガバナンスの強化のための体制整備 【評定】          Ｂ 

 【法人の達成すべき目標（計画）の概要】 

監事の在り方等を含む内部統制の体制について検討を行い、情報セキュリティを考慮しつつ、適正な体制を整備する。また、機構の

業務及びそのマネジメントに関し、国民の意見を募集し、業務運営に適切に反映する機会を設ける。 H２０ H２１ H２２ H２３ 

Ａ Ａ Ａ B 

実績報告書等 参照箇所 

H-66 

評価基準 実績 分析・評価 

（評価の視点） 

○ 監事の在り方等を含む内部統制の体制

について検討を行い、情報セキュリティを

考慮しつつ、適正な体制を整備している

か。 

○ 機構の業務及びそのマネジメントに関し、

国民の意見を募集し、業務運営に適切に

反映する機会を設けているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１）内部統制の体制 

①内部統制体制の維持運用 

○ 機構の事業に影響を及ぼし得るリスクを業務の形態、運用状況を踏まえて総

合的に管理するため、職場安全の確保、セキュリティ管理等の「一般業務」とプ

ロジェクト等の「研究開発業務」のそれぞれの業務に対応した内部統制の体制

を維持運用した。 

○ 平成24年1月、三菱電機株式会社の過大請求事案については、速やかに対

策本部を立ち上げ特別調査を実施し、不正行為の具体的な内容を明らかにし

て過払い額を算定するとともに、再発防止策を定め、12 月に報告書を取りまと

めた。また、再発防止策の実効性及びその初期段階の実施に関する意見を得

るために平成 25 年 1 月に外部委員会を設置し 1年程度を目途に報告書を取

りまとめる予定。 

②活動の点検・改善 

○ さらなる改善に向け、リスクマネジメントの必要性、基礎がわかる外部講師に

よる研修を行うと共に、各部署におけるリスク管理について総点検を行い、対

応状況の確認を行うとともに、平成 25 年度に重点的に管理すべきリスクの検

討を行った。 

 

２）国民の意見募集 

○ 機構の公開ホームページにて閲覧者からの意見を収集するとともに、タウンミ

ーティング（計 16回開催）、JAXAシンポジウム（計 3回開催）をはじめとする各

種会合の開催や、「宇宙事業に関する国民の意識調査」を実施し、国民の意見

を幅広く聞く機会を設けた。聴取した意見については理事会議において経営層

が共有し、業務運営に適正に反映する仕組みを維持した。 

 

 

○ 三菱電機による過大請求不正が発生したことは、

極めて残念である。外部に対する丸投げ体質になっ

ていないか、徹底した原因解明と、費用に対する目

利き人材の確保が必要である。 

○ 再発防止策の検討・実施を速やかに実施すべき。

検収者のレベルアップが重要である。また、外部機

関（利害関係のない弁護士など）への不正告発制

度、ヘルプラインの設置など、多面的なリスク対策が

必要である。職員の士気を落とすことのない内部統

制の仕組み作り、環境を醸成することが必要であ

る。一方で、不正をした企業に対しては、相当のペナ

ルティを課し、二度と繰り返させないことが重要であ

る。 

〇 職員による不正経理疑惑については、対策委員会

による調査の結果を待たなければならないとはい

え、事実とすれば悪質であり、それを防止できなかっ

た体制に不十分なところがあったことになる。早急な

調査等が必要である。 

〇 なお、上記以外の諸目標への取組はおおむね順

調と評価できる。 
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【法人の長のマネジメント】 

（リーダーシップを発揮できる環境整備） 

○ 法人の長がリーダーシップを発揮できる

環境は整備され、実質的に機能している

か。 

 

（法人のミッションの役職員への周知徹底） 

○ 法人の長は、組織にとって重要な情報等

について適時的確に把握するとともに、法

人のミッション等を役職員に周知徹底して

いるか。 

 

（組織全体で取り組むべき重要な課題（リス

ク）の把握・対応等） 

○ 法人の長は、法人の規模や業種等の特

性を考慮した上で、法人のミッション達成を

阻害する課題（リスク）のうち、組織全体と

して取り組むべき重要なリスクの把握・対

応を行っているか。 

○ その際、中期目標・計画の未達成項目

（業務）についての未達成要因の把握・分

析・対応等に着目しているか。 

 

（内部統制の現状把握・課題対応計画の作

成） 

○ 法人の長は、内部統制の現状を的確に把

握した上で、リスクを洗い出し、その対応計

画を作成・実行しているか。 

 

 

【リーダーシップを発揮できる環境の整備状況と機能状況】 

◆理事長の指示が適切に実行されることの担保◆ 

人材育成委員会、信頼性推進会議、プロジェクト進捗報告会、理事会議及び個

別事案に対する役員説明を開催し、理事長の指示が適切に反映される仕組み

を構築。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆予算・人事等の決定手続き◆ 

【予算の決定手続き】 

 予算要求及び予算執行ついては、各本部・部等からの要望を経営企画部が集

約・整理し、機構としての実施案をまとめ、経営企画会議による調整、理事会議

による審議を経て、理事長が決定する。 

【人事の決定手続き】 

 職員の人材育成や人材配置に関する基本方針を、理事長が委員長を務める

人材育成委員会において設定する。 

 

◆各本部・部等への権限の委任◆ 

【４本部１研究所２プログラムグループ】 

・機構に４本部１研究所２プログラムグループを設置し、それぞれ責任と裁量権

を有した本部長、所長、統括リーダを配置し運営。 

【プロジェクトチーム】 
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・ミッションを達成する手段として、特定の資源と時間のもと活動を行うプロジェク

トチーム体制を整備し、その成功に第一義的な責任を負うプロジェクトマネージ

ャを配置して事業を遂行。 

【事業共通部門】 

・事業共通部門では、責任と裁量権を有した業務の実施責任者として、システム

ズエンジニアリング業務については総括チーフエンジニア、情報化推進等業務

については情報化統括、安全・信頼性等業務については信頼性統括を配置し、

組織横断的な事業の推進を実施。 

 

◆理事長の補佐体制◆ 

主に経営企画部及び総務部が理事長のマネジメントを補佐。 

【経営企画部】 

 中期的な計画及び業務運営の基本方針の策定、未達成項目に対する分析や

対応、リスクの洗い出しやその対応計画の策定、重要事項に係る総合調整、予

算、並びに機構業務の総合調整及び総合事業計画、総合予算実施計画に係る

進行管理業務 

【総務部】 

 一般業務に関する内部統制の推進、対外連絡調整、組織、競争資金等におけ

る不正防止推進、情報公開対応、法務、コンプライアンス等に係る業務 

 

【組織にとって重要な情報等についての把握状況】【情報連絡・危機管理体制】 

 ロケット・人工衛星の打上げ等の重要なイベント時の確実な情報連絡のため、

情報伝達マニュアルを事前に制定した。また、危機管理については、作業進捗

状況や事故・異常事象の伝達が確実に理事長を含む関係者に行える仕組みを

構築している。 

【プロジェクト事業】 

 プロジェクト進捗報告会の場で、またそれ以外の事業については、経営企画部

のとりまとめによる事業進捗状況報告を行うことで、四半期ごとに機構全体の事

業進捗状況が理事長に直接伝達される仕組みを確立している。 

 

【役職員に対するミッションの周知状況及びミッションを役職員により深く浸透さ

せる取組状況】 

【機構の経営理念、職員の行動規範】 

 ①明文化し、環境報告書、公開ホームページに掲載し公表。 

 ②確実に職員の目に触れるように機構内イントラネットへの掲載（ログインする
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際必ず表示される） 

 ③ポスターの掲示による職員への周知 

【理事長と役職員の意思の疎通を図るための取組】 

 ①機構内イントラネット上に理事長のメッセージを掲載。 

 ②理事長以下、理事のメッセージ掲載したメールマガジンを毎週一回発行。 

 ③階層別研修、機構内シンポジウム/ワークショップの場で直接対話する機会

を設定。 

 



項目別－57 

 

【（中項目）2－4】 4.内部統制・ガバナンスの強化 

【（小項目）2－4－2】 (2)内部評価及び外部評価の実施 【評定】          Ａ 

 【法人の達成すべき目標（計画）の概要】 

事業の実施に当たっては、内部評価及び海外の有識者を適宜活用した外部評価を実施して業務の改善等に努める。内部評価に

当たっては、社会情勢、社会的ニーズ、経済的観点等の要素も考慮して、必要性、有効性を見極めた上で、事業の妥当性を評価す

る。評価の結果は、事業計画の見直し等に的確にフィードバックする。特に、大学共同利用システムを基本とする宇宙科学研究にお

いては、有識者による外部評価を十分に業務運営に反映させる。 

H２０ H２１ H２２ H２３ 

Ａ Ａ Ａ A 

実績報告書等 参照箇所 

H-71 

評価基準 実績 分析・評価 

（評価の視点） 

○事業の実施に当たっては、内部評価及び

海外の有識者を適宜活用した外部評価を

実施して業務の改善等に努めているか。 

○内部評価に当たっては、社会情勢、社会的

ニーズ、経済的観点等の要素も考慮して、

必要性、有効性を見極めた上で、事業の

妥当性を評価しているか。 

○評価の結果は、事業計画の見直し等に的

確にフィードバックしているか。 

○大学共同利用システムを基本とする宇宙

科学研究においては、有識者による外部

評価を十分に業務運営に反映させている

か。 

 

 

○事業の実施に当たって、社会情勢等も踏まえつつ、各階層における内部評価

や外部委員を交えた外部評価の実施を通じて事業の妥当性を評価し、評価

結果を事業計画や研究の見直し等にフィードバックし、業務の改善に努めた。 

・平成 23年度の実績について、約 2 ヵ月間にわたり、研究・プログラムから

部署・組織単位の多様なレベルの内部評価を実施し、独立行政法人評

価委員会に報告。評価結果に対する対応策をとりまとめ、事業計画の見

直し等に反映 

・基盤研究、月・惑星探査プログラム、航空プログラムについては、外部委

員を交えた外部評価において、事業(研究)計画及び成果を評価し、評価

結果を研究の優先順位づけや資金配分に反映するとともに、事業(研究)

計画の見直し等に反映した。 

 

外部委員会等の評価結果の事業計画・業務運営に対する反映状況 

宇宙理学委員会 赤外線天文衛星「あかり」（平成１８年２月打上げ、

平成２３年１１月停波）について、プロジェクト終了

後も科学データ及びプロダクトのアーカイブ作業を

実施するべきとの指摘を受け、アーカイブ作業の

実施体制を整備した。 

研究開発本部外部委

員会（基盤・航空領

域） 

次世代人材育成に努力することが望ましいという

提言に対して、技術研究生・連携大学院生及びイ

ンターンシップ制度を積極的に活用し、人的リソー

スを補うと同時に人材育成に努めた。（研修生・連

携大学院生の受け入れ件数が昨年度比３５％増） 

研究開発本部外部委

員会（宇宙領域） 

ミッションプルとテクノロジープッシュな研究開発に

ついては、機構の経営判断の下に適切な割合で

相互補完していくことが必要との指摘に基づき、テ

クノロジープッシュな研究開発の比重を高めた。 

 

○ 各種外部委員会を設置し、適切な評価が行われて

おり、また、委員会からの指摘を受けて適切な改善

がなされているなど、諸目標への取組はおおむね順

調と評価できる。特に、宇宙科学研究については国

際性も見られるなど、活発な評価が行われている。ま

た 、 宇 宙 理 学 委 員 会 等 の 評 価 に 基 づ き 、

「ASTRO-G」の開発を中止したことは評価できる。 

○ 今後も、外部評価を活用し、プロジェクト執行が既

得権化しないよう、変化に十分対応した業務運営を

期待する。 
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航空プログラムグル

ープ外部評価委員会 

人材育成の視点も含めて大学等との連携をさらに

密に進めるべきとの指摘に対し、大学・企業の賛

同を得て設立された「航空教育支援フォーラム」に

対して、人材育成の観点から機構の成果物を教

育支援ツールとして提供することとした。 

 

○ 宇宙科学研究については、本中期計画期間中の成果について、事前の評

価プロセスを経て、平成 25 年 10 月 24～25 日に海外有識者を交えた外部評

価を実施（委員構成：海外 8 名、国内 8 名）。特に成果の質的妥当性、成果を

生み出すプロセス（組織・制度）、国際活動の展開といった観点から幅広く評価

を受けた。評価結果については、英文の報告書としてとりまとめ、広くインター

ネットで公開するとともに、第 3期中期計画の業務運営に反映。 

○ 上記の外部評価委員会以外に、宇宙科学研究については、外部研究者等

を含む委員会評価を実施し、結果を業務運営に反映した。（宇宙理学委員会

（５回）、宇宙工学委員会（５回）、宇宙環境利用科学委員会（４回）） 
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【（中項目）2－4】 4.内部統制・ガバナンスの強化 

【（小項目）2－4－3】 (3)プロジェクト管理 【評定】           Ａ 

 【法人の達成すべき目標（計画）の概要】 

プロジェクト移行前の研究段階において経営判断の下で適切なリソース投入を行い、十分な技術的リスクの低減（フロントローディ

ング）を実施する。また、プロジェクトへの移行に際しては、各部門から独立した評価組織における客観的評価を含め、その目的と意

義及び技術開発内容、リスク、資金、スケジュールなどについて、経営の観点から判断を行う。プロジェクト移行後は、経営層による

定期的なプロジェクトの進捗状況の確認等を通じて、コストの増大を厳しく監視し、計画の大幅な見直しや中止をも含めた厳格なプロ

ジェクト管理を行う。また、計画の見直しや中止が生じた場合には、経営層における責任を明確化するとともに、原因の究明と再発防

止を図る。 

なお、宇宙開発委員会等が行う第三者評価の結果を的確にフィードバックする。 

H２０ H２１ H２２ H２３ 

Ａ Ａ Ａ A 

実績報告書等 参照箇所 

H-72 

評価基準 実績 分析・評価 

（評価の視点） 

○プロジェクト移行前の研究段階において経

営判断の下で適切なリソース投入を行い、

十分な技術的リスクの低減（フロントロー

ディング）を実施しているか。 

○プロジェクトへの移行に際しては、各部門

から独立した評価組織における客観的評

価を含め、その目的と意義及び技術開発

内容、リスク、資金、スケジュールなどにつ

いて、経営の観点から判断を行っている

か。 

○プロジェクト移行後は、経営層による定期

的なプロジェクトの進捗状況の確認等を通

じて、コストの増大を厳しく監視し、計画の

大幅な見直しや中止をも含めた厳格なプ

ロジェクト管理を行っているか。 

○計画の見直しや中止が生じた場合には、

経営層における責任を明確化するととも

に、原因の究明と再発防止への対策がな

されているか。 

○宇宙開発委員会等が行う第三者評価の結

果を的確にフィードバックしているか。 

 

 

○ プロジェクト移行前の研究段階において、厳しい予算状況の中で事業の優先度

や個々の計画の詳細な内容・リソース配分の適切性などを経営層において総合

判断し、その結果に基づき、設計検討や要素試験の実施等、個々のプロジェクト

の潜在的な技術リスクの低減（フロントローディング）を、２４年度に計４件

（ALOS-3、GOSAT後継機、SELENE-2、SPICA）実施した。 

○ 各部門から独立したチーフエンジニアオフィス及び経営企画部等による客観的

評価を含め、目的と意義、技術開発内容、リスク、資金、スケジュールなどにつ

いて、経営審査を実施し、その結果について理事会議に附議を行い、「ジオスペ

ース探査衛星プロジェクト」について「プロジェクト移行」を決定した。 

○ プロジェクト移行後は、四半期ごとにプロジェクトマネージャから理事長へ、プロ

ジェクトの進捗状況、資金状況、技術課題等を直接報告（４回開催 計４６件）し、

経営層が厳しくコストを管理するとともに、計画の継続可否・見直し要否等の確

認を行うなど厳格なプロジェクト管理を行った。この結果、２４年度に計画変更が

必要とされた６つのプロジェクトについて、計画変更審査を行い経営層における

責任の明確化と原因の究明、再発防止を図った。 

○ プロジェクトを終了した「ＬＮＧプロジェクト」「Ｈ-ⅡB プロジェクト」「HTV プロジェ

クト」ついて、平成 23 年度に制度化した「プロジェクト終了審査」を実施し、目標

達成状況、資源投入妥当性及び機構横断的に承継すべき教訓・知見の識別状

況等の結果について組織経営の視点から評価を行い、その結果を理事会議に

附議し、プロジェクトの終了を決定した。 

○24 年度は、航空分野の「静粛超音速機技術の研究開発」に関して、科学技術・

学術審議会航空科学技術委員会の中間評価を受け、「ICAO（国際民間航空機

 

○ プロジェクト移行前の計画の適切性などの評価、

プロジェクト移行の決定、移行後の進捗状況やコス

ト管理などが適切に実施されるなど、諸目標への

取組はおおむね順調と評価できる。終了プロジェク

トについても審査・評価が行われており、マネジメ

ント体制は整備されてきたと評価できる。 

○ 一方、LNG プロジェクト開発における遅延、予算

オーバーや、ALOSと ALOS２との間に空白を発生

させている目標設定自体の問題など課題もある。

プロジェクト移行前のリスク低減検討自体の課題に

ついても検証すべきである。 
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関）のソニックブーム基準策定に本研究成果を積極的に反映すべき」などの評

価結果に対し、ICAO の超音速機タスクグループのメンバとして会議に参加す

ることで研究の成果を積極的に反映させるとともに、平成 26年に開催予定のソ

ニックブーム国際ワークショップの日本側の幹事となるなど、的確に反映した。

なお、宇宙開発委員会の第三者評価は本年度は実施されなかった。 

（組織全体で取り組むべき重要な課題（リス

ク）の把握・対応等） 

○ 法人の長は、法人の規模や業種等の特

性を考慮した上で、法人のミッション達成を

阻害する課題（リスク）のうち、組織全体と

して取り組むべき重要なリスクの把握・対

応を行っているか。 

○ その際、中期目標・計画の未達成項目

（業務）についての未達成要因の把握・分

析・対応等に着目しているか。 

 

 

 

 

 

 

 

（内部統制の現状把握・課題対応計画の作

成） 

○ 法人の長は、内部統制の現状を的確に把

握した上で、リスクを洗い出し、その対応計

画を作成・実行しているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【組織全体で取り組むべき重要な課題（リスク）に対する対応＊状況】 

【プロジェクト等業務】 

○ プロジェクト毎のリスク管理計画 を策定し、リスクの識別と対応策の設定を行

っている。リスク管理は、通常は、プロジェクト内で行っているが、経営レベルに

報告され、機構レベルで対応が必要とされたものについては、個別に経営層が

指示、対処することとしている。 

○ 信頼性に関する機構全体の重要課題等に関しては、理事長を本部長とする

信頼性推進本部に信頼性推進会議を設置し、理事長が議長として会議を運

営、方針決定を行うことで、機構全体の方向付け、各所管への展開を行ってい

る。 

 

【その他の業務】 

○ 重点的に管理すべきリスク、それぞれのリスクに対応したリスク縮減活動、及

びリスク縮減活動の担当部署をリスク管理表にとりまとめ、管理を行っている。 

○ 大規模地震発生時のリスクも重点的に管理すべきリスクとして抽出し、事業継

続計画の設定、維持改訂を行っている。 

 

【未達成項目（業務）についての未達成要因の把握・分析・対応状況】 

【プロジェクト等業務】 

○ プロジェクト移行時に経営審査を実施し、その中で、想定されるリスクの識別

や対処方針の妥当性についても審査及び判定。 

○ プロジェクト移行後は、定期的にプロジェクト業務の状況を経営層に直接報告

する場を設け、経営レベルで進捗状況や問題の把握・対策指示ができる仕組

みを確立している。 

 

【その他の業務】 

○ 四半期毎に進捗状況報告が行われ、経営層による問題点の把握と対策指示

ができる仕組みを確立している。 

 

【内部統制のリスクの把握状況】 
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【監事監査】 

○ 監事監査において、法人の長のマネジメ

ントについて留意しているか。 

○ 監事監査において把握した改善点等につ

いて、必要に応じ、法人の長、関係役員に

対し報告しているか。その改善事項に対す

るその後の対応状況は適切か。 

○ 機構の事業に影響を及ぼすリスクを業務の形態、運用状況を踏まえて総合的

に管理するため、機構全体に共通して存在する労務管理業務、セキュリティ管

理業務等の「一般業務」と「プロジェクト等」のそれぞれに対応した内部統制の

体制を維持運用した。 

 

【プロジェクト等業務】 

○ プロジェクトマネジメント規程に則り、プロジェクトの確実な実施を目指して、管

理を行った。 

 

【その他の業務】 

○ 一般業務においては、機構全体として重点的に管理すべき複数の代表的なリ

スクを抽出した。 

○ 平成 24 年度の一般業務における重要リスクとしては、所属長等へのヒアリン

グ調査等を基に、機構の事業目標の達成を阻害するリスクを１０の項目（人材

育成、職場安全、ICT・セキュリティ、環境経営、法令違反等、不正行為、災害

など）に分類した。 

 

【内部統制のリスクが有る場合、その対応計画の作成・実行状況】 

【プロジェクト等業務】 

○ プロジェクト移行時に経営審査を実施し、その中で想定されるリスクの識別や

対処方針の妥当性についても審査・判定を行っている。また、プロジェクト移行

後は、定期的にプロジェクト業務の状況を経営層に直接報告する場を設け、経

営レベルでの進捗確認や問題点の把握・対策指示ができる仕組みを確立して

いる。 

 

【その他の業務】 

○ 抽出されたリスク及びその縮減活動をリスク管理表としてまとめ、組織目標等

の進捗管理体制に組み込んだリスク縮減活動を実施した。各担当部における、

日常的なモニタリングのほか、年度末における達成状況の確認を行った。この

ようにリスクマネジメントには充分取り組んだものの、24 年度は 25 年度に入っ

てからリスクの顕在化したものを含め事案が３件発生した。これらの事案を踏ま

えて内部統制体制の実効性を高める。 

 

【監事監査における法人の長のマネジメントに関する監査状況】 

○ 通知された監査計画に基づき、以下の監事監査を受け、業務運営及び財務
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諸表等の監事監査結果のまとめた「監事報告書」により、適正とされた。 

１．業務運営の監査 

（１）理事長・副理事長との四半期毎の意見交換 

（２）業務運営上の重要会議への出席 

（３）部長等からの業務運営状況・課題等の聴取 

（４）重要監査事項の監査 

・政府により独立行政法人において講ずべきとされた措置の実施状況 

・内部統制の状況 

（５）契約の適正化、資産の見直しの監査 

（６）主要事業所等における業務の実施状況等に係る現地監査 

（７）一般共通部門、事業共通部門、研究開発部門の監査 

（８）重要な管理状況の確認 

安全管理、セキュリティ管理、情報システム管理 

 

２．財務諸表等の監査 

【監事監査における改善点等の法人の長、関係役員に対する報告状況】 

○ 四半期毎に監事と理事長との定期的会合を開催し、機構の運営方針、課題等

を確認するとともに、監査状況や監査結果について意見交換を行った。また、

理事会議等業務運営上の重要会議において監事より意見を受けている。 

 

【監事監査における改善事項への対応状況】 

○ 過年度を含め、適正であるとの監事報告を受けている。 
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【（中項目）2－4】 4.内部統制・ガバナンスの強化 

【（小項目）2－4－4】 (4)契約の適正化 【評定】          Ｂ 

 【法人の達成すべき目標（計画）の概要】 

「独立行政法人整理合理化計画」を踏まえ、機構の締結する契約については、真にやむを得ないものを除き、原則として一般競争入

札等によることとする。また、同計画に基づき、機構が策定した随意契約見直し計画に則り、随意契約によることができる限度額等の

基準を国と同額とする。 

一般競争入札等により契約を締結する場合であっても、真に競争性、透明性が確保されるよう留意する。随意契約見直し計画の実

施状況を含む入札及び契約の適正な実施については、監事による監査を受けるとともに、財務諸表等に関する監査の中で会計監査

人によるチェックを要請する。また、随意契約見直し計画の実施状況を Webサイトにて公表する。 

H２０ H２１ H２２ H２３ 

Ａ Ａ Ａ B 

実績報告書等 参照箇所 

H77 

評価基準 実績 分析・評価 

（評価の視点） 

○ 「独立行政法人整理合理化計画」を踏ま

え、機構の締結する契約については、真に

やむを得ないものを除き、原則として一般

競争入札等によることとしているか。 

○ 同計画に基づき、機構が策定した随意契

約見直し計画に則り、随意契約によること

ができる限度額等の基準を国と同額として

いるか。 

○ 一般競争入札等により契約を締結する場

合であっても、真に競争性、透明性が確保

されるよう留意しているか。 

○ 随意契約見直し計画の実施状況を含む

入札及び契約の適正な実施については、

監事による監査を受けるとともに、財務諸

表等に関する監査の中で会計監査人によ

るチェックを要請しているか。 

○ 随意契約見直し計画の実施状況を Web

サイトにて公表しているか。 

 

○過大請求問題については、原因究明と抜

本的な再発防止策が望まれる。過大請求

を見抜けなかったことを教訓に、内部統制

やガバナンスについて一層の改善がなさ

（随意契約の見直し状況） 

○契約監視委員会の提言（「ロケット打上げサービス契約の有無により、各年度に

おける全体の随意契約の金額が大きく変動するという特殊事情がある。したがっ

て、今後、随意契約割合の実績を評価するに当たっては、この特殊事情を考慮

することが適切と判断する。」）に基づき、平成２４年度の契約実績における随意

契約割合（金額比）は２０．９％であり、随意契約見直し計画上の随契割合目標

値（３７．３％）を達成した。なお、「独立行政法人整理合理化計画」に基づき策定

した随意契約見直し計画に則り、随意契約によることができる限度額等は国の基

準は国と同額としている。 

 

（競争性・透明性の確保） 

○競争契約について、公告を行う前に契約担当者がチェックシートを用いて、競争

を妨げる要因がないか自己点検を行う取組を実施。また、競争契約にかかる仕

様書を受領した業者を対象に、調達手続きに競争を阻害する要素がなかったか

を調査するために、ウェブアンケートを実施。 

○電子入札システム・調達情報メール配信サービスにより、競争性・透明性の拡大

を図った。 

 

（契約監視委員会による点検、監事監査の状況） 

○契約審査委員会の審査結果（契約相手方選定理由の妥当性、１者応札・応募ま

たは９５％以上の高落札率案件等）について監事に報告し、契約内容や調達方

式・契約相手方選定理由に対する質問への回答等必要な対応を行った。 

○監事及び外部有識者で構成する契約監視委員会により、随意契約等見直し計画

の実施状況フォローアップとして、平成２４年度の随意契約及び一者応札・応募

○ 三菱電機による過大請求不正が発生したこと

は、極めて残念である。外部に対する丸投げ体

質になっていないか、徹底した原因解明と、費用

に対する目利き人材の確保が必要である。 

○ 検収者のレベルアップが重要である。 

○ 一般競争入札を原則化して実施しても、実際は

一者応札の割合が極めて高い。高度な技術を隠

れ蓑にして排他的な利権構造が出来ていないか

危惧される。一般競争入札は、コストメリットだけ

でなく、国内企業の宇宙開発技術レベルを向上さ

せる機会という認識も必要である。また、一者応

札の低減のため、より積極的に汎用・一般部品

の活用を開発者に働きかけることも必要である。 

○ 職員による不正経理疑惑については、対策委

員会による調査の結果を待たなければならない

とはいえ、事実とすれば悪質であり、それを防止

できなかった体制に不十分なところがあったこと

になる。早急な調査等が必要である。 

○ 職員による不正疑惑が事実だとすれば、機構と

しての職員教育や管理体制に関して不十分なも

のがあったと思われる。契約の形式にこだわるだ

けで無く、運用する職員の理解と体制作りも考え

る必要がある。 

〇 なお、上記以外の諸目標への取組はおおむね
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れているか。 

 

案件の点検を受け、今後の同種の契約の調達方式や仕様書の表現方法の見直

し等必要な対応を行った。 

 

（契約の適正性にかかるウェブサイト公表状況） 

政府方針等に則って公開することとしていた契約情報について、以下のとおりウエ

ブサイト上に公表した。 

①少額随契基準を超える全ての契約（機構の行為を秘密にする必要があるものを

除く）について調達方式、契約相手方、随意契約理由等の情報を契約締結から７

２日以内に公表した。 

②上記に加え、一定の関係を有する法人との取引状況にかかる情報についても契

約締結から７２日以内に公表した。 

③契約監視委員会における審議概要について、平成２３年度分を平成２４年７月に

公表した。平成２４年度分は平成２５年度に公表予定。 

④競争契約について仕様書を受領した業者を対象に実施したウェブアンケートの結

果を平成２４年７月に公表した。 

 

特記事項（過大請求事案への対応状況） 

①平成２４年１月、三菱電機株式会社から、当機構との契約において費用の過大

請求を行っていたとの報告を受けた。契約の適正性確保の観点から、機構内に

立ち上げた対策本部の下、事案の具体的な内容の明確化及び過大請求額の確

定・返還に向け、調査を進めた。 

②平成２４年１２月、調査報告及び再発防止策を発表した。 

③平成２５年１月、既に算定済みの過払い額に違約金等を合わせ三菱電機に請求

し入金を確認した。 

④策定した再発防止策について、外部委員会の意見等を踏まえつつ具体化を実施

中であり、契約調査課の設置やプロジェクトコスト検討体制の整備、制度調査・原

価監査手順書等の制定など可能なものから実施した。 

特記事項（その他） 

○平成２５年５月、当機構に勤務する主任研究員が発注先と共謀のうえ、当機構か

ら現金をだまし取った疑いで逮捕され、同年６月起訴された。これを受け、同日付

で本件に関する対策委員会を設置し、調査及び再発防止策の検討を行ってい

る。なお、同研究員は同年６月に起訴された。 

 

順調と評価できる。 

 

【契約の競争性、透明性の確保】 

○ 契約方式等、契約に係る規程類につい

【契約に係る規程類の整備及び運用状況】 
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て、整備内容や運用は適切か。 

○ 契約事務手続に係る執行体制や審査体

制について、整備・執行等は適切か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「独立行政法人における契約の適正化について

（依頼）」（平成 20年 11月 14日総務省行政管理

局長事務連絡）に基づく要請事項 

対応状況 

① 一般競争入札における公告期間・公告方法

等について、会計規程等において明確に定める

こと。また、公告期間の下限を国と同様の基準と

すること。  

公告期間や手続きについて

内部規定に定めている。公

告期間の下限は国と同様

（緊急時５日間）である。 

② 指名競争入札限度額を国と同額の基準とす

ること。  

指名競争入札限度額は国

と同額としている。  

③ 包括的随契条項又は公益法人随契条項を設

定している場合、し意的な運用を排除するため、

これらに係る基準をできる限り明確かつ具体的に

定めること  

包括的随契条項及び公益

法人随契条項は設定してい

ない 

④ 予定価格の作成・省略に関する定めについ

て、会計規程等において明確に定めること。ま

た、作成を省略する場合、省略する理由や対象

範囲を明確かつ具体的に定め、省略できる基準

を国と同額の基準とすること。  

予定価格の作成・省略につ

いて内部規定に定めてい

る。省略できる基準は国と

同額としている 

⑤ 総合評価方式や複数年度契約に関する規定

について、会計規程等において明確に定めるこ

と。  

総合評価方式や複数年度

契約について、内部規定に

定めている。  

 

⑥ 総合評価方式、企画競争及び公募を実施す

る場合、要領・マニュアル等の整備を行うこと。  

総合評価方式、企画競争、

公募について、内部規定・

マニュアルに定めている。  

 

【契約事務の執行体制・審査体制】・ 

（１） 機構では、１００万円未満のカタログ品の購入等の簡便な調達を除き、全て

の契約について契約部職員が自ら契約事務を行っており、調達要求部署

に対する牽制機能を持たせている。 

（２） 執行役を長とする契約審査委員会が調達方式の妥当性の審査等を実施。

また、技術的要素の評価を伴う調達については、各事業本部の管理部門

の部長を長とする技術評価専門部会が、提案業者の技術力や技術提案内

容等に関する専門的な評価を実施。さらに、平成 21年 12月に監事及び外

部有識者で構成する契約監視委員会を設置し、監査・点検を受けている。 

（３） 審査機関による審査結果は、理事長に報告され、必要に応じて理事長から

改善措置を命じる体制となっている。  

（４） 契約事務及び職員規模については、競争契約の拡大に伴い、公告書類の
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作成、事業者からの問い合わせ対応や説明会の開催、技術的要素の評価

に関わる事務等、職員一人当たりの負担は増大する中、契約に関する法

令等のルールや考え方、事務手続の手順や留意点等を規程やマニュアル

として整備し、内部研修等で周知を図り、適正・確実な事務執行を行えるよ

う、人材の育成・確保に努めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【契約監視委員会の審議状況】 

平成２４年度においても引き続き契約監視委員会により、随意契約及び一者応札

応募案件の点検を中心にフォローアップを受けた。契約監視委員会からは、「一者

応札の比率が 2 年連続して上がってきており、比率を下げる方策を検討すべき」等

のコメントがあり検討を進めている。 
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【随意契約等見直し計画】 

○ 「随意契約等見直し計画」の実施・進捗状

況や目標達成に向けた具体的取組状況は

適切か。 

 

 

 

 

 

【設置状況（平成２５年３月３１日現在）】 

構成員 所属・職名 

委員長 新日本有限責任監査法人 公認会計士 

委員 情報通信ネットワーク産業協会 専務理事 

委員 長島・大野・常松法律事務所 弁護士 

委員 千葉大学法経学部法学科 講師 

委員 独立行政法人宇宙航空研究開発機構 監事 

委員 独立行政法人宇宙航空研究開発機構 監事 

 

【平成２４年度の審議状況】 

開催日 審議状況 

平成 24年 

9月 3日 

①２３年度第３回契約監視委員会のフォローアップ 

②２４年度第１四半期に新規に締結した契約の点検 

③政府からの要請事項への対応状況の報告 

平成 24年 

12月 6日 

①２４年度第１回契約監視委員会のフォローアップ 

②２４年度第２四半期に新規に締結した契約の点検 

③政府からの要請事項への対応状況の報告 

平成 25年 

3月 4日 

①２４年度第２回契約監視委員会のフォローアップ 

②２４年度第３四半期に新規に締結した契約の点検 

平成 25年 

5月 27日 

①２４年度第３回契約監視委員会のフォローアップ 

②研究費不正事案について 

③２４年度第４四半期に新規に締結した契約の点検 

 

【随意契約等見直し計画の実績と具体的取組】 

○ 契約監視委員会の提言（「ロケット打上げサービス契約の有無により、各年度に

おける全体の随意契約の金額が大きく変動するという特殊事情がある。したがっ

て、今後、随意契約割合の実績を評価するに当たっては、この特殊事情を考慮

することが適切と判断する。」）に基づき、ロケット打上げサービス契約分を別計

上とした。また、三菱電機株式会社の競争参加資格停止処分という特殊事情 に

よる影響を考慮するため、同社の競争参加資格停止により随意契約となった契

約分を別計上とした。その結果、平成２４年度の契約実績における随意契約割合

（金額比）は 20.9% であり、随意契約見直し計画上の随契割合目標値（37.3%）

を達成した。 
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【個々の契約の競争性、透明性の確保】 

○ 再委託の必要性等について、契約の競争

性、透明性の確保の観点から適切か。 

○ 一般競争入札等における一者応札・応募

の状況はどうか。その原因について適切に

検証されているか。また検証結果を踏まえ

た改善方策は妥当か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 集計対象は、当該年度に新規に契約を締結したもの（過年度既契約分は対象

外）。契約の改訂があったものは、件数は１件と計上し、金額は合算している。少

額随契基準額以下の契約は対象外。  

※2 契約監視委員会からの提言を受け、ロケット打上げサービス契約による変動要

素（２０年度の当該契約実績なし）を考慮するため、ロケット打上げサービス契約

は別に表示している。  

※3 三菱電機株式会社の競争参加資格停止処分による影響を考慮するため、同

社の競争参加資格停止により随意契約となった契約は別に表示している。 

 

【再委託の有無と適切性】 

・平成２４年度における特定委託契約※の再委託状況は以下の通り。  

全体 随意契約 競争入札等 

再委託割合

50%以上 

再委託割合

50%以上 

再 委 託 割 合

50%以上 

うち一者応札・

応募 

1件 0件 1件 0件 

 再委託を認めた業務の内容は、一部専門的な業務の実施を専門業者に再委託

することによって、一層効果的かつ効率的に契約の履行を求めるものであり、不適

切なものはなかった。  

※特定委託契約：「公共調達の適正化について（財計第 2017 号 平成 18 年 8 月

25 日）」において再委託適正化措置を求められている「試験、研究、調査またはシ

ステムの開発及び運用等を委託（委託費によるもののほか庁費、調査費等庁費の
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【関連法人】 

○ 法人の特定の業務を独占的に受託してい

る関連法人について、当該法人と関連法

類によるものを含み、予定価格が１００万円を超えないものを除く。）」するものを集

計。 

 

【一者応札・応募の状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【原因、改善方策】【一般競争入札における制限的な応札条件の有無と適切性】 

（１）機構の契約は特殊な技術や設備を必要とするため、一者応札・応募が多い傾

向がある。  

（２）競争契約（入札、技術提案方式、企画競争）について、公告を行う前に契約担

当者がチェックシートを用いて、競争を妨げる要因がないか自己点検を行う取組

を実施している。また、結果として一者応札・応募となった場合、契約審査委員会

で事後点検を行っている。 特に２ヵ年度連続して一者応札となった場合は、総務

省からの事務連絡に基づき、１件毎に「一者応札・応募等事案フォローアップ票」

を作成し、契約監視委員会への報告・事後点検を受けたのち、速やかにホーム

ページ上で公表することとしている。 

(「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」における改善状況のフォ

ローアップについて（平成 24年 9月 7日付 総務省行政管理局長事務連絡）参

照) 

（３）競争契約（入札、技術提案方式、企画競争）にかかる仕様書を受領した業者を

対象にウェブアンケートを実施し、必要に応じて手続きの改善を図る取組を実施

している。  

（４）電子入札システム、調達情報配信サービスの利用者拡大に努めている。 

 

【関連法人の有無】 

○ 平成 24 年度における機構との関連法人は、（財）リモート・センシング技術セン

ター、（財）航空宇宙技術振興財団、（財）日本宇宙フォーラム、（財）日本宇宙少
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人との関係が具体的に明らかにされている

か。 

○ 当該関連法人との業務委託の妥当性に

ついての評価が行われているか。 

○ 関連法人に対する出資、出えん、負担金

等（以下「出資等」という。）について、法人

の政策目的を踏まえた出資等の必要性の

評価が行われているか。 

 

年団の４者が該当した。 

（注）関連法人：特定関連会社、関連会社及び関連公益法人（「独立行政法人会

計基準」（平成 12年 2月 16日独立行政法人会計基準研究会）第 105連結の範

囲、第 116 関連会社等に対する持分法の適用、第 127 関連公益法人等の範囲

参照） 

 

【当該法人との関係】 

上記４者との契約は、平成 20 年 6 月より、競争性のある調達方式によることとして

おり、特定の業務を独占的に受託している関連法人はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 23年度における航空宇宙技術振興財団との随意契約は、東日本大震災の

影響で入札手続きが遅延したために４月分のみを随意契約により緊急に調達し

たものである。 

 

【当該法人に対する業務委託の必要性、契約金額の妥当性】 

当該法人に対する契約は、地球観測データの解析、航空機開発にかかる技術支

援、広報普及業務等 、いずれも機構の事業実施のため必要なものである。また、

加工費率や一般管理費率等の経費率調査の実施もしくは会計制度等にかかる調



項目別－71 

査の実施によって、契約金額の妥当性を確保している。 

 

【委託先の収支に占める再委託費の割合】 

【委託先の事業収入に占める当法人の発注高の割合】 

法人名 事業収入 
うち機構の発注高 

金額 割合（%） 

（財）航空宇宙技術

振興財団 

133,212,878 123,959,92

6 

93.05% 

（財）日本宇宙フォー

ラム 

1,400,116,908 1,183,729,9

68 

84.55% 

（財）リモート・センシ

ング技術センター 

2,914,509,569 2,359,636,7

63 

80.96% 

（財）日本宇宙少年

団 

32,956,339 0 0.00% 

 

【当該法人への出資等の必要性】 

関連法人に対する出資又は出えんは実施していない。（「平成 24 年度財務諸表附

属明細書」に記載） 
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【（大項目）3】 Ⅲ 予算（人件費の見積もりを含む）、収支計画及び資金計画 【評定】           Ａ 

 

 

【法人の達成すべき目標（計画）の概要】 

 

H２０ H２１ H２２ H２３ 

Ａ Ａ Ａ A 

実績報告書等 参照箇所 

 

 

評価基準 実績 分析・評価 

（評価の視点） 

○ 適切な財務管理がなされているか

（財務諸表による） 

 

（当期総利益（又は当期総損失）） 

○ 当期総利益（又は当期総損失）の

発生要因が明らかにされているか。 

○ また、当期総利益（又は当期総損

失）の発生要因は法人の業務運営に

問題等があることによるものか。 

（利益剰余金（又は繰越欠損金）） 

○ 利益剰余金が計上されている場

合、国民生活及び社会経済の安定

等の公共上の見地から実施されるこ

とが必要な業務を遂行するという法

人の性格に照らし過大な利益となっ

ていないか。 

○ 繰越欠損金が計上されている場

合、その解消計画は妥当か。 

○ 当該計画が策定されていない場

合、未策定の理由の妥当性について

検証が行われているか。さらに、当

該計画に従い解消が進んでいるか。 

 

 

 

【平成２４年度収入状況】 

収入 予算額 決算額 差引増減額 備考 

運営費交付金 118,401 118,401 0  

施設整備費補

助金 

15,934 9,539 6,395 翌年度への

繰越見合等 

国際宇宙ステ

ーション開発費

補助金 

34,148 37,813 △3,664 前年度から

の繰越見合

等 

地球観測シス

テム研究開発

費補助金 

25,047 20,269 4,777 翌年度への

繰越見合等 

受託収入 35,306 36,110 △803 前年度から

の繰越見合

等 

その他の収入 1,000 1,253 △253  

計 229,838 223,387 6,450  

 

【主な増減理由】 

備考欄に記載 

 

 

 

 

 

 

〇 予算、収支計画、資金計画等について、特段の問

題が無い旨を確認した。 

○ 国の財政状況から見ると、機構への予算措置はや

むを得ない面もあるが、一方、宇宙開発が国の成長

と発展に直結する時代において、予算（収入）をいか

に増やすかが、重要課題である。 

 

 



項目別－73 

（運営費交付金債務） 

○ 当該年度に交付された運営費交付

金の当該年度における未執行率が

高い場合、運営費交付金が未執行と

なっている理由が明らかにされてい

るか。 

○ 運営費交付金債務（運営費交付金

の未執行）と業務運営との関係につ

いての分析が行われているか。 

 

（溜まり金） 

○ いわゆる溜まり金の精査において、

運営費交付金債務と欠損金等との

相殺状況に着目した洗い出しが行わ

れているか。 

 

【平成２４年度支出状況】 

支出 予算額 決算額 差引増減

額 

備考 

一般管理費 6,555 6,612 △56  

（公租公課を除

く一般管理費） 

5,704 5,707 △3  

う ち 、 人件費

（管理系） 

3,451 3,818 △366 給与の臨時特例措

置の開始時期の遅

れ等による増 

うち、物件費 2,252 1,889 363  

事業経費 112,845 125,156 △12,310  

う ち 、 人件費

（事業系） 

12,588 13,098 △509 給与の臨時特例措

置の開始時期の遅

れ等による増 

うち、物件費 100,256 112,058 △11,801 前年度からの繰越

等 

施設整備費補助

金経費 

15,934 9,410 6,523 翌年度への繰越等 

国際宇宙ステー

ション開発費補

助金経費 

34,148 37,714 △3,565 前年度からの繰越

等 

地球観測システ

ム研究開発費補

助金経費 

25,047 19,822 5,224 翌年度への繰越等 

受託経費 35,306 54,325 △19,018 前年度からの繰越

等 

計 229,838 253,042 △23,203  

 

【主な増減理由】 

備考欄に記載 

 

【当期総利益（当期総損失）】 

【当期総利益（又は当期総損失）の発生要因】 

〇 補助金を財源とした貯蔵品等の取得による収益化とその費用化等の計上時期が

年度を跨ぐ場合に生じる損益が発生する。また、24 年度は中期最終年度であるた
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め、履行中の運営交付金債務の収益化により収益が発生する。（24 年度は当期総

利益） 

【利益剰余金】 

【繰越欠損金】 

○平成２４年度において、当期総利益２４０億円が生じ、前期から繰り越した損失２９１

億円をうめ、不足額５１億円は、次期繰越欠損金としている。 

 

【繰越欠損金の主な要因】 

○ 機構設立時に旧法人から承継した流動資産（貯蔵品、前払金、前払費用）等につ

いては、出資金を構成しており、当該流動資産等を業務完了時や使用時に費用処

理する場合に損失が発生する。 

 

【解消計画の有無とその妥当性】 

【解消計画に従った繰越欠損金の解消状況】 

【解消計画が未策定の理由】 

○ この当期総利益や繰越欠損金の主たる要因は、補助金を財源とした貯蔵品等の

取得による収益化とその費用化等の計上時期が年度を跨ぐ場合に生じる損益や、

法人設立時に出資金を構成する承継系資産が費用処理されることで生じる損失な

どである。これは、独法会計基準に従った結果であり、業務運営上の問題ではな

い。したがって、解消計画は策定していない。 

 

【運営費交付金債務の未執行率（％）と未執行の理由】 

【業務運営に与える影響の分析】 

中期目標期間最終年度のため、運営費交付金債務残高は発生しない。 

 

【溜まり金の精査の状況】 

【溜まり金の国庫納付の状況】 

 ２４年度に発生した以下の資金について、機構では積立金が生じていないため、そ

れぞれ以下のとおり取り扱う予定。 

○中期目標期間終了時における運営費交付金の精算収益化額に相当する額の資金

３百万円について、不要財産として国庫返納予定。 

〇三菱電機㈱過大請求に関する損害賠償金における損益計算の収支差額の資金２

４億円について、国庫へ納付予定。 
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【（大項目）4】 Ⅳ 短期借入金の限度額 
【評定】  － 【法人の達成すべき目標（計画）の概要】 

 

なし 

 

H２０ H２１ H２２ H２３ 

－ － － － 

実績報告書等 参照箇所 

 

評価基準 実績 分析・評価 

○短期借入金は有るか。有る場合は、その額

及び必要性は適切か。 

 

【短期借入金の有無及び金額】 

【必要性及び適切性】 

該当なし 

 

 

【（大項目）5】 Ⅴ 重要な財産の処分等に関する計画 
【評定】 

【概要】 

 

なし 

H２０ H２１ H２２ H２３ 

－ － － － 

実績報告書等 参照箇所 

 

評価基準 実績 分析・評価 

○ 重要な財産の処分に関する計画は有る

か。ある場合は、計画に沿って順調に処分

に向けた手続きが進められているか。 

【重要な財産の処分に関する計画の有無及びその進捗状況】 

年度当初に計画された譲渡等の案件はないが、以下の件について、平成２４年度

の独立行政法人評価委員会で審議され、独立行政法人宇宙航空研究開発機構

の重要な財産の処分に関し譲渡が完了した。 

 

○種子島宇宙センター大曲宿舎敷地の一部譲渡 

南種子町による都市計画街路事業上中下中線道路改良事業の用に供する

ため、南種子町に有償譲渡した。（平成２４年１２月１９日主務大臣認可。平成

２５年１月１６日南種子町と土地売買契約を締結。） 

＜処分した財産の内容＞ 

(a) 所在地 鹿児島県熊毛郡南種子町中之下字西大曲 1919-5 他一筆 

(b) 区分 土地 

(c) 地目 宅地、雑種地 

(d) 数量 ７８．０８㎡ 
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【（大項目）6】 Ⅵ 剰余金の使途 
【評定】 － 

【法人の達成すべき目標（計画）の概要】 

 

なし 

H２０ H２１ H２２ H２３ 

－ － － － 

実績報告書等 参照箇所 

 

評価基準 実績 分析・評価 

○ 利益剰余金は有るか。有る場合はその要

因は適切か。 

○ 目的積立金は有るか。有る場合は、活用

計画等の活用方策を定める等、適切に活

用されているか。 

【利益剰余金の有無及びその内訳】 

【利益剰余金が生じた理由】 

【目的積立金の有無及び活用状況】 

該当なし 
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【（大項目）7】 Ⅶ その他、主務省令で定める業務運営に関する重要事項 

【（中項目）7－1】 1.施設・設備に関する事項 【評定】          Ａ 

 【法人の達成すべき目標（計画）の概要】 

平成 20年度から平成 24年度内に整備・更新する施設・設備は次の通りである。（単位：百万円） 

施設・設備の内容  予定額  財源 

宇宙・航空に関する打上げ、追跡・管制、試

験その他の研究開発に係る施設・設備  

３４，７９３  施設整備費補助金 

［注］金額については見込みである。 

H２０ H２１ H２２ H２３ 

Ａ Ａ Ａ S 

実績報告書等 参照箇所 

H-84 

評価基準 実績 分析・評価 

（評価の視点） 

○宇宙・航空に関する打上げ、追跡・管制、

試験その他の研究開発に係る施設・設備を

整備・更新しているか。 

 

【施設及び設備に関する計画】 

○ 施設及び設備に関する計画は有るか。有

る場合は、当該計画の進捗は順調か。 

 

○ 施設及び設備に関する整備・更新計画を策定している。 

○ 各事業所の重要施設等の防犯・防護の強化対策として、セキュリティ対策施設

設備の整備を計画どおりに実施。 

○ 東日本大震災の復旧工事を計画どおり完了するとともに、イプシロンロケット､各

種衛星等の確実な開発、打上げ、運用、研究開発の推進に必要な施設設備の

整備・改修を計画どおりに実施し、事業の着実な進捗に貢献。 

○ 種子島宇宙ｾﾝﾀｰ周辺の民有地及び筑波宇宙ｾﾝﾀｰの取得を実施。 

・種子島宇宙ｾﾝﾀｰのロケット打上げ時の警戒区域（射点 3km 内）の民有地に

ついて、今年度は約 0.5ha を取得。 

・独立行政法人都市再生機構より借り受けていた筑波宇宙センター用地約

6.6ha を取得し、全ての用地の取得完了。 

○ 施設設備の老朽化状況の診断・評価をもとに、老朽化に伴う故障や機能低下を

防いで、作業の安全で安心な作業の遂行やロケット、衛星等の開発、打上げ、運

用及び研究開発の確実な進捗を図ることを目的とし、合わせて施設設備の機能

向上やライフサイクルコストの縮減に配慮した更新計画を立案、その優先順位に

基づき老朽化更新を実施した。また、空調設備や電気設備の更新により温暖化

効果ガスの発生量や電力消費量の抑制に寄与した。 

 

【施設及び設備に関する計画の有無及びその進捗状況】 

○ セキュリティ対策のための施設設備の整備を計画通り整備した。 

○ ロケット、衛星等の打上げ、追跡管制、試験、研究開発等に使用する施設設備

を計画どおり整備した。 

○ セキュリティ対策施設設備の整備、ロケット・衛

星等の打上げ運用などに使用する施設の整備、

老朽化更新など、計画どおり実施しており、諸目

標への取組はおおむね順調と評価できる。 

○ 東日本大震災により、相当の被害を被ったが、

早期復旧を実現したことは、高く評価できる。 

○ 近年、豪雨による土砂崩壊等の自然災害が起

きやすくなっているため、各施設周辺の点検に十

分な注意を払うべきである。 
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【（中項目）7－2】 2.人事に関する計画 【評定】          Ａ 

 【法人の達成すべき目標（計画）の概要】 

高い専門性や技術力を持つ研究者・技術者、プロジェクトを広い視野でマネジメントする能力を持つ人材を育成するとともに、ニー

ズ指向の浸透を図り、機構の一体的な業務運営を実現するため、以下をはじめとする人事制度及び研修制度の整備を行う。 

業務の合理化・効率化を図りつつ、適切な人材育成や人材配置等を推進する。 
H２０ H２１ H２２ H２３ 

Ａ Ａ Ａ A 

実績報告書等 参照箇所 

H-89 

評価基準 実績 分析・評価 

（評価の視点） 

○高い専門性や技術力を持つ研究者・技術

者、プロジェクトを広い視野でマネジメント

する能力を持つ人材を育成するとともに、

ニーズ指向の浸透を図り、機構の一体的な

業務運営を実現するため、人事制度及び

研修制度の整備を行っているか。 

○女性人材のより一層の活用に向け、具体

的な取組や女性職員比率の目標の設定に

向けた取組がなされているか。 

○人材育成委員会を運営し、キャリアパスの

設計、職員に対するヒアリングの充実、外

部人材の登用及び研修の充実等、人材の

マネジメントに関して恒常的に改善を図ら

れているか。 

○機構内認証制度を整備し、中期目標期間

中に全職員が、プロジェクト管理能力、シス

テムズエンジニアリング能力、専門技術・基

礎研究能力又は事務管理系能力等のいず

れかの分類で知識・能力を有することの認

証を受けているか。 

○幅広い業務に対応するため、組織横断的

かつ弾力的な人材配置を図っているか。 

○人材育成、研究交流等の弾力的な推進に

対応するため、任期付研究員の活用を図っ

ているか。 

○人事育成委員会を運営し、人材マネジメントの改善として、人材公募制度の改善

（対象年齢の拡充）や、研究員の人事考課に研究実績をより重視する方式を導

入するなどの改善を図った。外部人材の登用については、公募による常勤招聘

採用を含め、出向、招聘等でのべ 804 名の人事交流を行い、幅広い人材の登用

に努めた。 

○「研究開発力強化法に基づく人材活用等に関する方針」に基づき、育児支援施策

の着実な実施等に努めたほか、女性研究者支援に向けた新規施策に関して検

討を進めた。 

○次期中期目標期間に向けた人材育成方針の見直しを行い、現場経験機会の確

保、上長の部下育成意識の向上、技術伝承の促進、長期的な育成計画に対応

するための育成カルテの導入等、人材育成上の改善事項を方針に盛り込んだ。 

○研修については、管理職の部下指導や後進育成に関する研修メニューを充実さ

せる等、内容面での見直しを加えた。平成 24年度は管理職を含め、のべ 603名

が研修を受講した。 

○ 機構内認証制度に関して、プロジェクト管理能力、システムズエンジニアリング

能力、専門技術・基礎研究能力又は事務管理能力等の知識・能力について、基

礎レベル認証を継続するとともに、認証促進の活動を継続し、認証率 99％（平成

24年度末）に高めた（平成 23年度末 73%）。また、平成 23年度に開始した高度

レベル認証についても、認証委員会による評価を実施し、今年度新たに 12 名

（計 40名）を認証した。 

○人材育成委員会で設定された人員配置計画を踏まえ、組織横断的かつ弾力的

な人材配置を実施した。本部をまたぐ技術系職員の人事異動は 72 件であった。

任期付きプロジェクト研究員 43名、招聘研究員 102名を各プロジェクトや研究開

発部門に配置する等、積極的に任期付き研究員を活用し、研究交流を推進した

（人数は平成 24年 4月 1日時点）。 

○ 組織の発展は、ひとえに人材にかかっている。

活力にあふれる人事計画を推進する必要があ

る。 

○ 諸目標への取組はおおむね順調と評価できる

が、世界トップクラスの人材育成という観点から、

海外トップクラスの機関への育成出向など一流に

触れる機会のさらなる拡充が必要である。 

○ 人事は、「適材適所」が基本である。ミスマッチ

になっていないか、多面的な評価と「生かす人

事」の取組が望まれる。 

○ 任期付研究員の活用は適切ではあるが、我が

国全体を見通した優秀な若手研究者の育成・確

保という観点からの任期付研究員のキャリアパス

についても何らかの方策が望まれる。また、任期

付職員の活用が目立つが、待遇・モチベーション

に課題はないか留意が必要である。 

 

 



項目別－79 

○ 業務の合理化・効率化を図りつつ、適切

な人材育成や人材配置等を推進している

か。 

 

 



項目別－80 

 

【（中項目）7－3】 3.安全･信頼性に関する事項 【評定】          Ａ 

 
【法人の達成すべき目標（計画）の概要】 

ミッションに影響する軌道上故障や運用エラーを低減し、ミッションの完全な喪失を回避するため、以下のとおり経営層を含む安全・

信頼性の向上及び品質保証活動を推進する。なお、万一ミッションの完全な喪失が生じた場合には、経営層における責任を明確化

するとともに、原因の究明と再発防止を図る。 

また、打上げ等に関して、国際約束、法令及び宇宙開発委員会が策定する指針等に従い、安全確保を図る。 

H２０ H２１ H２２ H２３ 

Ａ Ａ Ａ A 

実績報告書等 参照箇所 

H-92 

評価基準 実績 分析・評価 

（評価の視点） 

○ミッションに影響する軌道上故障や運用エ

ラーを低減し、ミッションの完全な喪失を回

避するため、以下のとおり経営層を含む安

全・信頼性の向上及び品質保証活動を推

進しているか。 

○万一ミッションの完全な喪失が生じた場合

には、経営層における責任を明確化すると

ともに、原因の究明と再発防止を図ってい

るか。 

○ISO9000 等の品質マネジメントシステムを

確実に運用し、継続的に改善しているか。 

○宇宙技術の民間移管やプライム契約方式

に対応した安全・信頼性要求と調達体制

の整備が可能な品質マネジメントシステム

を整備しているか。 

○安全・信頼性教育・訓練を継続的に行い、

機構全体に自らが安全・ミッション保証活

動の主体者であるという意識向上を図って

いるか。 

○機構全体の安全・信頼性に係る共通技術

データベースの充実、技術標準・技術基準

の維持・改訂等により技術の継承・蓄積と

予防措置の徹底、事故・不具合の低減を

図る。特に、システムに占める割合が大き

くなり、また機能が複雑になってきているソ

 

○ 理事長を長とする信頼性推進会議を９回開催し、当該年度の打上に係

る安全・信頼性評価、宇宙用電子部品総合対策、設計標準適用推進、

H-2A ロケットアビオニクス（電気系機器）不具合撲滅活動、品質マネジ

メントシステムの運用改善等に関し、経営層が深く関与することで、打上

げの成功及び打上げから10カ月以上経過した「しずく」の軌道上不具合

ゼロ等の成果達成に寄与した。 

○ 品質マネジメントシステムに関しては、内部監査等を通じ改善を継続。

指摘事項ゼロで第三者認証を取得した。 

○ 適切な運用要求定義を開発当初に取り込むソフトウェア開発標準を整

備。また開発から得られた知見等を基に「信頼性プログラム標準」、「海

外コンポーネント品質確保ハンドブック」、及び「海外部品品質確保ハン

ドブック」を最新化し、機構内外での説明会開催等により活用を促進し

た。 

○ 安全・信頼性教育・訓練については、最近の不具合事例の取り込み、

演習の多用等、自らなすべきことを明確にし、より実戦的な研修プログラ

ムに改善した。 

○ 4 分野（システム安全、信頼性、品質保証、ソフトウェア開発保証）の研

修を計１７回、延べ２３８名（基礎教育の必須対象者は１００％受講済）に

実施。受講者の上司約 7 割が本研修が業務に有効と確認した。また、ミ

ッションの連続成功と無事故の点において高く評価され、機構の安全・

信頼性の仕組みや実施内容を学びたいとの申入れに応え、SUZUKI、

JR 東日本、Ｐａｎａｓｏｎｉｃ、コニカミノルタ、原子力規制委員会新規制基

準検討チーム等に対し、研修・講演を提供した。 

○ 軌道上不具合を分析し、再発防止のための知見を集約し、また、信頼

性技術情報７件を機構内及び関係メーカに速やかに周知するとともに打

 

○ H-ⅡA/B の打上げ成功率及び予定どおりの打上げの達

成率等により、高い信頼性を証明するなど、諸目標への

取組は順調と評価できる。また、ミッションの連続成功と無

事故という実績を基に、外部の各種組織からの機構の安

全・信頼性の仕組みや実施内容の学習に関する申入れに

応えて研修・講演を提供したことは、機構の信頼性の高さ

を実証するものであり、高く評価できる。 

○ この高い信頼性を如何に維持していくか、機構内で如何

に伝承していくかが課題。 

○ 一方、信頼性ノウハウは民間では企業秘密であり、国際

競争力のひとつでもある。グローバル競争においては定

量的なベンチマークが必須であり、機構においても、明確

な公開の基準を設定し、重要情報の管理が必要である。 

 

 



項目別－81 

フトウェアの品質の向上に努めているか。 

○打上げ等に関して、国際約束、法令及び宇

宙開発委員会が策定する指針等に従い、

安全確保を図っているか。 

 

上げ直前の衛星を含め対応要否の検討、対処により同種不具合を未然

に防止した。 

○ 設計標準を新規又は開発初期の７プロジェクト等へ適用するとともに新

規制定を２件、改訂を１８件行った。設計標準の公開に関しては、通算で

４０件を公開し、機構内外での活用を促進した。さらに、新たに英語版の

公開を開始し、ISO国際標準のベース文書として扱われるなど国際的に

も貢献した。 

○ ５つのプロジェクトに対してソフトウエア IV&V（独立検証及び有効性確

認）を実施し、重大不具合につながりかねない、要求仕様・機能等に関

する問題 33 件を、従来より早い段階で検出し対策を講じた。また、アセ

スメント基準については、国際認証機関により日本初の認証を取得し

た。 

○ロケット打上げ等に関して、国際約束、法令及び宇宙開発委員会が策

定する指針等に従い、、担当本部での技術審査の後、副理事長を委員

長とする「安全審査委員会」（計２７回開催）にて、H-IIA 21，22 号機、

H-IIB 3号機、GCOM-W1（しずく）、海外衛星、ソユーズによる ISS搭乗

員輸送／帰還等を審議し、安全確保を図った。特に、初めての海外衛

星の商用打上げに当たり、デブリ対策等、海外機関との安全調整を十

分に行い、打上げ成功及び宇宙デブリ認識の醸成に貢献した。 

 



項目別－82 

 

【（中項目）7－4】 4.その他 【評定】― 

【法人の達成すべき目標（計画）の概要】 

 

H２０ H２１ H２２ H２３ 

－ － － － 

実績報告書等 参照箇所 

 

評価基準 実績 分析・評価 

【中期目標期間を超える債務負担】 

・  中期目標期間を超える債務負担は有る

か。有る場合は、その理由は適切か。 

 

【積立金の使途】 

・ 積立金の支出は有るか。有る場合は、その

使途は中期計画と整合しているか。 

【中期目標期間を超える債務負担とその理由】 

中期目標期間を超える債務負担金は下記の通り。 

144,791,810,811 円 

（平成 24年度財務諸表 付属明細書「９．重要な債務負担行為」参照） 

 

【積立金の支出の有無及びその使途】 

年度計画該当なし 

 

 

 

 

 


